














ラーメンの熟成機構の解明           ( H 7～ H9 )

加工食品部農産食品科 山 木一史 中 野敦博 田 中彰 田 中常雄

研究の目的と概要

麺類には製品の品質に大 きく関わる熟成 と呼ばれる工程がある。熟成は製造工程

順に生地熟成、麺帯熟成、さらに製品の熟成に分類される。生地や麺帯における熟

成は主として水和や構造緩和 といつた物理的変化が主な要因である。これに対 して

製品の熟成は化学的変化に起因する食味、食感の改良現象として捉えられている。

北海道を代表する食品であるサ ツポロラーメンは製品後の熟成、すなわち麺線熟

成を低温で行 うことが義務付けられている。ラーメンはアルカ リ性を示す化学物質

であるかんすいを原料に用いることで、貯蔵中に様々な化学変化が生 じるものと考

えられる。 しか しながら、実際の熟成条件については長年の勘に頼るところが未だ

に多 く、熟成が工程の律速 となっている。

本研究はラーメンの麺線熟成工程の諸変化 を理化学的に明 らかにして、ラーメン

の製造工程の改善 と、さらに麺線の品質向上を図ることを目的として行った。

試験研究の方法

試験は市販の中華麺用粉を用いて、加水量 38%に てかんすいを小麦粉に対 して

1%に なるよう調製 し試作 したラーメンを用いた。このラーメンを小分けして製造

後チャック付 きポ リ袋に入れ、 5°Cと 25°Cの 温度にてそれぞれ熟成させた。

熟成中のラーメンにおける化学変化の指標 として、酵素活性、還元糖量、遊離ア

ミノ酸量を 7日 間経 日的に測定 した。酵素活性はα―ア ミラーゼと中性、アルカ リ

性 2種 類のプロテアーゼ活性について調べた。還元糖はSom O g y i―Ne l s o n法で、遊離

アミノ酸はエンヒ ドリン法で、α一ア ミラーゼについてはMeg a z y m e社のキットを用

いて、プロテアーゼについては納豆試験法に基づき測定 した。また、麺線熟成の効

果でよく聞かれる脱気について、麺線中の空気量を測定することによ り調べた。

実験結果

還元糖量の変化を図 1に 示 した。若干の増減があるが経時変化による大 きな差は

み られなかつた。わずかだが 25°C熟 成のほうが還元糖量が多いことがわかる。

呈味成分の指標 となる遊離アミノ酸について図 2に 示 した。いずれの熟成温度に

ついても遊離ア ミノ酸は時間の変化 とともに増加することがわかる。 25℃ 熟成の

増加害」合が 5°C熟 成を上回ることから、遊離ア ミノ酸は温度変化が影響 しているこ

とがわかる。

還元糖、遊離ア ミノ酸 ともに熟成温度の影響があることか ら、麺線熟成中に酵素

反応による成分のイヒ学変化が予想される。そこで、 α―ア ミラーゼとプロテアーゼ

について酵素活性を測定 した。ラーメンの pHが アルカ リ性 を示すことから、プロ

テアーゼは中性 (p H 7 . 5 )と アルカリ性 (p H 1 0 . 0 )に ついて測定 した。これらの
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結果を図 3,4に 示 した。α―ア ミラーゼはいずれの熟成温度でも一度活性が上昇

した後低下することがわかる。プロテアーゼについては p H 7 . 5と p H 1 0 . 0では全 く

異なる傾向を示 した。特に 25°C熟 成においてはこの傾向が顕著に表れている。こ

の結果を遊離ア ミノ酸 と関連させて考えると、 5°C熟 成は初期段階では中性、アル

カ リ性両方のプロテアーゼが関与 してお り、 25° C熟 成は初めか らアルカ リ性 プロ

テアーゼが関与すると予測することができる。

空気量の変化については熟成温度に関わらず、ほとんど変化はみ られなかった。
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図 3 α ―アミ ラ ーゼ活性

要約

ラーメンの品質に大 きな影響を与えるといわれる麺線熟成について、熟成過程の

化学変化について調べた。その結果、遊離ア ミノ酸の増加 とアルカリ性 プロテアー

ゼの酵素活性の上昇が認められたことから、熟成には酵素反応が関与 していること

がわかった。

0

- 6 -



ニンジンの加工適性に関する研究           ( H 9 )

加工食品部農産食品科 田 中彰 中 野敦博 山 本一史 田 中常雄

研究の目的と概要

ニンジンはβ―カロテ ンを豊富に含み、その機能性への関心の高ま りから、生食以

外にも、ニンジンジュースなどの加工品も数多 く作 られている。昨年度ニンジンジ

ュースの加工試験を行つたが、ジュースヘの搾汁率は低 く、また、カロテンの抽出

率もかな り低 く、 8害」近 くが残澄に残存 していた。そこで、本試験では、エンジン

の品種による加工適性の検討を行い、さらに、カロテンの抽出率 と搾汁率を向上さ

せるために酵素を使用 し、その効果を確かめた。

試験研究の方法

(1)加 工適性の検討

供試試料 :向陽二号、べ―ターリッチ、ひとみ五寸、CAH 2 (北 見農業試験場実験圃場内

で栽培されたもの)

試験方法 :水分、カロテン、食物繊維含量を分析 した。分析方法は水分は70°C減

圧加熱乾燥法、カロテンは高速液体 クロマ トグラフ法、食物繊維はPro s k y変法

で行つた。

(2)カ ロテン抽出率、搾汁率の検討

供試試料 :向陽二号 (北見農業試験場実験圃場内で栽培されたもの)を 供試。水

洗 した後、先端 と葉柄基部を廃棄 し、剥皮 した後、磨砕 した。

酵素 :セルラーセ
゛
(セルラーセ
゛
オノス
゛
力)と ヘミセルラーセ

゛
(セルロシンTP2 5 )を 使用 した。

搾汁 :磨砕試料に試料重量に対 して0.1 %の酵素を添加 し、5分間攪拌 した後、50°C

の水浴中で1時間酵素反応を行つた。反応終了後、四つ折 りしたガーゼで搾汁 し、

ジュースを85°Cで 20分加熱 し、酵素を失活させた。また、クエン酸を用い、試

料のpHを4. 5に調整 したものについて、同様に搾汁を行つた。

分析項 目 :搾汁率、α、β―カロテン、Bri x、pHを測定 した。

実験結果

(1)加 工適性の検討

分析結果を表 1に 示す。べ―ターリッチは水分含量がわずかに多かつたが、他 との差は

1%弱 で、ジユース加工の際に差が見 られるとは思えなかつた。ひ とみ五寸は食物

繊維含量が低 く、ジユース加工に適 しているかと思われたが、カロテン含量が他の

60%程 度 しか含まれず、ジュースのカロテン含量も低 くなる可能性が考えられた。

(2)カ ロテン抽出率、搾汁率の検討

搾汁試験の結果を表 2に 示す。pHを調整せずに酵素を加えた試験区 (試験区 1～

3)で は、搾汁率には酵素添加の効果が認められなかつた。ヘミセルラ
ーセ
゛
を加えたもの

(試験区 3)に カロテン含量の増加が認められ、無処理区 (試験区 1)が 3. 2 6 m g
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表1成 分含量

(100g中 )

試 料 α

(……
β
……mg…

総量
… … …

)

水分

(g)

カロテン

向陽二号
へ'―ターリッチ
ひとみ五寸
CAl12

平均

88.5

89.3

88,7

88.5

88,7

3 . 5 2

4 . 9 1

3.00

3.92

3.84

7 . 2 1

6.90

3.87

6.60

6.14

10,72

11.80

6.87

10.52

9.98

0 . 5

0 . 5

0 . 5

0 . 6

0 . 5

2 . 3

2 . 4

2 . 1

2 . 3

2 . 3

2 . 8

2 . 9

2 . 6

2 . 9

2 . 8

標準偏差
変動係数(%)

0 . 3 9

0 . 4

0 . 8 1

2 1 . 0

1.54

25.0

2.15

2 1 . 5

0.15

6 . 7

0.14

5 . 1

９４

８

・

０

９

．

表2搾 汁試験結果

試験区

処理方法

使用酵素

pH調整

一
　

一

セルラーセ
'ヘ
ミセルラーセ セルラーセ

・
ベミセルラーセ

'

4.5        4.54.5

ジュース成分

カロテン含量
α―カロテン

β―カロテン

総カロテン

Br破

pH

100g中
mg

mg

mg

%

1.05

2 . 2 1

3 . 2 6

8 . 9

5 . 6

1.06

2.17

3.23

8 . 8

5 . 6

1.43

3.02

4.45

9 . 0

5 . 7

0.50

1.00

1.50

8 . 1

4 . 4

0.45

0.88

1.33

8 . 1

4 . 5

0.60

1.22

1.82

8 . 2

4 . 5

搾汁率 52.9 51.5 51.1 55.9 55,2 56.6

カロテン抽出率
α―カロテン

β―カロテン

総カロテン

％

％

％

15.8

16.2

16.1

15.5

15.5

15.5

2 0 . 8

2 1 . 4

2 1 . 2

９

９

９

０

，
ｒ

８

/ 1 0 0 gに対 し、4.4 5 m g / 1 0 0 gとなった。ニンジンか らのカロテ ン抽出率も無処理区が

16. 1 %に対 し、21. 2 %と増加が認め られた。また、搾汁前のエ ンジンのpHが6. 2であ

ったが、ジュースのpHは5. 6～5. 7と変化 していた。pHを4. 5に調整 した試験区 (試験

区 4～ 6)で も同様にヘミセルラーセ
・
を加えた処理区 (試験区 6)が カロテ ン量が増加 し

ていた。 しかし、試験区 4～ 6は 試験区 1～ 3に 比べ、若千搾汁率に増加が認め ら

れたが、ジュース中のカロテ ン合量、カロテ ン抽出率 ともに減少 し、カロテ ンの抽

出率は6.8～9. 6 %で あった。

要約

本試験で行った 4種 類のニ ンジンについて成分値か ら加工適性の検討を行ったが、

水分はほとんど差がな く、ひとみ五寸は食物繊維が少ないがカロテ ンも少なかった。

どの品種も
一
長一短があって、搾汁率の良い品種は判然 としなかった。

酵素を使用 してニ ンジンのカロテ ン抽出率と搾汁率の向上を図った。ヘミセルラーセ
・
を

添加 したものについてカロテ ンの抽出率が増加 した。また、pHを4. 5に調整 したもの

はカロテ ン抽出率がかな り減少 したが、搾汁率はわずかに増加 した。pHを下げるこ

とにより、カロテ ンの不溶化が起きていると考えられた。
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めん類の高付加価値化に関する試験研究          ( H 9 )

加工食品部農産食品科 山 木一史 中 野敦博 田 中彰 田 中常雄

研究の目的と概要

めん類は米飯、バンなどに替わつて主食にな りうる食品である。 しか し、めん類

の中でも生めんは調理めんや即席めんなどと比べて消費量が減少傾向にある。さら

に、近年の流通システムの効率化 とPL法 の施行により、生めんの保存性や安全性

の向上が重要視されている。こうした状況下においては、めんの持つ栄養価値やお

い しさという点についてはあまり注目されない。む しろ、具材の充実を図ることで

それを補お うとする傾向にあるが、これはコス トが掛かることになる。

一方、栄養価の高い食品としては牛乳が挙げられる。北海道は全国一の生乳生産

量を誇るが、その生産量に比べ牛乳の消費量が極端に低 く、だぶつき気味であ り価

格維持のため生産量を調整する動きもある。

本研究は、北海道産の原料である優れた栄養食品である牛乳を用いて、カルシウ

ム強化を前提 とした付加価値の高いユニークなめん類を開発することを目的とする。

試験研究の方法

牛乳を実際に扱 う場合、衛生面の制約や設備上の問題が生 じ、逆にコス トや余分

な労力が必要 となる。そこで、扱い易さの面から牛乳の代わ りに脱脂粉乳を用いる

こととした。

めん類 としてはうどんを選択 し、脱脂粉7L添加のものは小麦粉 と脱脂粉乳を併せ

て100 %と見な した (表)。 脱脂粉7Lの配合はカルシウム強化を目的とするので、厚

生省の栄養表示基準からカルシウム含有量が最低180mg/100gとなるように調整した。

また、 ゆ でめんで流通することも考慮に入れて、 ゆ で後でもカルシウム含有量が

1 8 0 m g / 1 0 0 g以上になるよう調整 した

ものも試作 した。試験に用いた脱脂粉

乳はカルシウム含量が1100mg / 1 0 0 gで

あつた。

うどんの評価はカルシウム量は生め

んとゆでめんについて、物性試験はゆ

表 う どんの配合

標 準

小麦粉

則地月旨考,7し

食塩

水

5110

10

170

388

112

1 0

170

3011

200

6

170

(単位 g)

でめんについてのみ行つた。ゆでめんについてはあらか じめゆで時間とゆで後の水

分の関係 を求めておき、水分が約73. 0 %になるようにゆでたものを用いた。すなわち、

標準とAに ついては18分間、 Bに ついては15分間ゆでた。カルシウム量はめんを一

度灰化させたものを1%塩酸で溶解、希釈 したものを原子吸光法で求めた。物性試験

はレオメーターを用い切断による破断強度を求めた。

実験結果

各試験区のうどんのカルシウム含有量を図 1に 示 した。脱脂粉乳の添加量を増や

すことにより、容易にカルシウム含有量を増加させることが可能であつた。生めん
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に比べると、ゆでめんのカルシウム含有量は減少 してお り、ゆで汁へ溶出 している

ことがわかる。特に Bの ゆでめんはその傾向が著 しい。これは、めんの骨格 となる

小麦粉の配合が少ないことが影響 しているものと思われる。図 2の 破断強度試験の

結果をみると、脱脂粉乳の添加量が増加するにつれ、ゆでめんの強度は低下 した。

標準のものと比べ Bの めんはおよそ半分の強度 しかな く、表面には肌荒れや切れ 目

が多 く観 られた。また、 Bは ミキシング段階で大きな塊にな り作業性が非常に悪か

った。これに比べ Aの めんは破断強度はやや劣るが、ゆで歩留まりは標準のめんと

ほとんど差がな く、表面の肌荒れもほとんど観 られなかつた。製麺工程でも大 きな

問題はなかつた。

Bの カルシウム量を有効にするためには、めんの物性を改善するための資材が必

要であ り、デンプンなどの食感改良効果を持つ資材の活用が期待される。

要約

栄養価の高い付加価値めん類の開発を目的として、カルシウム強化に注目したう

どんの試作 を行つた。

脱脂粉乳の添加量を増やすことによ り、うどんのカルシウム量は容易に増加 した

が、小麦粉の比率が減少 した分だけめんの品質、食感が低下 した。

増加 したカルシウム量を維持 したまま製品化するためには、馬鈴薯デンプンなど

の品質改良材 との併用が必要であると考えられる。

Ｑ
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図 2 ゆ でめんの破断強度
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ゆでめん
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1.

馬鈴薯を利用した調理冷凍食品の開発
加工食品部農産食品科  中 野敦博  山 木一史

(H9)

田中彰  田 中常雄

研究の目的と概要

lA.電 子 レンジ調理型フレンチフライポテ ト

「家庭調理の簡便化Jが 、これからの食品開発に関 して重要なキー ワー ドとし

てあげられてお り、電子 レンジで調理するだけで食することができる冷凍食品の

製品化が 目立ってきている。本研究では、電子 レンジ調理型フレンチフライポテ

トの品質向上を目的として、原料の特性 と製品の品質との関係を検討 した。

lB.具 材入 り成形フレンチフライポテ ト

良質な北海道産馬鈴薯を主原料 とし、他の食品素材 との複合による新たな調理

冷凍食品を検討 した。すなわち具材をあんのごとく馬鈴薯マッシュで包み込んだ

フレンチフライポテ トを試作 した。以上 2つ の内容について報告する。

試験研究の方法

2A.電 子 レンジ調理型フレンチフライポテ ト

(1)試料および比重分布

試料 として市販の トヨシロ (Mサ イズ)を 用いた。比重毎に分別 し (図 1)、

低比重 (1075)、中比重 (1085)、高比重 (1095)の 馬鈴薯を試験に供 した。

(2)フレンチフライポテ トの作製方法

各比重の試料を、図 2に 従つてフレンチフライポテ トを作製 した。ただ し水分

除去工程で様々な処理を行った.乾 燥 I区およびⅡ区では、通風乾燥機を使用 し

て、ボイル後のポテ トを 30℃ でそれぞれ 1お よび 2時 間乾燥させた。湿熱デン

プン処理区では、ボイル後のポテ トを 20%湿 熱処理デンプン (テ
゛
リカスターH‐200、

大日本頬献))溶液に浸 した後、30℃ で 2時 間乾燥させた。微細セルロース処理区は、

ボイル後のポテ トを 20/0微細結晶セル ロース (セオラスSC701、此成工業嗽))溶 液に浸

した後、30℃ で 2時 間乾燥させた。比較するために無処理区を設定 した。

(3)評価方法

冷凍保管 したフレンチフライポテ トを電子 レンジ (ER―V77、 東芝献))を 使用 し

て 600Wで 2分 30秒 調理 した。調理後 5分 以上経過 した後、ポテ トの中′い部と

端部をそれぞれ レオメーターを用いて最大荷重 (n=lo)を 測定 した。比較対照

として、冷凍 しなかったフレンチフライポテ ト (対照区)も 同様に試験 した.

2B.具 材入 り成形フレンチフライポテ ト

表 2の 配合で、小型包餡機 (CN400、レオン自蝋 鰍))を 利用 して試作 した。

実験結果

3A.電 子 レンジ調理型フレンチフライポテ ト

最大荷重の測定結果を表 1に 示 した。試験区に関わらず、電子 レンジ調理 した

区は、対照区 (揚げたて)よ りも最大荷重が低いことが示された。特に中心部の

方が、端部よりも低い傾向を示 した。このカッ ト形態では、中心部は馬鈴薯の髄

に由来 し、他の部分よりもデンプン価が低く、凍結および調理のダメージをより

受けて、端部 よりも軟らかくなつたと推定された「各比重における対照区の最大

荷重を 100と して各試験区の最大荷重を換算 した (表 1右 )の中お よび高比重区

と比較 して低比重区の値は、低い傾向が示されたっフライ前にポテ トを乾燥する

ことで、最大荷重の増加が認められた。かたさを改善するために、湿熱デンプン

お よび微細セルロースでコーティングさせたものも作製 し、最大荷重の増加が認

められた。 しか しこれ らの方法では、対照区の最大荷重に達 しなかった。

2.

3.

- 1 1 - ―



ヾ ゛ ぎご ど き ざ さ が さ

比重区

図1 比 重分布(N=457)

フライ

857 622

原料

↓

洗浄
|
剥皮不良部分除去
↓
カット( l c m  X  l c mストレートカット)
↓
ポイル(65.C15分+00・C5分)
↓

水分除去 (各試験区の処理 )

↓
フライ(160(C2分 +180.C2分 )

↓

急速凍結(液体窒素)

↓

凍結保管( 2 0℃)

日2  電子レンジヨ理型フレンチフライポテトの作製方法

端 部
No比 重  処 理

1低 対照

2  ″  兼 処理

3  ″  屹 燥 I

4  ″  屹 曇 Ц

7 + n R
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1 0  
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9o    4203

1 0 0     9 5 3
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5 0    1 8 2 3

1 2 1    1 1 4 2

1 1 1    1 2 5 1

3 1 0     4 4 3 6

3 1 6     2 0 0 0

2 7 3     2 1 4 5
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4 8 5     2 1 7 4

4 1 3    1 7 9 9

2 2 7     4 6 4

3 1 6   4 8 4

4 3 4    6 2 4

2 7 2    4 9 0

2 9 8     4 0 0

85 7      528

843     508

799      432

5 ″  湿 熱テンプン   774    460

665

64 0

7 1 0

7 5 1

7 7  4

7 9  1

2 0 1

3 4 7

3 8 5

3 3 4

2 0 1

3 8 76 〃  壼 組セルロース  795    499

842     61 6

8 4 2      5 0

8 0 4      4 8

7 5  4       4 3

11  〃  湿 熱デンブン    760    47

7 1 4

7 0 1

8 0 7

7 8 9

880

804

9 1

7 9

3 2

9 7

4 5

6 5

408 8  254

1 0 4 9  3 6 0

1 7 8 7  3 7 4

2 0 3  1   3 6 2

1 9 4 2  7 8 7

1 7 3 1   4 3 3

4 2 1  6   2 3 1

2 4 8 9  3 2 8

2 8 8 3  3 3 7

3 5 1  7   3 6 5

3 4 7 9  3 2 6

3 5 8 9  3 6 7

2 5 0     5 6 1

4 2 5     6 5 0

4 8 3     7 9 3

4 6 2    7 0 4

4 2 4     8 0 92  ″  徴 組セルロース  799    48

13 f;  t tn
14 ' t  Rt&E
1 5  , ,  t i l r
t 6  /  t i l n

8 1 7    6 1 8

8 1 7    4 9 2

7 9 0      4 6 1

7 3 9    4 2 4

7 5 7      6 8

7 9 9      7 6

7 9 3     7 0

8 1 0     6 9

8 3 1     1 1 1

3 0 0 2  2 8 9

1 4 5 1   1 9 7

1 0 0 3   4 1 7

2 1 9 _ 8  8 9 8

1 7 3 0  3 2 4

171 9  557

4007 429

2359 395

281 3  222

3274  446

2648  254

2929 454

3 4 5     5 3 2

4 0 0     6 3 4

5 2 3     7 3 8

4 1 2     5 9 7

4 0 9     6 6 0

17 ″   湿 熱テンプン    749    426

18 ″  徹 組セルロース  753    479    786   63

* C Vは 、変動係数(%)の略

3B=具 材入 り成形フレンチフライポテ ト

馬鈴薯マッシュの流動性を改善する目的で脱

脂粉乳を加えた。またデンプンの老化を防止す

るためにショー トニングを加えた。包餡機を使

用する場合、具材の水分を調整 し、ねばりを出

さなければならなかった。

4.要 約

馬

脱

シ
　

側

豚

夕

著

塩

ゴ

馬

内

10kg

350g

150g

5kg

5kg

400g

30g

200g

200g4A.電 子 レンジ調理型 フレンチフライポテ ト

電子 レンジ調理型フレンチフライポテ トを作製 した場合、原料の中′とヽ (髄)に

あたる部分が調理後に軟 らかくなる傾向が示された。また低比重の原料は、中お

よび高比重のものよりも軟 らかくなることが示された。ボイル後に乾燥工程を設

けた り、デンプンおよびセルロースを表面にコーティングする方法は、製品のか

たさを改善する手段であったが、揚げたてのかたさには達 しなかった。

4B.具 材入 り成形フレンチフライポテ ト

包餡機を利用 して中に具材を含ませ、外狽1を馬鈴薯マッシュを主原料 とした 1)

ので包み込んだフレンチフライポテ トを試作 した。具材は、北海道の多彩な農畜

水産物に置き換えることが可能であるの

- 1 2 -



食品素材由来の抗菌性物質に関する研究

一北海道産きのこからの HIV-1プロテア~ゼ 阻害物質の検索
―

( H 9～ 1 0 )

加工食品部畜産食品科 渡 邊 治  阿 部 茂  井 上貞仁

1 研 究の目的と概要

抗菌 ・抗ウイルス性物質としてはいわゆる抗生物質が
一般的であるが 「薬漬け」

のイメージを払拭できず、食品に用いるには問題がある。しかし食品素材より抗生

物質と同様な性質を持つ抗菌性物質を見つけることができれば、積極的に食品に用

いることができるとともに、その食品素材自体のイメージアップ、利用拡大が望め

る。

一方、わが国では近年 「特定保健用食品 (機能性食品)」 がブ
ームとなり、官民

一体となって様々な種類の食品が研究 。開発されている。厚生省が表示許可を行っ

た 「特定保健用食品」の大部分はオリゴ糖であるが、少数ながら生理活性ベプチド

(機能性ペプチド)も 見受けられる。

このような背景の中、本来医薬の範囲内であったAIDS治療薬においても、食品

素材中に抗 I‐IIV活性を持つ物質が含まれている可能性から食品による回復の効果

が期待される。

本研究は、そうした抗 HIV活性を持つ食品素材の検索を目的としている。

IIIVの攻略法としては、主に1)ウ イルスの細胞への接着や進入を阻害する、2)

IIIVがレトロウイルスであることを利用して逆転写酵素を阻害する、3)ウ イルス

RNAか ら作られた前駆体タンパク質が機能性タンパクに変換されウイルス粒子を

形成するときに作用するプロテアーゼを阻害する、4)IIIV外 套膜にヽ Aを 取り

込むときに作用するグルコシダーゼを阻害する、の4つ である。

そこで我々は、食品素材中から3)の HIVプ ロテアーゼの働きを阻害する機能

性ペプチドの検索を行った。

2 試 験研究の方法

阻害活性のアッセイ法は、チュープにバ ッファ
ーと基質、サンプルを加 えて37℃

で 5分 間インキュベ
ー トし、その後酵素を加えてさらに15分間インキュベ

ー ト。酵

素反応 を止める目的で10府FAを 加 えて、 IIP L Cで阻害活性 を測定。使用 した基質

は図 1の様 な構造のベブチ ドで、酵素はこのうち p‐面tr O _ P h eの前を切断する。酵素

はバケム社の rec H I V  P Rを使用。

His‐Lys‐A:a‐Val‐Lou‐p‐nlro‐Phe‐Glu‐Ala―Nle‐Ser‐NH 2

図 1 実 験に使用 した基質
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また阻害物質の抽出は、凍結乾燥 したものをイオン交換にかけ、4.5Mの NraClで

活性部分を溶出させ、分子量 1万の限外濾過膜でフィル トレーションし、高分子画

分をグル濾過で分画した。分子量は蛋白質分子量マーカーを用いて測定 した。

今回使用 したサンプルは、上川地方で採取したカバノアナタケの他、市販品のた

もぎたけ、えのきだけ、まいたけ、マッシュルーム、しいたけ、ひらたけ、 しめじ、

なめこの計 9種類。これらを細断した後、lo分間熱水抽出し、凍結乾燥にかけて粗

抽出物とした。

実験結果

アッセイの結果が図 2で ある。この図で明らかなように他のサンブルと比べてカ

バノアナタケに強い阻害活性が見られた。

次にカバノアナタケの阻害活性の特異性を調べるため、 ト リプシン、ベプシン、

パパイン、カルボキシベプチダーゼA、 アンジオテンシン変換酵素、プロリルエン

ドペプチダーゼについてアッセイした。

結果、表のようにカバノアナタケ熱水抽出物はHlv_1プロテアーゼの他、若干カ

ルボキシペプチダーゼAを 阻害し、またプロリルエンドペプチダーゼに対 して高い

阻害活性が認められた。

またカバノアナタケの活性部分の分子量は約 30kDaであった。
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に対する残存阻害活性

平成10年度計画

カバノアナタケ中の阻害物質の同定、及び阻害活性機構の検討を行うとともに、

HIVに限らず0157等に対する抗菌性を有する食品成分の検索を進める。
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バッチ式のアイスクリ
ームに関する物性改良に関する研究 (H9～ H10)

井上  貞 仁加工食品部畜産食品科 阿 部 茂   渡 辺 治

1 .研 究の目的と概要

北海道は牛平Lの1大生産地であり、生平しだけでなくチ
ーズ、ヨーグル トを始めと

する加工食品も多く生産されている。近年、北海道の観光ブ
ームで各地で生茅Lを主

原料としたアイスクリ
ームの製造を始めるところが増えており、その多くがバッチ

式フリーザーを用いてアイスクリームを製造している。しかし、バッチ式フリ
ーザ

ーを用いた場合、問題点として冷凍保存後に硬くなり過ぎてしまう欠点が
一部のメ

ーカーから寄せられており、冷凍保存してもあまり硬くならないアイスクリ
ームの

製造方法が望まれている。

本研究は、バッチ式フリーザーを用いたアイスクリ
ームの配合条件、保存条件、

及び製造条件の検討を行い、アイスクリ
ームの物性改良を目的とするものである。

今年度は道内で市販されているバッチ式フリ
ーザー、および連続式フリーザーで製    ´

造を行つたアイスクリームを入手し、成分分析、オ
ーバーランおよび硬度の演1定を

行い、成分と物性についての検討を行つた。

2.試 験研究の方法

道内でバッチ式フリーザーを用いて製造している 13社 15種類のアイスクリ
ーム

類および、連続式フリ
ーザーで製造されている大手平L業メ

ーカーのアイスクリーム

類 4社 5種 類を分析試料とした。アイスクリ
ームは購入後 ‐18℃ で保存 し、2ヶ

月以内に試験を行った。

成分分析は乳脂肪分、鰤 形分、および全固形分について行い、それぞれ

レーゼゴットリーフ法、グルダ■|ル法、および 70℃ の減圧乾燥による恒量法にて

分析を行つた。

硬度の淑1定はレオメーターにて行った。プランジャ
ーは No.34を用い、

40mmin。 の進入速度で、2kgの 荷重がかかつた時の進入深度を硬度とした。

硬度測定はアイスクリームを冷凍庫より常温 (25℃ )へ 移動 し、 3分 間静置 して

から行つた。なお、静置時間は 1、3、5、7分 後に上記のレオメ
ーターの測定条件

で硬度を演1定し、最も測定範囲が広いと考えられる静置時間を選択 した。

オーバーランはあらかじめ重量を演1定したアイスクリームの適当量を水の入つた

メスシリンダーに素早く入れ、増えた体積量から計算することにより求めた。

3.実 験結果

表 1に アイスクリームの分析結果を示す。孝L脂肪分は 43～ 18.0%と非常に幅が

大きく各製品の特徴が現れていた。また平Lタンパク質は 3～ 7%、 全国形分は 31

～ 45%、オーバーランは 80～ 968%、硬度は 14～ 36 5n l mであった。
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1 7 . 0

1 7 . 4
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1 . 6
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2 . 5

1 . 4
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2 . 4
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Ｐ

Ｑ
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Ｓ
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ラクトアイス

1 4 . 8

1 5 . 7

1 6 . 1

6 . 1

4 . 3

4 : 7

5 . 2

6 . 7

2.5

4 : 6
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M ean± S.D.126± 36  4.6± 10  37.4± 41 37.7± 196 55± 79

A-0;バ ッチ式フリーザーによるアイスクリーム

P―T:連 続式フリーザーによるアイスクリ
ーム

各分析項目および、添加物 (安定剤 。平L化剤)の 有無と硬度における相関はいず

れも低く、アイスクリームの硬度は1つの要因には依存しないことが示唆された。

また、バッチ式フリーザーで製造したアイスクリ
ームと連続式フリーザーで製造し

たアイスクリームの硬度には明確な差は現れなかつた。

て全固形分が高くかつ、オーバーランの高いアイスク|

れた。原材料の中でブ ドウ糖、水飴、還元糖などを配合 しているアイスクリ
ームも

同様に柔らかい傾向がみられた。

逆に一部のメーカーではプランジャーの進入深度が 2.Onmに 満たないものもあ

り、実際に試食 しても硬いという印象があつた。これらはオ
ーバーラン、全固形分

が低い傾向があつた。
一般的にバッチ式フリーザ

ーを用いたアイスクリームのオー

バーランは 40%程度が限度 といわれてお り、オーバーラン性向上により改善でき

るものと推察された。

平成 10年 度計画

冷凍保存後のアイスクリ
ームの硬度は主にオニバーラン、全固形分のバランスお

よび、糖類の種類に左右されることがわかった。本年度はこれらの結果をふまえ、

バッチ式フリーザーにおけるオーバーラン性向上の検討、および糖類等を使用した

配合条件の検討を行い、冷凍保存後の物性改良を図る。

しかし、全体的な傾向とし

リームは柔らかい傾向がみら
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シロサケ未利用部位からの機能性天然調味料の開発 (H7-H9)

加工食品部水産食品科 大 田智樹

1.研究の目的と概要

水産物を原料とする調味料は東南アジア諸国で広く用いられ、日本国内において

も
“
しよつつる

"、
 “いしり

"な
どが一部の地域で製造されてきた。最近、魚醤油

をベースにしたタイやベ トナムのエスニック料理が世界的なブ
ームとなり、魚醤油

の需要が増大してきている。また、魚醤油に多く含まれる
ペプチ ドには高血圧抑市1

効果や抗酸化作用などの健康性機能が潜在すると考えられ、新たな付加価値化が期

待されている。

本研究では北海道の未利用水産資源であるシロサケ内臓組織を高度利用するため

に魚醤油製造を試み、その機能性を解析 して新たな付加価値を有する魚醤油を製造

することを目的とした。これまでの研究で魚醤油の熟成に関与する自己消化作用の

至適条件について検討 した結果、pH8、50℃でその活性が最も高まることを明らかに

した。また、添加する食塩濃度が高いほど自己消化活性が低下することや熟成過程

でのでのアミノ酸の変化について検討を加えてきた。さらに、健康性機能に関して

アンギオテンシンI変換酵素阻害活性(高血圧抑制作用)を指標として検討 したところ、

内臓だけの自己消化物が最も高い活性を示し、機能性ペプチ ドの存在が示唆された。

本年度はこれまでに得た知見を基にしてシロサケ内臓からの魚醤油の製品化を図

るために、魚臭さや味の改良等を検討 し、市販の魚醤油と品質比較を行つた。また、

機能性については新たに糖尿病予防に関わるα
―グルコシターゼ阻害活性について検

討 した。

2.試験研究の方法

三石町沿岸域で漁獲されたシロサケの内臓を氷冷下で搬入 し、
-80℃で凍結保存し

たものを用いた。室温で解凍した内臓組織を半解凍状態で肉挽き機に通 した後、直

ちに15%になるように食塩を加え、よく混合 した後、37℃でカロ温を開始 し、約lヶ月

間熟成 した。また、魚臭さの改善や呈味性の向上を図るために、食塩以外に米麹を

5,10%量 を加え、比較試験を行つた。試作した魚醤油について市販品との品質比較

を行つた。品質の比較はpH、T―N、遊離アミノ酸量および所内職員による官能評価に

より行つた。pH、T―Nは常法、遊離アミノ酸はPTC誘導体化アミノ酸法により分析 し

た。なお、今回の試験は実際に生産する場合の諸条件 (作業効率、コス ト等)を 考

慮し、これまでに得られた至適条件よりもやや自己消化活性の低い条件で製造を行

った。さらに、魚醤油中から新たな機能因子を発掘するために、糖尿病予防因子の

一つであるα―グリコシターゼ阻害活性を没1定した。 α
―グリコシターゼ阻害活性
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の測定は酵母由来のα一グリコシタ
ーゼを用い、P―ニ トロフエニル

ーα―グルコピラ

ニシドを基質としてマイクロプレ
ー トリーダーを用いる測定法により行つた。得ら

れた吸光度より阻害率を算出し、阻害能を調べた。

3.実験結果

今回の研究で試作したシロサケ内臓魚醤油の品質を従来から知られている、各種

魚醤油と品質の比較を行い、その製品価値を検討し、その結果を表に示した。塩分

は市販の魚醤油と比較して低く、pHはしゆつつると同様の値を示した。また、T―Nは

最も高い値を示し、遊離アミノ酸量はイカナゴ醤油に次いで高い値であつた。これ

らのことから、シロサケ内臓魚醤油は市販の魚醤油と比較して、低塩で濃厚なエキ

スであることが明らかである。さらに、官能的にも比較した試料の中では香り、呈

味は最も高い評価を示し、外観もイカナゴ醤油に次いで高い評価を示した。この様

にシロサケの内臓を原料とした魚醤油は簡便に短期間で製造が可能であり、従来の

市販製品と比較しても品質的に優れた製品であることが明らかとなつた。また、5%

および10%の米麹の添加によつてさらに風味や呈味性が向上し、特有の魚臭の改善が

達成され、くせの少ない調味素材としてその利用範囲が広まることが期待された。

これまでの研究でシロサケ魚醤油中にACE阻害ペプチ ドの存在を明らかにしてきたが、

今回新たな機能性発掘を目指し、糖尿病予防因子の
一つである、α―グリコシターゼ

阻害活性について検討を進めた。しかし、シロサケ魚醤油中には10mg/ml以下で阻害

活性を示す成分の存在は認められなかつた。

官能評価(順位)

塩分(%)pH T―N(%)遊離アミノ酸総量(mg/100mi)外観 香り 味

シロサケ内臓魚醤油

イカナゴ醤油

しょつつるA社

しょつつるB社

14.6     5.8    2.7

22.4    6.2    2.2

29,9    5,7    0.8

24.2   5.5   1.1

6,086.1

8,333.7

3 , 1 5 9 . 6

1,799.9

4.要  約

(1)シ ロサケの内臓を原料とした魚醤油は簡便で短期間での製造が可能で、従来

市販されている魚醤油と比較しても優れた品質を有することが明らかとなった。

(2)シ ロサケ内臓魚醤油の新たな機能性としてα
―グルコシターゼ阻害活性を検討

した結果、10mg/ml以下での阻害活性を示す成分の存在は認められなかった。
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水産物脂質を利用した機能性複合化食品の開発 (H7～ H9)

加工食品部水産食品科 佐 々木茂文

研究の目的と概要

水産物脂質には抗血栓作用や抗アレルキ
―゙作用など様々な生理機能を持つイコサヘ

°
ンタエ

ン酸 (EPA)やドコサヘキサエン酸 (DHA)が 含まれ、その機能を付与した食品の開発が盛

んに行われている。しかしながら水産物脂質は酸化の進行が動植物脂質と比較す

ると著しく速く、酸化進行に伴 う生理機能の消失やアけ
゛
ヒド類に起因する酸化臭

が生じ、食品に利用する上で脂質の酸化が大きな障害となつている。

原料特性が水産物と大きく異なり、また、多くの抗酸化成分が含まれる農畜産

物を複合化することによつて EPAや DHAの 持つ生理機能を付与できるととも、

これまで知られていなかった新たな抗酸化特性や食感などの物理的特性を得られ

ることが期待される。

本年度は牛平Lおよびヨ
ーク
゛
ルトに水産物脂質を添加 して、酸化的安定性および脂質

の酸化によつて生じるア″
゛
ヒド類のマスキンク

゛
効果について検討した。

試験研究の方法

1.水 産物脂質と牛乳およびヨ
ーク
゛
ルトの混合

市販の養殖アトランテックサ
ーモンの筋肉から遠心分離抽出した脂質に Tween 20と 0.12

1■M KCl,0.5mMリ ン酸緩衝液を加え、超音波発生装置を用いて 40%オイルエマルシションを

調製した。市販のスキムミルクおよびスキムミルクから調製したコ
ーク
゛
ルトに 40%オイ′IJlマ″ョンを最

終脂質含量 10%になるように加え、ホ
°
リトロンを用いて均

一化 した後、20ml容スクリュ
ー

キャップ付きハ
゛
イアルに 10ml入れ、20℃で保存 した。

2.脂 質酸化の測定

経時的にそれぞれの試料を採取して過酸化物量(PV)およびチオハ
゛
ルヒ
゛
ツール酸反応

物量(TBARS)を測定して試料に含まれる脂質の酸化進行を分析した。

3.揮 発性成分の分析

脂質の酸化反応の進行によつて生成されるアリげ ヒド類を含むヘッドスヘ
°―スがスをヘッ

ドスヘ
°―スがス導入装置付きがスクロマトク

゛
ラフィー(GLC)で分析 した。すなわち、10ml容 ハ

゛

イアルに 10日間 20℃ で保存したそれぞれの試料を lml入れ、密閉して 30分 間、45

℃でインキュヘ―゙卜した後、ハ
゛
イアル内のヘッドスヘ

°―スがスを GLCに 供 して、主要なアルデヒ

ドを分析 した。

また、牛乎Lおよびヨ
ーク
゛
ルトに最終濃度 0.lmMに なるようにア″

゛
ヒドを添加 して直

ちに密栓 し、1分間激 しく撹拌 して 30分間、45℃ でインキュベ
ー ト後、ハ

゛
イアル内

のヘッドスヘ
°―スがスを GLCで 分析 して、牛乳およびヨ

ーク
゛
ルトのア斤
゛
ヒド消去能を分析 し

た。

実験結果

100/0サケ油を添加した牛乳およびヨーク
゛
ルトを 20℃ で自動酸化させた時の PVお

2.

3.
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― 対熙区
一 牛乳
――ヨーク
'ル
ト

よび TBARSの 経時的変化を図 1, 2に 示す。PVは 試験開始直後から上昇 し、

7日 日でほぼ最高に達したが、ヨーク
゛
ルト

では 3日 目まではほとんど増加 しなか

ったが、 3日 日以降緩やかに増加 して

10日 目には 0.5になった。牛乎Lと混合

した物では試験開始後 10日間は PVの

増加は認められなかった。試験開始後

10日 目の対照区に対する抗酸化率は牛

平Lで957%、ヨーク
゛
ルトでは 768%で あった。

TBARSも PVと 同様な傾向を示 し、牛

乳と混合 した物ではほとんど増加が認

められなかった。また、牛乳と比較 し

てヨーク
゛
ルトでは試験開始 10日間で PVお よび TBARS共 に増加 したことから、牛平L

からヨーク
゛
ルトになる過程で平L酸菌によつて生成される乳酸などの生成物やグル化な

どの物理的な変化はむしろ酸化促進的に働くことが考えられ、牛乎Lやヨーク
゛
ルトの持

つ抗酸化効果は牛平Lに含まれる成分であることが明らかになった。

10日 間 20℃ で保存 した試料をヘッ    25

卜ズヘ
°―スバイアタに密閉して、試料から  .20

発生するア斤
゛
ヒド類を分析 した結果、   S

少なくても 15成 分が検出され、主   :15

要成分はフ
°
ロハ
°
ノール、ヘキサノールであった。   二

1。

一般に脂質酸化の過程でアルテ
゛
ヒドが   書 o5

生成され、水産物脂質の特徴的高度    0。

不飽和脂肪酸である EPAや D臥 の

酸化では特徴的にフ
°
ロハ
°
ノールが生成さ

れることが知られている。牛乳およ

びヨーク
゛
ルトのアルテ
゛
ヒド消去能を分析 した結果、牛乎Lおよびヨーク

゛
ルト共にフ
°
ロハ
°
ノールを消

去する能力は全く認められなかったが、不飽和アルテ
゛
ヒドであるヘキシナ‐ルではヨーク

゛
ルト

で 20%、牛孝Lで50%を消去することが明らかになつた。

牛幸Lを長期間腐敗することなく保存することは非常に困難であるが、ヨ
ーク
゛
ルトで

は通常 pHが 4前 後であり、平L酸菌で占められているため比較的保存が可能であ

る。これらのことから水産物脂質をヨーク
゛
ルトと混合することによつて脂質の酸化進

行を抑制して保存することが可能であることが明らかになつた。

4.要 約

養殖アトランテックサーモンから得たサケ油を牛幸Lおよびヨーク
゛
ルトに混合してサケ泊の酸化進行

を測定した。牛幸Lおよびヨーク
゛
ルトと混合することによってサケ油の酸化進行を著しく

抑制することが認められ、試験開始後 10日 日では牛乳で 95.7%、ヨーク
゛
ルトでは

768%酸 化進行を阻害した。また、牛平Lおよびヨーク
゛
ルトには飽和アルテ

゛
ヒドの消去能

は認められなかつたが、不飽和アノげ ヒドは牛乳で 500/0、ヨーク
゛
ルトで 20%消去 した。

宅

ε

〓

．＞
ι

型

ボ

督

0        2        4        6        8       10

時間 (日)

国1サケ油乳化物の過酸化物量の責化
( 2 0℃)

0          2          4          6          8          10

時口 ( 日)

国2サ ケ油乳化物のT B A R S量

の責化( 2 0℃)

― 対日区
一 牛乳
―-1-ク・ルト
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水産食品の酸化的劣化の抑制技術に関する試験研究 (H7～ H9)

加工食品部水産食品科

佐々木茂文、太田智樹

研究の目的と概要

食品中の油の酸化は品質低下の大きな原因の
一つであり、特にEPAや DHA

に代表されるような水産物の油は酸化の進行が著しく速く、効果的な酸化防
止技

術の確立が切望されている。これまでシロサケ精巣から抽出した水溶性成分に強

い抗酸化活性が存在すること、そしてこの水溶性成分には分析 したス
ペルミンや

プ トレシンなど以外にアミノ酸あるいはジペプチ ドが活性に大きく影響している

ことを明らかにした。本年度はシロサケ精巣の水溶性抗酸化成分を
ニシン筋肉と

タラの卵巣に添加した時の効果について検討した。

試験研究の方法

1.シ ロサケ精巣の水溶性低分子量画分の調製

水溶性低分子量画分の調製は昨年と同様な方法で調整した。すなわち、凍結保

存 していたサケ精巣 50gに 50mMリ ン酸緩衝液 (pH7.0)Bあるいは水を 3倍 容加

えてホモジジナイズ (8,500rpm、3mω した。その後、遠心分離 (10,000g、15mm)

を行い得 られた上層を限外濾過 し、溶出してきたろ液を水溶性低分子量画分

(LNIWF)と した。

2.ニ シン筋肉中でのLMWFの 抗酸化効果

冷凍保存したニシン (ブリス トル産)か ら筋肉を採取し、ロボク
ープによつ

てミンチ化 した筋肉 (脂質 11.5%、水分 69.9%)50gに LNIWF20ml、蒸留水 20ml

を加えたものをLMWF添 加区、蒸留水 40mlのみを加えたものを対照区として調

製した。LMWF添 加区および対照区それぞれ 9mlに 酸化促進剤 (AAPHあ るい

は Fc‐Asc)を 添加 して経時的に反応混合液の TBARS値 を測定して LNIWFの 抗

酸化効果を求めた。

3.ス ケソウ卵に対するLNIWFの 抗酸化効果

スケソウ生卵 (脂質 H.5%、 水分 676%)50gに LNIWF15ml、蒸留水 35mlを

加えたポリトロンを用いて均
一
化したものをLMWT添 加区、蒸留水 50mlのみを

加えたものを対照区とし、それぞれニシン筋肉と同じ方法で TBARS値 を測定し

て抗酸化効果を求めた。

実験結果

1.ニ シン筋肉中でのLNIWFの 抗酸化効果

ニシン筋肉にLMWFを 添加 して、Fe‐ascお よび AAPHで 酸化を促進 したと

きの TBARS値 の変化を図 1お よび 2に 示 した。Fe‐ascで酸化を促進したもので

は反応開始から30分 までは大きな差が認められなかったが、30分 後から対照区

では急速に TBARS値 が増加 し、 2時 間では 2.6に達した。
一方、LMWF添 加

区では対照区と比較して緩やかに増加して 5時 間では 1.6であつた。AAPHで 酸

化を促進したものでは 30分 後から差が認められ、反応開始 2時 間後では対照区

2.

3.
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図1 ニシン筋肉中でのLMWFの

抗酸化活性(Fe―asc)

照区と LNIWF添 加区に明らかな差は

認められなかったことから、LNIWF

の抗酸化活性は魚卵脂質の酸化には

効果を示さないことが示唆された。

スケソウ卵に含まれる脂質は中性脂

質である トリアシルグリセロールで

構成されているニシン筋肉の脂質と

は異なり、大部分がリン脂質で占め

られている。このことからトリアシ

ルグリセロールとリン脂質の酸化反

応機構が異なることが推測され、 L

MWFの 抗酸化効果を期待 して使用

する場合、水産物の脂質組成が重要

な要素なることが考えられた。

LMWF添 加区では 0.6で大きな差が認められた。

Fe‐ascおよび AAPHで 酸化を促進した時の

酸化の阻害率はそれぞれ、619%お よび 42.6%

であった。このことからシロサケ精巣の水

溶性 LMWFは ニシン筋肉に含まれる金属イ

オンのキレー ト作用 とラジカル消去作用を

持ち、脂質の酸化反応を阻害することが明

らかになった。

2.ス ケソウ卵に対する LMWFの 抗酸化効

果

スケソウ卵に LNIIWFを 添加 して、Fc―asc

および AAPHで 酸化を促進 して TBARS値

の変化を見るとニシン筋肉 とは異な り、対

（
望

＜
ｍ
じ

撻

ポ

鬱

1 . 2

1

0 8
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0 . 2

0

D      1 0     2 0     3
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図2 ニシン筋肉中でのLMW

抗酸化活性(AAPH)

0

Fの

4.要 約

シロサケ精巣の水溶性低分子量成分 (NIW≦ 10,000)をニシン筋肉およびス

ケソウ卵に添加 し、鉄―アスコルビン酸あるいは AAPHで 酸化を促進して、水溶

性成分の抗酸化活性を測定した。ニシン筋肉では抗酸化活性が認められ、反応開

始 2時 間後では酸化阻害率が対照に対して鉄―アスコルビン酸では 619%、 AAPH

では 426%で あった。
一方、スケソウ卵では水溶性成分の持つ抗酸化活性は認め

られず、試料に含まれる脂質の組成が抗酸化効果に大きな影響を与えることが明

らかになった。このことからシロサケ精巣の水溶性低分子量成分はトリアシルク
゛
リセロール

が主要成分である水産物製品の酸化抑制に有効であることが期待された。

(共同研究 :マサチューセッツ大学 EHc A Decker)

― 対照区
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道産味噌の色調に関する試験研究        (H7～ H9)

発酵食品部調味食品科 山 木携 奥 村幸広 本 堂正明

研究の目的と概要

北海道で好まれている味噌は主に淡色系の辛日米味噌で、特に味噌の色調に対して

は、照 りや冴えがありくすみの少ない色調の良い味噌を好む傾向が強い。 しかしなが

ら、味噌の色調には種々の要因がそれぞれ複雑に関与しているため、研究が十分にな

されているとはいえない状況である。

味噌の製造に利用されている有用微生物として乳酸菌があり、塩剛1れや未熟臭除去

に効果のあることが知られている。この乳酸菌に味噌の着色抑制作用を持つといわれ

ている菌株があるが、道内ではまだあまり利用されていない。

過去 2年 間において、この菌株の着色抑制能に関しての検討を行つて来た。本年度

はその結果を踏まえて、味噌の熟成度と着色抑制能との関連性について検討 した。

試験研究の方法

試験に用いた菌株は、■ιrag"οοοοο″s力∂わ″″a P3901(P3株)乳 酸菌株を用い、

培地には味噌エキス培地 (ME培 地)を 調製して使用した。

ME培 地の調製は製造直後及び製造 1週 間後、 1か 月後、 2か 月後の味噌を前年度

と同様の方法で食塩濃度12%になるように調製 した。

乳酸菌を接種後30℃で静置培養 し、経日的にサンプリングを行い、前年度と同様の

方法で、生育量 (△A660)、着色度 (△A550)、pH、予L酸生成量、酸化還元電位 (rH)を測

定 した。

実験結果

製造時及び熟成中の味噌の各種成分の消長は表 1の通りである。熱成温度25℃で低

めに設定したため熟成の進みは若千遅かつた。

熟成段階の異なる味噌エキス培地によるP3株 の生育量を図 1に 、乳酸生成量を図

2に 示 した。生育量が最も大きかったのは製造 1週 間後の味噌で、麹による分解によ

って菌の栄養成分が急増するためと考えられる。また、乳酸生成量は熟成の進んだ味

噌エキス培地の生成量が高い結果となつた。熟成の進行に伴 う味噌の成分変化によつ

て、菌の平L酸生成能も高まることが予想される。

pHは 各培地とも生育量の増大、乳酸量の増加に伴つて低下し、その度合
いは若千

の差はあるもののおよそ同程度であつた (図省略)。

図 3は 着色度の変化について示したものである。着色抑制は熟成の進んだ味噌ほど

大きく、乳酸生成量と同じ傾向を示した。これは、味噌が熟成するほど着色が進むた

め、結果的に着色抑制効果が大きくなるものと思われた。

さらに、着色抑制能の要因と考えられる還元力に関して、酸化還元電位を測定 した

結果を図 4に 示 した。rHの変化はほぼ着色度と同じ傾向を示 し、還元力が着色抑制能

の要因と考えられるような結果となつた。
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表1 製 造時及び熟成中の味噌の各種成分の消長

製造直後 製造1週間後 製造 1か月後 製造2か 月後

pH

酸度 I

酸度Ⅱ

窒素溶解率(%)

窒素分解率(%)

直糖(%)

5 . 6

2 . 9

3 . 8

29.2

4 . 0

8 . 6

5 . 3

5 . 4

7 . 9

44.6

1 1 . 8

1 4 . 1

5 . 2

7 . 4

9 . 9

52.7

1 7 . 6

1 6 . 6

5。1

9 . 9

1 1 . 1

6 1 . 1

24.6

1 2 . 5

◆製造直後
口1週間後

▲1か月後

02か 月後
∞

００

∞

∞

０

４

　

　

　

　

３

　

　

　

　

２

　
　

　

　

１

（モ
ｏ
９
ヽ
Ｅ
）嘱
悩
胡
選
ぷ

劇
紅
期

0.05

培養日数(日)

図1生 育量の経日変化

培養日数(日)

図3着 色度の経日変化

10

培養日数(日)

図2乳 酸生成量の経日変化

０

　

　

　

５００

側
口
粍

I:20

-0.1

5
培養日数(日)

図4 rHの経日変化

要約

道産味噌の色調改善を目的として、着色抑制作用を有する手L酸菌株を用いて、その

効果について検討 した。結果として、十分な着色抑制効果が認められ、その要因とし

て、還元力による酸化還元電位の低下が考えられた。一方で、乳酸菌の生育に伴つて

生成される乳酸量が多いことや pHの 低下が大きいことなど、その利用に関しては今

後なお仕込み試験などの検討が必要であると思われた。
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1.

道産ゆり根を用いた発酵調味液の開発      (H9～ HH)

｀
発酵食品部調味食品科 本 堂正明 奥 村幸広 山 木携

研究の目的と概要

北海道はゆり根生産量の約 9割 を占めている。道内での主要生産地は,真狩村や芦

別市などである.H月 下旬に収穫後,規格に応じて選別され,生食用として,関西方面

に,大部分出荷されている。しかしながら,褐変や着色したもの,形がわるく,崩れて,サイ

ズが小さいものなど,規格外や低品質のゆり根は生食用に不適である.また,生食用の場

合,価格はよいものの,流通期間に制約があり,安定して供給はできない。このようなこと

から,通年販売でき,保存性がよく,付加価値の高い加工用途の開発が求められている。

残念ながら,地場ではアイスクリ
ームや甘露煮などの原料として

一部使用されているに過

ぎず,加工化は十分ではない。従つて,製品化が容易なゆり根加工品が新しく開発できれ

ば,ゆり根の需要拡大と安定供給につながる.本研究では,規格外や低品質の道産ゆり

根を原料に用い,保存性や機能性に優れている味酪様調味液の開発を行つた。

試験研究の方法

味琳の調製法:蒸ゆり根 400g,清酒用米麹 80gと甲類焼酎(アルコ
ール分 35%)200g

を混合して仕込み,30℃ で 60日 間熟成させた。その間,熟成 30日 後に 200gカロ水し

た。また熟成中,もろみを1週間おきに撹拌した。熟成終了後,もろみをさらしで絞り,絞り

汁を遠心分離(8000rpm,20分間)して得られた清澄液をゆり根調味液とした。同様に,対

照試料として蒸モチ米と蒸梗米からも調製した。

でんぶん老化防止剤と酵素剤 (アミラ
ーゼ)粉末の添加 :老化防止剤 (フラクトオリゴ糖,ト

レハロース,無 水マル ト
ース,ソルビト

ールとショ糖脂肪 酸エステル )と酵素剤

(Novalnyl1500MGlg+Veron Super FD l」の粉末を,所定量仕込み時に添力日した。

分析方法 :調味液の収率は,仕込み原料に対する清澄液の重量%で 示した。仕込み原

料の水分,全窒素とでんぷん及び調味液の全窒素,糖質成分,エタノ
ール.pH及 びbri

xを常法により測定した。

実験結果

調味液の収率 ;蒸ゆり根でんぶんの老化防止と酵素分解促進により,調味液の収率向上

をはかった(表 1).対照試料のモチ米はでんぷんが 100%ア ミロペクチンであるために老

化しづらい.従つて,未添加でも麹由来の酵素分解で十分溶解し,モチ米調味液の収率

は 63.2%を 示した。
一方,ゆり根でんぶんは通常のでんぶんと同様,アミロ

ースを含むた

め,老化し酵素分解しづらい。そのため原料の溶けが悪く,未添加の場合にはゆり根調味

液の収率は,57.9%と 低かつた。なおさらに,老化防止剤の添加でも,54.0～ 60.5%と

比較的低く,収率を向上させる効果はあまり期待できなかつた。
一方,酵 素剤の添加で

は,若千効果があり,64.8%を 示した。

調味液の主要成分,全窒素と糖の回収率:ゆり根調味液のグルコ
ース含量はモチ米調味

液の約 1ノ2であつた.蒸ゆり根の水分含量が多かったこと(表2),熟成中加水したために,

2.

3.
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4 .

更に低糖分,低アルコール分の味酪様調味液となった(表3).酵素剤添加したゅり根調味

液の全窒素と糖の回収率は,未 添加のモチ米調味液よりも若干向上し,それぞれ 320

%,39.6%を 示し(表4),酵素剤添加の効果があつた.

平成 10年度計画

酵素剤(アミラーゼとプロテアーゼ)の種類,添カロ量と組合せ等を検討する.

表1調 味液の収率,pHとb五xに及ぼす老化防止剤と酵素剤添加の影響

②蒸ウルチ米
③″
①″
⑤〃
⑥〃
⑦蒸ゆり根
③〃
⑨″
⑩″
①〃
⑫〃
⑩〃
⑭〃
⑮〃
⑩〃
⑭〃

対照
80gフラクトオリゴ糖
80gトレハロース
127g無水マルトース
80gソルビトール

対照
40gフラクトオリゴ糖
80gフラクトオリゴ糖
40gトレハロース
80gトレハロース
40g無水マルトース
80g無水マルトース
40gソルビトール
80gソルビトール
4gシ ョ糖脂肪酸エステル
8gシ ョ糖脂肪酸エステル

63.2

21.0

21 0

15.3

209

208

57.9

60.5

56.3

54.6

540

56.8

554

56.9

57.5

59,9

57.9

64.8

5 . 7

5 8

5 8

5 7

5 . 8

5 7

5 7

5 , 7

5 . 7

5 . 7

5 7

5 . 7

5 . 7

5 . 7

5 . 7

5 . 7

5 . 6

brix

3 6 . 1

3 2 . 0

3 3 . 2

3 5 . 1

3 6 0

3 6 7

2 5 . 4

2 7 5

3 0 . 5

2 7 . 6

3 0 . 0

2 8 . 0

3 0 7

2 8 2

3 0 . 9

2 5 . 3

2 5 . 4

2 5 . 5⑩ ″_            NOVAMYLlg+FDlg

蒸モ

蒸ウルチ米
蒸ユリ根
乾燥米麹
甲類焼酎σルコ

ール分35% )

N OVAMYL15∞ MG
VERON FD SUPER

表2仕 込み原料と酵素剤の主要成分

4 0 . 1

3 3 . 7

6 8 . 8

1 2 . 0

0 8 1

0 . 8 1

0 . 4 7

0 . 8 1

1 6 6

1 6 2

54.8

58.0

186

81 5

表3調 味液の主要成分

②蒸ウルチ米          〃
⑦蒸ゆり根            〃
①蒸ゆり根       NOVAMYLlg+FDlg

0.20

0.17

0.18

1 . 7

0 7

0 . 8

5 7

5 4

5 9

表4調 味液の全窒素,糖とエタノールの回収率

ルチ米
2 7 . 9

8 . 3

27.8

32.0

53.5

1 7 4

462

551

⑦蒸ゆり根
NOVAMYLlgttFDl
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近赤外を利用した調味料の非破壊分析に関する試験研究        (H9-10)

発酵食品部調味食品科 奥 村幸広 山 木携 本 堂正明

1研 究の目的と概要

近赤外法に代表される非破壊分析法は、迅速、大量の化学薬品が不要、熟練した技術を

要しないなど、これまでの分析法にはない特徴を有している。これまでわれわれは、醤油

の全窒素、固形分、食塩の同時多成分分析について、近赤外法を使って精度のよい分析が

可能であることを明らかにした。

近赤外法では、得られたスパクトルに対して統計処理を行い、成分値を算出するため
の

数式を作成する。この数式を 「検量線」と呼ぶ。近赤外法による分析の精度とは、
この検

量線の予測精度を示している。また、精度のよい検量線を作成するためには、従来法によ
つ

て精度よく分析された試料が大量に必要である、といわれている。そこで、統計処理に使

用する試料数、および試料の選抜方法と検量線の精度の関係について検討を行つた。

2.試験研究の方法

試料として醤油234′点を北海道味噌醤油技術会より提供していただいた。分析項目は全窒

素とし、分析値はJAS検査所での分析値を使用した。234′点の試料のうち、検量線作成用の

グループとして126点を使用し、残りの試料を検量線評価用のグル
ープとした。

近赤外分光光度計はNIR Systcms 6500型を使用し、試料温度25℃、光路長lnlmのキュ
ベッ

トセルによる透過演1定を行つた。検量線作成
・評価用ソフトウエアはNSAS Ver3 20 cNIR

Syttcms)を使用、重回帰分析によつて検量線を作成した。検量線は、平成8年度の方法
(Dに

準じ、波長を
一部マニュアルで選択して約50種の検量線を作成 し、この中からもつともSEP

(予濃1標準誤差)の小さいものを予測精度の高い検量線とした。

3.実験結果

○検量線作成用試料数n、評価用試料数mと 検量線の精度

平成8年度(Dでは、n=58で検量線を作成した(#1)。今回はn-126で検量線を作成し(#2)、試

料数nと検量線の精度の関係を検討した。評価用試料数m=68で 検量線の評価を行い、SEPに

ついてF検定を行つた結果、#1と#2との間に有意差(有意水準5%)が 見られた(表1)。両者の

SECと SEPを比べると、SECヤ群 1のほうが小さいが、SEPでは逆に抱のほうが小さい。すなわ

ち、SECが小さければSEPも小さくなるとは限らないことが示され、SECの みで検量線の精

度を評価することが適当でないことが示唆された。

また、m=68の 場合にはSEPに大きな差が見られたのに対し、平成8年慶
りと同様にm=18で

検量線の評価を行ったところ、SEP、BIASと も有意差は認められなかつた。これは、mが 小

さいと偶然SEPが小さくなる場合があることを示しており、nだけでなくmも できるだけ大

きくとることの重要性が示唆された。

○検量線作成用試料の選抜方法の検討

n=126より73点を選抜して検量線を作成した。選抜方法は、分析値が
一様分布となる方法

(図1、#3)と、無作為法(図2、紹)の2通りとした。検量線評価試料としてm=68を
一様分布
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となるように選抜し、#3と料の評価に使用した。その結果、#3と料のSEP、BIASに は有意差

は見られなかった。重回帰分析には、検量線作成用試料の平均値の周りでもつとも誤差が

小さくなるという特徴がある。そのため分析値の分散が大きくなるように試料を選択する

必要があると言われており②、
一様分布となるようサンプル選抜する手法がよく用いられ

る。ヽ 今回はこの効果が認められなかったが、これは全窒素分析値の平均値と最頻値が離

れて分布しており、標本自体の分散が十分に大きかつたためと考えられる。また、#2と#3、

#2と料との比較を行つたところ、SEPには有意差はなく、#2とれのBIASに有意差が見られ

た。以上より、SEP、BIASと もに良好な検量線を作成するには、試料数を大きくする (#2)

か、分析値を
一様分布にする(#3)ことが効果的であつた。

表1.検 量線作成用試料数n、評価用試料数mと検量線の精度

検量線 n Ll    L2   L3   L4

m=68       m=18

SEP   B:AS    SEP  B:AS

#1   58     2204 1244 1814 1462

#2   126    1412 2232 1800 1848

0.9730  0.0270

0.9580  0.0339

00807 -00404  0.0337 -0.0113

0.0289 -0.0019  0.0330 -0.0183

検量線秤価用試料は、作成用試料とは別のものを用意した

RI検 量線の重相関係数 、 SEC i検 量線の標準誤差 、 SEP:予 測標準誤差 BIAS i残 差の平均値

全壼素 分析値(%)

図2.検 量線作成用試料の選抜 2

(n=126から73を選抜、無作為)

全菫素 分析値(%)

図1.検 量線作成用試料の選抜 1

(n=126から73を選抜、
一様分布)

表2.検 量線作成用試料数の選抜方法と検量線の精度

145   15   155

検量線 n Ll SEPL3 選抜方法

#3   73

#4   73

#2   126

1412 2234

1410 2236

1412 2232

1856     0.9661

1858     0.9671

1848     0.9580

２

４

　

０

９

９

　

０

７

７

　

８

0,0344  0.0314 -0.0018

0.0308  00324 -0.0031

0.0339  0.0305 -0.0001

一様分布

無作為

全試料

検量線評価用試料は、作成用試料とは別に用意し、一様分布を示す68点 を選抜した

4.平成10年度計画

選択波長の帰属に関する検討

参考文献

(1)北海道立食品加工研究センタ
ー平成8年度事業報告

(2)第12回非破壊計測シンポジウム要旨集別冊(1996)

(3)第13回非破壊計淑1シンポジウム要旨集別歌 1997)
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発酵食品用有用乳酸菌の育種 と乾燥化に関する研究 (H9～
HH)

発酵食品部発酵食品科 田 村吉史 柿 本雅史 濱 岡直裕 浅 野行蔵

1.研 究の目的と概要

乳酸菌を利用 した発酵食品には、ヨ
ーグル ト、チーズ、発酵乳、漬け物、味噌、

醤油、生もと清酒などたくさんの製品があり、日本の食卓をにぎわ
せている。これ

ら乳酸菌が働いて作られる発酵食品を高品質に安定して製造するためには、乳酸菌

を添加し、スタ
ーターとして働かすことが有効である。これまでに我々は、流動層

乾燥法による乾燥乳酸菌スタ
ーターの製造方法を研究開発し、高い生菌数を持つ乾

燥乳酸菌スタータ
ーを作る技術を得た。本年度は味噌用乳酸菌スタ

ーターについて、

基材の影響、復水性及び味噌ペ
ース ト中での培養について検討を行った。

試験研究の方法

供試菌は、信州味噌研究所より分譲された TengcnOcOccus halptta P3を用
いた。

本菌を KA培 地により培養を行い、これまでの方法と同じように流動層乾燥を行
っ

た つ。用いた基材はスキムミルクに加え、でんぷん、上新粉、きなこ、脱脂大豆及

び丸大豆である。でんぷん、上新粉及びきなこは顆粒状に造粒 して使用 した。脱脂

大豆及び丸大豆は味の素帥製を用いた。乾燥後の生菌数、保存性及び味噌
ペース トυ

による復水性及び増殖を測定した。菌数の測定は GAM寒 天培地を用いた。さらに

aヽCl濃度 0.85、10、20%の滅菌水により高塩分が復水に与える影響を検討 した。

実験結果

味噌に添加する場合、現状の味噌原料を基材として用いることがよいと考えられ

る。そこで、各種大豆製品と米及びでんぷんを基材に用いた。これまでの研究によ

リスキムミルクが最も良い結果を出しているが、各種基材による乾燥後の生菌数は、

図 1に 示したように
一応に高い生菌数値を維持しており、どの基材を用いても実用

上問題はないと考えられる。保存性もこれまで通り高い値を示した。図 2に 示 した

ように味噌ペース ト中で復水すると生菌数は低下しており、高食塩濃度中では復水

しずらいことが考えられた。そこで、10、20%の NaCl濃 度により高食塩水による

復水を行った (図 3)。 スキムミルク、きなこ共に 20%よ りも 10%が低い値となり

NaCl濃 度が高いことが原因で復水性が低下 しているとは言い切れないことが示さ

れた。

平成 10年 度計画

味噌用乳酸菌の味噌中での挙動の把握。

味噌中における復水及び増殖を向上させる培養条件の検討

清酒用乳酸菌の復水性と酒母中での挙動の把握

●
０

4.
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清酒用乾燥酵母の実用化研究

(H9～ Hll)

発酵食品部 発 酵食品科 浅 野行蔵、濱岡裕直、柿本雅史、田村吉史

企画調整部 企 画課企画情報係 富 永
一哉

1 研究の目的と概要

すでに我々は、日本醸造協会 701号酵母を乾燥化した菌体が、酒造用酵母とし

て実用性があることを示した。商品名を 「北海道乾燥きょうかい 701号酵母」と

名付け、北海道内で販売実績を積み重ね、平成 9年 から全国販売も始めた。

一方、協会 9号酵母 (肋θθ力αЮη θ̀Sθ徽効Sブαa)は 、熊本県酒造研究所が、酒蔵

から分離し、1953年頃に日本醸造協会が認定した酵母である。低温でもよく発酵

し、上品でかるい上立ち香を特徴としており、吟醸酒をはじめ高級酒に多く用
いら

れている。毎年開かれる全国品評会へ出品される各蔵選りすぐりの吟醸酒は、ほと

んどが協会 9号酵母もしくはこれを親株とした酵母である。協会 901号酵母は、

協会 9号 を親株として泡なしの自然変異株として分離された株である。泡なし酵

母は、発酵の際にタンクの上部に盛り上がる泡がない。このため、通常はタンク容

量の7割位しかモロミを仕込めないが、泡なし株を使用するとタンク容量いつぱ

いに仕込むことができるので、タンクを有効に使用でき、コス ト低減につながる。

さらに、泡消し機が不要なほか、泡によるタンク内面の汚れが少なく洗浄の手間も

減少するので、これらの点からもコス ト低減につながる。

本年の研究目標は、協会 901号酵母の実用性を示し、商品化を行 うことである。

試験研究の方法

<酵 母の培養と乾燥> 培 養は好気的に行つた。斜面培地から糖蜜を主成分とした液体

培地に移植、フラスコ培養から数段のジャ
ー培養を経て 120KLタ ンクで本培養を

行つた。本培養では、糖蜜を連続的に供給して、酵母のアルコ
ール生成を少なくさ

せ、かつ菌体量を増加させた。培養後半では、培養温度を30℃ から35℃ に上昇

させるとともに、糖源の供給量も変化させ乾燥耐性の向上を図つた。培養の終了し

た酵母は、遠心分離器で集菌するとともに水で洗浄した。乾燥は、集菌した酵母を

圧縮脱水によつて水分を700/0以下に減少させ、次に低温温風乾燥と造粒を行い、

水分含量 10%以下に乾燥した。

3。 実 験結果

<乾 燥酵母の品質 > 乾 燥酵母の生菌率は、日標にしている 75%を 越えて、lgあた り

約 800億個の生きた酵母が含まれていた。 βアラニン培地での生育も協会 901号 の

う
４
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4。

特徴を表していた。比較のため協会 701号の結果も示した。火落ち菌は検出されず、

優良な乾燥酵母であることがわかつた。さらに、乾燥酵母の際には存在していた酵

母以外の細菌は、モロミが発酵して、アルコ
ールが生成されるとともに死滅した。

「北海道 ・乾燥きようかい 901号酵母」の現場試験> 乾 燥酵母の商品化に当たって

は、実際の酒造現場での実績が重要である。北海道酒造研究会のメンバ
ーの蔵で現

場試験を多数のバッチで実施した。清酒メ
ーカの要望によれば、乾燥酵母の満足す

べき醸造特性は、 「発酵の後半でも良く切れる」、 「後半でもアミノ酸度が低い」、

「有機酸生成が少ない」ことである。これらの点に注目して比較した。いずれのバ

ッチにおいても発酵は順調で、切れも良く、すがすがしい香 りの清酒を得、十分実

用性があることを実証した (図)。

販売されている乾燥酵母

要約および平成 10年度計画

協会 901号酵母を乾燥酵母として製造し、その実用性を試験した。この酵母は、

香 りが、すつきりと高貴なゆえに吟醸酒など高級酒の醸造に用いられる。現場試験

で実用性を証明できた。乾燥酵母の品揃えの
一つとして協会 901号乾燥酵母を開

発することは、すでに販売している協会 701号 とあわせると高いシェアを占める

ことになり、酒造分野で重量な位置を占めることとなろう。

乾燥きょうかい901号 発酵経過
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ア トピー症向け食品の開発に関する研究

(H9～ HH)

発酵食品部 発 酵食品科 浅 野行蔵、濱岡裕直、柿本雅史、田村吉史

研究の目的と概要

食物アレルギーや花粉症が社会的な問題となっている。痒みのともなう肌荒れや

喘′自、など、不愉快な症状に悩む人が多くなつていると言う調査もある。ア トピ
ーや

食物アレルギーというと、従来は、小児がかかる病気で、成長するとともに消失し

て行くことが多かった。しかし近年、成人になっても症状が改善されない患者が多

くなったとも言われている。

これらの症状を引き起こす原因となるのは免疫システムであるが、これは、そも

そも自己防衛システムである。外部から入つてきた細菌やウイルスなどを認識して

撃退するシステムである。食物は、日から腸へ入り吸収される。栄養とともにアレ

ルゲン (しばしば栄養物質そのものがアレルゲンである場合が多い)も 吸収され腸

管内へ進入する。アレルグンは抗原提示細胞に取り込まれる。次に、この細胞の表

面に接近した T細 胞に抗原提示が行われ、T細 胞が活性化する。この刺激はB細

胞に伝えら、そのアレルゲンに特異的な免疫グロブリンE(IgE)が生産される。

IgEは、マス ト細胞表面に結合して、アンテナの役害Jをはたす。そのアレルゲン

がやってきた際には、アレルゲンを認識してマス ト細胞を脱顆粒させ、アレルギ
ー

の症状を引き起こす。

このシステムは、外界からの異物から身を守るためのシステムであるが、何らか

の異常を起こし、ありふれた食物や環境物質に過乗1に反応 している。食生活の変化

がその原因一つ、あるいは促進要因であるという意見もある。

本年は、食物アレルギーの現状把握を行 うためにアレルゲン特異的 IgEの量と、

皮膚反応から見たアレルギーレスポンスの関係を調査した。

試験研究の方法

食物アレルギーの認定方法として用いられるものに特定の食物にのみ反応する特

異的 IgEの濃度がある。血液中にこの量が多いと過敏となリアレルギ
ーを起こし

やすいと判定される。血液中の特異的 IgE濃度をRAST法 によって定量した。

アトピー性皮膚炎の認定方法として用いられ′るものにパッチテス トや皮下注射に

よる皮膚反応の識別がある。ボランティアを用いて食品や環境成分に関する感受性

を調べた。アレルゲン抽出物として、食品の 5大 アレルグン (牛乳、卵、大豆、

米、小麦)を はじめピーナッツやソバおよび花粉類の抽出物を鳥居薬品の試薬を用

―-41-一



いて定量的に調べた。なお、本検査には、小児科医の協力を得た。

実験結果

試験方法によつて結果が異なった。特に食品関係では、RAST法 では、ほとんど

アレルゲンとして認識 しないが、皮下試験では反応 しているものがある (図)。 こ

れは、血液中の IgEの濃度だけでは、判定が難しい場合 もあることを物語つている。

血液中と皮膚細胞直接の反応では、後者はマス ト細胞の反応を見ている。腸管での

直接の反応を調べらることは困難なので、何かをマ
ーカーとせ ざるを得ない。

また、このデータから、本人も気づいていないアレルギ
ーが隠れていることがわ

かった。激症に反応 しないアレルゲンでは、知 らずに接種 して何 らかの良くない反

応が体内で起こつていることがありそ うである。

抗原性試験

照
即
Ｏ
眠
ポ

大豆

ミルク

小麦

米

ピーナッツ

ソバ

ブタクサ

ネコ

ハウスダスト

シラカンバ

スギ

2 3 4 5 6 7

クラス (判定)

要約および平成 10年度計画

食物アレルギ
ーの原因食物 として、5大 アレルゲンが有名であるが、栄養上は

必要な食物ばかりである。近年、経口寛容の仕組みについても研究が進みつつあり、

腸管での免疫システムの不思議な動きが少 しずつ解明されてお り、この観点からの

研究を進める予定である。なお、本年は、道庁で新設 され′た国内研究者招へい制度

を利用 して、食物アレルギ
ーに詳 しい、上野川修

一教授 (東大)を お呼びでき、実

験を進めることが出来た。
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食品製造工場における衛生管理技術に関する研究

―モヤシ製造工程への強酸性電解水の利用―

(H9～Hll)

発酵食品科  柿 本雅史 田 村吉史 濱 岡直裕 浅 野行蔵

1.研 究の目的と概要

モヤシは 25～30℃、湿度 80-90%の環境下で 1日 に 4～5回 散水を行い約 1週 間で生産

される。高温多湿の環境はモヤシの生育ばかりではなく、微生物の増殖にも適 してい

る。モヤシの細菌数の低減は、鮮度保持に役立つので、生産者はなお一層の菌数低下

が求められている。

強酸性電解水は 01°/。食塩水を電気分解 したもので、pH2 7以 下、有効塩素濃度が

30-60ppmで ある。次亜塩素酸ナトリウム溶液と比べ 1/10以下の有効塩素濃度で同等の殺

菌効果があり、そのまますぐ使え毒性も低い。作り方は低濃度の食塩水を隔膜を介し

て電気分解することにより、陽極狽1に強酸性電解水 (以下強酸性水)を陰極狽1に強アルカリ電解水

(以秘アルカリ水)を生成する。強酸性水は食品材料の殺菌に使用する場合、種 の々要件により

食衛法上そのまま認可されるかは微妙である。現在は食品殺菌への認可に期待をかけ

広く研究が進められ、試験管内での微生物に対する殺菌能力は明確になってきたが、個

々の食品材料や使用方法別の効果の有無については十分な研究は行われていない。

本研究では、モヤシの製造工程のうち、A:豆の浸漬、B:生育時の散水、C:生育後の洗

浄に強酸性水を作用さた時の殺菌効果について検討 した。

2.試 験研究の方法

原料は実際に工場で使用 している中国産緑豆を使用 した。強酸性水は、アマバ株)製

FW‐200型を用いて生成した。

A:浸漬試験

緑豆 30gを 300mlの強酸性水に 30℃で 6時 間浸漬した。比較として、100ppmの次

亜塩素酸ナトリウム溶液 (以税耕)、水道水に浸漬した。

B:生育時の散水試験

緑豆 30gを 300mlの強酸性水に 30℃で 6時 間浸漬 した。lLホ
°
リヒ―゙カーの底面に小穴

を多数開け排水を容易に した生育容器を作成 し、浸漬 した緑豆を入れ 25℃湿度

80-90%の条件下で 7日 間生育させた。散水は 1回 500mlの強酸性水を 1日 に 5回 行

った。対照区は水道水とした。経時的に
一般生菌数、モヤシの重量・茎長を測定した。

走査型電子顕微鏡にてモヤシに付着する細菌の状態も観察した。

Ciモヤシの洗浄試験

市販のモヤシ 20gを 200mlの強酸`性水で 1分 毎に 1回撹拌 し、10分間浸漬洗浄し

た。洗浄液が残存しないよう水洗後、
一般生菌数を測定した。比較区として水道水、

強アルカリ水、pH5に 調整した強酸性水、400ppm塩素水、市販野菜洗浄剤 (アシ
゛
ヒ
°
ン酸、ク
゛
リセ

リン脂肪酸エステ崎有)を用いた。
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実験結果

A:緑豆の浸漬試験 (図‐1)

6時 間の浸漬工程での菌数

変化を調べた。水道水では僅

かに微生物が増加 した。強酸

性水や塩素水を使つても、殺

菌には至らなかったが、増加

は防止できた。

B:生育時の散水試験 (図‐2)

水道水は 3日 目で 108レベル

に達 した。強酸性水は生育初

期で微生物の増殖抑制効果は

顕著であつた。 しかし、7日

目には差が少なくなり 10'レベ

ルに達 した。強酸性水は水道

水に比べ豆部が大きく、茎部

が太く短いモヤシになり、重

量で 20%茎長は 35°/0ほど成長

が悪く、強酸性水による生育

障害が発生した。電子顕微鏡

にて観察 したところ多数の細

菌が豆部の合わせ目に存在し、

散水による強酸性水が接触 し

難い部位への殺菌の難 しさが

示され今後の課題とした。

C:モヤシの洗浄試験 (図‐3)

出来たモヤシを強酸性水で

洗浄した。1/100程度の殺菌効果が認められた。処理後の水洗で塩素臭は除去出来た。

モヤシ製造工程へ強酸性水を利用する場合、生育後の洗浄に用いることが最も効果的

な方法であると思われた。

平成 10年度計画

生育障害を起こさず、殺菌効果の高い散水方法を検討する。

他の食品材料への強酸性水の利用を検討する。
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超高圧処理技術の調理加工への利用       (H7～ H9)

一 調味液の浸透、加圧解凍、食肉の軟化―

応用技術部食品工学科 山 崎邦雄 熊 林義晃 清 水英樹 河 野慎一

1.研 究の目的と概要

食品素材に数千気圧の静水圧をかける超高圧処理は加熱 と異なり熱による変質が

ない利点があり、食品加工の新 しい技術として注目されている。

本研究では高圧処理が食品素材の成分、組織構造、物性変化に与える効果を調理工

程へ利用するため調味液の浸透、加圧解凍、食肉の軟化について検討する。

1)調 味液の浸透 味 付け工程での調味液の浸透現象を解析 し特徴ある味付け方

法の開発をする目的で、大根について食塩水溶液の浸透試験を行った。

2) 加 圧解凍 調 理加工食品の製造において多 くの凍結原料が使われているが、

現在の解凍方法は長時間を要 し原料によっては色調の変化や解凍 ドリップ等の問題

があり品質が低下 してしまい改善を必要とする。高圧下では水の凝固点の降下 (例

えば210MPa、-22℃ )が あり、この不凍結水領域での加圧解凍は短時間低温均一解    ^

凍技術として期待される。氷と冷凍マグロを用いた加圧解凍条件について検討 した。

3) 食 肉の軟化熟成 北 海道の酪農業からは多量の乳用廃用牛肉が出荷されてい

るが、肉質は硬 く安価に取引されえている。これらは加工用原料肉として使用され

ているが付加価値を挙げるため、肉質を改善する必要がある。硬い肉に調理前、高

圧処理による食肉の軟化 ・熟成条件を検討 した。

2.試 験研究の方法

使用 した加圧処理装置は神戸製作所の小型式験機 (WIP)で 試料容器は直径6cm、

高 さ20cmの円筒形、最高圧力700MPa、ピス トン直圧方式、水を圧力媒体とした。

試料はいずれもポリエチレン製袋に入れ真空パックし高圧処理を行った。

1)大 根は皮部を除き対軸方向に直角に、一辺lcmの立方体を切 り出し使用 した。

処理前後の試量について重量変化、色差、硬さを測定、表面構造を走査型電子顕微

鏡 (日立 ;S-2400)に より観察 した。 食 塩水溶液に0～24時間浸漬 した大根中の食    ~

塩はチオシアン酸水銀 (Ⅱ)法 により測定 し浸透度合いを調べた。

2)加 圧解凍デル試験は約100gの円柱状氷 (内径30mm,高さ140mm)を -30℃ で長

時間凍結させたものを5℃で加圧処理後、重量を測定 し氷の残存率とした。

市販冷凍赤身マグロを60X45X18mmの板状に切 り凍結させた試料を加圧処理、解凍後

試料の解凍 ドリップ量、外観、色などから最適解凍条件を決定 した。

3)乳 用廃用牛肉は8歳 齢前後枝肉重量270～280kg程度で、屠殺後冷凍庫保存後の

半腱様筋を使用 した。高圧処理サンプルは半腱様筋より筋繊維に平行方向に8mm、1

8mmの角柱状に切り出し加圧処理 した。加圧処理後の切断応力、硬さを測定 した。

加圧処理による軟化機構解明のため細胞消化走査電顕法により食肉の硬さに大きく
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3.

関与する筋肉結合組織 (筋内膜、筋周膜)の 構造変化を観察した。

実験結果

1) 大 根を200MPa～600MPaで10min加圧処理をすると透明感を帯び、色調変化は2

oOMPaでL(明 度)の 低下が大きくみられたが400MPa以上、加圧保持時間10min後で

はほとんど変化がなかった。 加 圧処理により大根の
パリパリした感じがなくなり、

しんなりとした食感となった。0～10%NaCl水溶液に24h浸漬した大根の破断荷重値

と比較したところ、600MPa、10min加圧処理した大根は2%溶 液に浸漬したものと同

等の値を示した。加圧処理により大根の組織が影響を受け、塩漬物様の食感に変化

したものと考えられる。加圧処理による表面構造の変化を走査型電子顕微鏡による

観察をしたが全体的に大きな変化はみられず細胞壁の破壊、損傷などは認められな

かった。 0.5%NaCl溶 液に未処理および600MPa、10min加圧処理大根を浸漬し4時

間後の大根中の NaCl濃度を測定した結果、加圧処理大根のNaCl濃度は0.38%で未処

理大根の0.09%に比較して高い価を示し加圧処理により著しく早く浸透吸収した。

2) -30℃ に凍結した氷を100MPa～600MPaまでの範囲で加圧解凍し氷の残存率を

測定した。200MPa加圧解凍では9min後には完全に融解したが、常圧5℃では10min後

でもほとんど融解せず、20℃では融解完了までに96minを要した。

冷凍マグロについて100MPa～300MPaで加圧解凍試験を行いその特徴について検討し

た。10min間加圧処理解凍後の発生 ドリップ量を求めた結果、常圧下5℃解凍では72

min要しドリップ率7.3%の ものと比べ、高圧下で解凍したものはこの圧力範囲で発

生 ドリップ率は2.9～3.3%と減少した。加圧解凍後の試料の外観についてみると圧

力が高くなるに従って表面が自変、300MPa以上では褐色を呈するようになった。加

圧解凍は色調の変化を伴うことから150MPa以下の処理が有効である。

3) 乳 用廃用牛肉を所定の圧力で10min間加圧処理後の効果について8mm角柱試料

で切断応力を未処理試料を100として比較した。試料間にばらつきはあるが100MPa処

理で89%,200,3000MPaでそれぞれ93%、 97%で あり、また18mm角柱試料で硬度を同様

に比較すると86%、 71%、 66%で あり圧力の増加につれ硬さが低下した。この結果

は圧力変性により硬直後の肉も10minの加圧処理により熱を加えること無しに軟化さ

せることが可能であることを示している。電顕写真では加圧により筋肉内結合組織

のうち、筋内膜は蜂の巣状の六角構造が歪み
一部崩れ、筋周膜の櫂曲が観察された。

要約

加圧処理により食品内部への調味液の浸透が促進される効果は新しい調味加工手

段として用いられ工程の短縮化が図られる。

低温での加圧解凍法は従来の解凍法にくらべ短時間にドリップ量の少ない質的変化

を伴わずに解凍出きることが確認された。

硬直後の肉に対する高圧処理は食肉の軟化に有効な手段と考えられる。
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粉体食品素材の殺菌技術の開発研究        (H7～ H9)

応用技術部食品工学科 山 崎邦雄 熊 林義晃 清 水英樹 河 野慎
一

研究の目的と概要

食品の安全性に関する消費者の要求が年々高まってきており、特に加工食品の原

料である各種粉体食品素材の微生物管理は、食品業界にとって重要な問題である。

粉粒体を原料とする加工工程で水分を添加する食品については、菌体の増殖に必要

な水分量となった時点で、殺菌処理をするか、あらかじめ原料素材の菌数を下げて

おく必要がある。

本研究は加熱殺菌として、マイクロ波、エクス トル
ーダ、通電加熱を、また非加

熱殺菌として紫外線(UV)の 利用による殺菌を行い粉粒体食品素材 (穀粒粉、乾燥野

菜粉末、生薬、香辛料、健康食品等)の 殺菌効果を検討することにした。

併せて、原料に与える影響、色や、香り、有効成分の損失劣化、二次加工性の変化

を評価 し最適処理条件を見いだすものである。また各種の殺菌方法を組合わせた殺

菌技術の開発をも目的とする。

本年度は殺菌法としてエクス トル
ーダによるそば粉の殺菌条件について検討を行

った。定量フイダーから供給されたそば粉は順次移送圧縮される間にそば粉に含ま

れている空気を供給側に抜き出し、バレルとスクリュ
ーで構成される空間で圧密状

態になり、煎断作用による発熱と加熱バ レルからの熱伝導により殺菌される。

試験研究の方法

使用 した 2軸 エクス トルーダ (神戸製鋼所、TC0 30)は内径30mmであり、長径比

(L/D)を 24で 試験を行った。スクリューはピッチ 30、 20、 12.5、 7.5

mmの 台形フォワー ドスクリューを組み合わせて運転を行った。

運転条件は、バ レル温度、原料供給量、スクリュ
ー回転数を変え表 1の 様な組み

合わせとした。エクス トルーダ運転の際にはこれらの値の他、材料温度、ダイ温度、

モーターの負荷、材料圧力を計測システムにて記録 した。

供試材料は市販の道内産そば粉、水分H9%、 かさ密度0.64を使用 した。

エクス トルーダ処理前後の一般生菌数の測定は標準寒天培地で平板希釈培養法で測

定 し生菌数の変化から殺菌効果を検討 した。そば粉の色調変化については色差計

(ミノルタCR-300)を 用いL, a, bを 測定 した。

実験結果

表 1の 条件でそば粉を無加水のまま供給 した運転結果を表 2に 示 した。そば粉の処

理時間は回転数 50、 100、 380で 各々およそ60、 30、 8秒 であった。ダイ

出回は解放としたため試料の滞留、こげつき、団粒化もなく順調に処理できた。 当

然のことながら低回転数運転の方が圧力、負荷は高 くなる傾向にあり20℃ 運転の

時には圧力の増加がめだった。
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菌数の変化は図 1に示したように原料

そば粉2.4× 104個 のものがバレル

加熱の場合 101個 台に低下しており

低回転数ほど殺菌効果はよりよく認めら

れたが、20℃ の場合には50回 転で

2,7× 103個 でやや効果はあったが

他では大きな効果は見られなかった。い

ずれの場合にも、 今 回使用した台形ス

クリューをボールスクリューやニーデン

グディスクを用いることにより大きな煎

断力作用と自己発熱を増すことで効率を

あげることが出来るものと示唆された。

そば粉の品質の一つである色調の測定

結果を表 3に示す。L値 は減少し明るさ

白さの低下、a値 は増加し緑色の減少、

b値 は増加し黄色の増加が認められた。

高温下、低回転運転ほどその変化は大き

い傾向にあったが、感覚的には感知せら

れるほどの変化ではなく色差の値は小さ

く、色調変化の少ないものであった。

要約

二軸エクス トルーダを用いそば粉の殺

菌条件を検討した。

装置内がそば粉だけの状態でかつ大気

を遮断した圧密状態で比較的短時間の加

熱処理をすることによリー般生菌数を大

幅に低減することが出来た。

二軸エクス トルーダは粉体の攪拌が良

いため均一に加熱され部分的な過加熱の

心配がなく褐変せず色調変化のすくない

安定した高品質のそば粉を得るための有

効な処理方法である。

表 1 エ クス トルーダの運転条件

′`レル1 ′ レ`ル2

No. “ )  (℃ )

パレル3 回 転数 投 入量

ぐ℃)   (rl)1■)   (kgハ1)

００２００５

１

一
２

０２０２

４

一
５

3 5

100 3 5

3 6

50     32

20      100     32

3 2

表2 エ クストルーダの運転データ

材料温度

(℃)

圧力

(Pa)

負荷

(0

1   194.7 9.81X104    150

2   193.2 3.92X104    1o.9

3   203.9    3.92X10'     99

4   21.9 6.38X106    13.3

5   18.1 147X105    1l o

6   14.7 1.08X105    o.9

図 1 各 条件におけるそば粉の-11生 菌数

表 3 そ ば粉のエクス トルーダ処理に伴う色調変化

色差

原料 72.43 ‐1.69     536

71.35 ‐1.45 6.28 1.44
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海産物ゼラチンの食品加工への利用        ( H 9～ H10)

応用技術部食品工学科 清 水英樹 熊 林義晃

河野慎一 山 崎邦雄

研究の目的と概要

北海道の主要水産物であるサケ 。マスは、近年供給が過剰ぎみであることから、

これ らを使 った高次加工食品の開発が盛んに行われている。これに伴い未利用部位

が大量に排出され、その有効利用は本道の重要課題となっている。サケ
。マスの皮

はその代表的なもののひとつであり、年間約 1万 トン近 くが排出されている。これ

らの皮の主成分はコラ
ーゲンである。

ほ乳類由来のコラ
ーゲンはすでに、コラーゲンあるいはゼラチンとして食品素材

。医用材料等に広 く利用されている。
一方、魚類コラ

ーゲンはその性質等について

研究はされているものの、国内においては実用化には至っていないのが現状である。

本研究では、魚類ゼラチンの食品素材としての幅広い利用を目的とし、そのため

に重要と考えられる魚類ゼラチン特有のにおいの除去
・低減化に関する検討を行 う。

本年度は、マス皮より抽出したゼラチンの臭気成分の分析について試験を行 った。

試験研究の方法

1)試料の調製

凍結保存 したマス皮を解凍 。水洗後、エタノ
ールで脱脂 して水洗 し、原料皮に対

して10倍量の水を加え80°Cで 2時 間抽出した。次にろ過により残さを除去 し、さら

に0.45μ mのフィルタ
ーでろ過を した後、ろ液を80℃で温風乾燥 した。

乾燥 したゼラチンを温水で溶解 して 3%ゼ ラチン溶液を調製 し、これを試料とした。

また、この溶液を活性炭処理 したものについても比較分析を行 った。

2)分析方法

パージ&ト ラップ法によるヘ ッドスペースガス分析を行 った。

分析には、 PTI(ク ロムパ ック社)お よび GC一 MS(日 立製作所 M2500)を 使

用 した。各分析条件を以下に示 した。

〈INJECTOR〉                 〈 GC〉

Sample volume  :10ml        Column:TC― WAX(I.D.0.32mm)く 301n)

Purge temp.    :50° C        Tell p. :40°C(5min hold)-220° C(rate 5°C/nli n)

Purge flow     :10m1/min   〈 MS〉

Purge time     :10min       lonization method :EI

Condenser temp. :0°C         Ionization voltage:70eV

Cryofocussing  :-130° C      Ion source temp.   :120° C

一-49-―



3  実 験結果

得 られたマスクロマ トグラム

における各 ピークについて、ラ

イブラリーによる検索を行い、

マススペク トルの類似度が高か

った化合物を表 1に 示 した。

表中Aは 、官能的に無臭な活性

炭処理溶液では確認されず、臭

気の感 じられる活性炭未処理溶

液において確認されたものであ

る。また、表中Bは 、蒸留水を

試料 とした場合にも確認されて

P&T法 により確認された揮発性成分表 1

BA

Propanal

i  -Butana l

3 - M e t h y I  b u t a n a l

1 - P e n t e n e - 3 - o n e

2,  3 -Pentaned ione

Hexanal

D i e t h y l  e t h e r

n-Hexane

Acetone

Ethano I

Benzene

Chloro form

おり、ブランクピ
ークの可能性が高いと考えられるため分けて記載 した。

表中Aに 示 したように、本試験においてゼラチン由来と考えられる臭気成分とし

て確認されたのは、アルデヒ ドやケ トンといったいずれも低沸点の揮発性カルボニ

ル化合物であった。これらの臭気の特徴は、いわゆるアルデヒ ド臭や悪 く嫌な臭い

というもので、食品においては好ましくない臭気成分であることが多い。
一般的に

これ らの揮発性カルボニル化合物は鮮魚介類には検出されないが、貯蔵や加熱
。乾

燥などの処理により生成するといわれていることから、原料皮の貯蔵や温水抽出
・

乾燥工程等が生成要因として考えられる。また、本試験においては、魚介類の臭気

成分として特徴的といわれている、 ト リメチルア ミン、ジメチルア ミン等の揮発性

含窒素化合物は確認できなかったが、本分析条件下での結果であり、実際にはこれ

らが存在 してゼラチンの臭気に寄与 している可能性 もあるため、分析条件や他の分

析法についてさらに検討する必要がある。

また、活性炭処理 したゼラチン溶液を乾燥 し、再度温水で溶解すると、活性炭処

理前と同様の臭気が感 じられることから、不揮発性 もしくは難揮発性の化合物がこ

れらの前駆物質として存在する可能性 も考えられる。これに関 しては、カラム濃縮

法などによる高沸点成分の分析が必要と考えられ、今後の検討課題である。

平成10年度計画

1)カラム濃縮法などによる分析

2)臭気の除去方法に関する検討
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通電処理技術を用いた食品加工に関する試験研究      (H9～ Hll)

応用技術部食品工学科 熊 林義晃 河 野慎
一 清 水英樹 山 崎邦雄

研究の目的と概要

通電加熱技術は、食品自体を電気導電体とみなし、交流電流を流すことにより

食品自体を直接発熱させる技術であり、加熱効率が高いこと、迅速加熱が可能な

ことなどの特徴を有している。この技術は既にかまばこの製造やパン粉用原料パ

ンの焼成などに用いられている。パン粉用原料パンは焼成方法により通電式と焙

焼式との2種類あり、通電式パン製造は、歩留りの向上 (焦げ目がない)、 工程

の効率化 (短時間加熱)な どの利点を持つが、焙焼式に比べて食感の悪さ (硬さ)

が問題となっている。今年度は焙焼式パンと同程度の硬さをもつ通電式パンの製

造を目的として、通電方法と品質の関係調査を中心に試験研究を行つた。

試験研究の方法

パンの製造はストレー ト法で行った。二次発酵後、通電式は生地を9斤 (1斤

4509)、 型 (内法 12x50x40cm)に 詰めてチタン板電極で生地を挟み、所定の電

圧、電流を印加した。焙焼式は生地を3斤 、型 (内法 1lx35x12cm)に 詰めて電

気オーブンで 200℃で焼成したc焼 成後、 1時 間自然放冷した後、13℃90%RH

の恒温恒湿器の中で24時 間老化させた。

通電式による加熱は、スライダックを用いた振幅制御による定電圧加熱とサイ

リスタを用いた位相制御による定電圧または定電流加熱を行つた。通電式の焼成

中はパン生地の温度、膨張の高さと印加している電圧値、電流値を測定したc焙

焼式の場合は、パン生地の温度を測定した。

パンの品質評価は 焼 成後 1時間自然放冷したものと 24時 間老化後のものと

についてパン内相の含水率、硬さについて行つた。硬さはレオメータ (サン科学

CR200Dプ ランジャーφ36mm)を 用いて測定した。25mm厚 にスライスした

パンにプランジャーを 6.3mm押 し込んだ時の荷重を硬さとした。含水率は赤外

線加熱水分計 (ケット科学研究所 FD230 カ ロ熱温度 135℃)を 用いて測定した。

実験結果

図 1に焼成中の生地の温度特性を示した。焙焼式は焼成開始後20分 から徐々に

昇温し始めたのに対し、通電式はほぼ直線的に昇温した。また、同一電圧値でも

振幅制御による電圧印加に比べて位相制御による場合の方が昇温が早い傾向が

あった。位相制御の場合、電圧波形に歪が出て高調波が含まれる割合が多くなる。

これら高調波の有無が昇温特性に影響を与えている可能性が考えられる。

図 2に定電圧印加の場合の電流値と生地温度の関係を示した。印加電圧値によ

つて電流値の大きさは異なるが、30～50℃の範囲は電流が増加して、50～70℃

の範囲は徐々に低下した。70～100℃の範囲は再度増加に転じた。100℃到達後

は、徐々に電流値が低下した。この4つ の変化は、生地の発酵、でんぶんのα化、

たんぱく質の変性、水分の蒸発という生地の変化に対応していると考えられる。

図3に加熱により生地が膨張する際の伸びと温度の関係を示した。温度上昇と
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伴に膨張して最終的に 10～12cm伸 びた。定電圧の場合 50～70℃付近で伸びが

一時停止しているが、定電流の場合この停止は見られなかつた。図2の 50～70℃

の範囲における電流低下の有無は生地の伸びに関係していると考えられる。

図4に 焼成したパンの硬さを示した。焙焼式の場合焼成 1時間後の硬さは 200g

台で 24時 間後でも 1000g以 下であるのに対して、通電式の場合 1時間後の硬さ

で約 2倍、24時 間後では 1.5～2倍の硬さになつた。位相制御と振幅制御での明

確な違いは見られないが、印加した電圧値により違いが見られた。150V印 加の1

時間後の硬さは 175Vよ り柔らかく、焙焼式とほぼ同じ値であつた。定電流によ

る焼成は、他の方法より硬い傾向が見られた。焙焼式のパンの含水率は、40～44%

の範囲にあり、ミキシング直後の生地含水率と大きな差はなかつた。通電式の
パ

ンの場合 31～33%と なつており、通電式に比べて 10%ほ ど低い値となつていたc

焼成終了時の含水率は老化の速さに大きな関連があると云われており、この含水

率の低さは通電式パンの硬さの原因の
一つと考えられる。印加電圧値の違いや定

電流供給によつて硬さに違いが見られたことや、100℃至1達後の過度の電力量の投

入は水分蒸発を促進してしまうなどのことから4つ の温度帯域 (生地の変化)に

合った通電方法の組合せがあると考えられる。また、電圧
。電流の測定から生地

の変化を読み取れるから生地の変化に合わせて制御が行えることがわかった。

平成 10年度計画

。4つ の温度帯域における最適通電方法の検討とパン品質との関係の調査
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2 .

電気浸透法の食品工業への応用        ⊂ 9_Hll)

は飛技術部 食 品工学科 河野慎一 熊林義晃 清水英樹 山崎邦雄

研究の 目的 と概要

電気浸透脱水法は、試料に電流を流して固液分離を行 う方法である。活性汚泥等、従

来の機械的な脱水方法では困難であるものに対して効果的である。

食品工業において固液分離は重要な操作であり、遠心分離、圧搾分離など様々な方法が現

在使用されている。しかし、これらの固液分離法から生じる残査(ケーキ)は微粒子構造

を持つものが多く含水率が高い。このため、微生物の繁殖、かさの大きさなど、取り扱いに

多くの問題を持つ。しかし、これらの残査には有用成分が多く含まれているため、搾汁効

率の良い固液分離方法が開発されれば残査の有効利用が可能となり、更にろ液も多く回収

される。そこで、電気浸透脱水法を食品工業に応用するために、おから、ニンジンジュー

ス残査を用いて圧搾法の比較を行つた。

試験研究の方法

試験は直径 42mm、 円筒形、アクリル製の実

験装置を用いて行つた(図1)。実験装置に試料

を20g入 れ、網目状のステンレス製の電極を試

料の上下に配置 し、荷重をかけ、一定の電圧

(OV、18V、36V)を印加した。直流電源として

PW 18‐lT(閉ケンウッド製)を用いた。脱水は15

分間行い、3分毎にろ液量、電流値を測定した。

おからの脱水試験はA社 の豆腐製造工程で生

じるものを用いた。なお、おからは、実験装置の荷重では脱水できないため水を添力日し

て試料を調製した。荷重は392N(70 8Pa)とした。ニンジンの脱水試験はB社 のニンジ

ンジュース製造工程で生じる残査を用い、荷重を618N(111 6Pa)とした。いずれも原

料と脱水後のサンプルについて水分の測定(絶乾法、105℃)を行つた。

実験結果

表 1に脱水試験の結果を示した。脱水前の試料

水分は82.4%で あり、電圧を印加 しなかった場合、

圧搾後は796%と なった。これに対し、電圧を18V、

表 1 お からの脱水試験結果

印加電圧 原 料 OV 18V 36V

36V印 加 した場合の試料の水分はそれぞれ788%、 790%と なった。電気浸透法を用い

ることで、通常の圧搾法よりも効率の良い脱水、すなわち水分の低いケーキを得ること

が可能であることが示された。また、原料の水分と、脱水量から脱水中の水分の経時変

化を算出し、図2に 示した。水分は36Vの 条件が 18Vの条件よりも低く、印加電圧が

高い方が脱水効率が良いことが示された。絶乾法では 18Vの条件が36Vの 条件よりも

低い値となったが、脱水中の試料は水が一極側に移動するため試料内で水分のばらつき

が大きいことが予想され、絶乾法の水分を測定するときのサンプリング法にばらつきが

3 .

水分 824 796 788 790

図1 実 験装置概略
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あったためと思われる。これは 84

通電中の試料のみかけの電気抵

抗値変化によっても示された。⌒
32

図4に 電流イ直より算出したみか
薫

けの電気抵抗値の経時変化を示 80

したが、脱水が進行するに伴い

抵抗値は上昇した。電気抵抗値 78

は水分と相関があり、水分が少

ないほど抵抗は大きくなる。脱

水終了時の電気抵抗値は18Vよ  300

りも36Vの 条件が大きく試料の⌒
G

水分が低いと判断された。   塁200
ニンジンの脱水試験結果を表

澪

k‐ sttr[き∞

4              8             12

時間( m i n )

図2 脱 水中の水分の経時変化 (おから)

4          8         1 2         1 6

時間(mi n )

脱水中のみかけの電気抵抗値変化 (おから)

表 2 ニ ンジンの脱水試験結果

印加電圧 原料 OV 18V 36V

7k`)   842 832 82.3 771

842%で あった。圧搾後の水分
ぐ

は電圧を印加 しなかった場合が

832%で あったのに対し、電圧

を 18V、36Vと 印加 した場合の

試料の水分はそれぞれ 823%、

771%と なった。ニンジン

ジュース残査の脱水においても

おからと同様、電気浸透脱水法

は従来の圧搾法よりも水分の低

い残査が得られ、印加電圧は大

きいほどその効果が高くなっ

たという結果が示された。特に 85

36Vの 電圧を印加 した場合に

は脱水量が 17gと 原料の 1害J⌒
84

程度の水分が分離できること窯
が確認 された。        83

図 3

以上のことから電気浸透脱

水法は、残査の有効利用、搾汁 82

効率の向上が計れる新 しい固

液分離法として食品工業に応

用できる可能性が示唆された。

平成 10年 度計画

印加電圧条件の検討、ろ液の分析

8

時間( m i n )

4 .
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有用酵素の発現調節に関する試験研究  (H7～ H9)

応用技術部生物工学科 八 十川大輔 中 川良二 池 田隆幸 長 島浩二

研究の目的と概要

酵素利用は製品の付加価値向上、機能性付与、生産工程の簡略化等に有用な手段

であり、近年食品加工分野でも積極的に取り入れられている.遺 伝子組換えにより、

有用酵素生産菌の培養管理を簡略化、生産量の増大、培養後の酵素生成過程の簡素

化が可能になり、酵素生産コス トを低減化できる。また、有用酵素を含む組換え微

生物を食品加工に直接使用することも可能である。本研究では遺伝子組換えによる

有用酵素の量産技術を支援するため、宿主微生物間の酵素生産効率を転写量、翻訳

量 (酵素活性)の 両面で比較検討することを目的としている。

本年度は新たに当研究に使用するのrtたゴtra rοZ Fsゴ:か ら新たにExo型のセルラー

ゼ (セロビオハイ ドロラーゼ)cDNAと思われる遺伝子を取得したので報告する。

試験研究の方法

C.rOZ F sゴゴcDNAライプラリーを鋳型として、既知糸状菌セロビオハイ ドロラーゼ

遺伝子中のN―末端近傍の保存性の高い領域を基にプライマーを作製しPCRを行った。

増幅されたDNAについて塩基配列を決定し、新たにプライマーを設計した。

ベクター内の配列から作製したプライマーや、上記のプライマーを用いてPCRを行

い、セロビオハイ ドロラーゼcDNAと推定される遺伝子の全長をプラスミドに回収し、

全塩基配列を決定して既知糸状菌セロビオハイ ドロラーゼと比較検討した。

実験結果

取得されたcDNAの全長はpoly A配列を含めて1825bpで、ORFは1590b p、530アミノ

酸残基のタンパクをコー ドしていた。51-末端側とス トップコドン後にそれぞれ29b

pおよびの181bpの非翻訳配列を有していた (poly A配列を除く)。 推定アミノ酸配

列の解析の結果、分子量55,3kD aのタンパクで、メチオニンから18アミノ酸残基は疎

水性が高く、シグナル配列であると推定した (図)。 推定シグナル配列切断後の分

子量は53.5kD oで、3箇所に糖鎖結合可能なアミノ酸配列を認めた。

c‐末端の38アミノ酸残基はホモロジー検索から、セルロース結合 ドメインである

と推定した。セルロース結合 ドメインのN―末端側にはセリン
ースレオニンに富む配

列が存在し、セルロース結合 ドメインと触媒 ドメインをつなぐヒンジといわれるド

メインであると推定した。以前に取得したご.rοZ FsゴゴのエンドグルカナーゼcDNAの

推定アミノ酸配列では、N―末端のシグナル配列の直後にセルロース結合 ドメインが

あり、ヒンジドメインを介して触媒 ドメインとつながつていたが、同一の菌から取

得されたEndo―型とExo―型のセルラーゼ分子の基質結合 ドメインが触媒 ドメインの反

対側にあることは興味深い。
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(Amino acid No.)

ハ
Ｖ
Ｅ
０
Ｅ
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ハ
Ｕ
Ａ
Ｕ
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ハ
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０
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Ｖ
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Ｖ
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０

ハ
Ｕ
Ｅ
Ｊ
つ
こ2∞

ハ
Ｖ
Ｅ
Ｊ

ハ
Ｖ
Ａ
Ｖ

圏 :シグナル配列 囲 :触媒 ドメイン、 □ :ヒンジドメイン、

日 :基質結合ドメイン

図 :決定された塩基配列か ら推定されるタンパク質の構造

表 :今 回取得された遺伝子の推定アミノ酸配列と既知糸状菌

セ回ビオハイ ドロラーゼの比較

ttonology (%)

S p e c i e s

I den t i co l  Chemico t t y

s i m i l o r

Phanerochaete ch rysospori un

Hunicola gr isea

Neurospora crassa

Peni  c i I  I  iun j  anth inel  lun

Trichoderna reesei

64

53

53

54

51

80

74

73

65

72

今回取得 されたε.rοZ F sゴゴのセロビオハイ ドロラーゼcDN Aと思われる遺伝子の推

定アミノ酸配列を、既知糸状菌のアミノ酸配列と比較 したところ、化学的類似性を

含めると約65～80 %の ホモロジーを示 した (表)。

要約

6.r O Z  F s : fからセロビオハイ ドロラーゼタイプのcDN Aを取得 し、塩基配列を決定

した。推定アミノ酸配列から、N―末端から順に18アミノ酸残基のシグナル配列、触

媒 ドメイン、 ヒンジ ドメイン、基質 (セルロース)結 合 ドメインの構造を有 してい

るものと判断 した。′.c力ry s O sρο′ゼ“ のセロビオハイ ドロラーゼと高い類似性を示

した。
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有用乳酸菌の創製と利用に関する試験研究  (H7～ H9)

応用技術部生物工学科 池 田隆幸 八 十川大輔 中 川良二 長 島浩二

研究の目的と概要

味噌、醤油、漬物などの日本の伝統的発酵食品においてきわめて重要な役割を果た

している物滋″π∝∝機s属及びR蒻 ““銘s属乳酸菌の育種改良技術の研究は乎L関係

乎L酸菌の研究と比べると非常に送れているのが現状である。そこで、我々はこれらの

乳酸菌の遺伝子工学的育種を目指して、本菌の宿主 ・ベクター系の開発を行っている。

昨年度まで、味噌由来 「"電 鋤"z浴 属乳酸菌から新たに分離したプラスミドpSK

PB18の 解析を行ってきた。本年度は分離した乎L酸菌の同定を行った。また、この乳

酸菌プラスミドの複製領域の解析を進めた。

研究の方法

乳酸菌の同定

本試験に用いた乳酸菌 B18株 は、プラスミドpSKPB18の 親株であり発酵途中の味

噌から分離された。生化学的な同定には、グラム染色、カタラニゼ、硝酸還元性、 リ

トマスミルク反応、ゼラチン液化反応、運動性、グルコースからのガス発生、初発

pH、 生育温度、糖類の発酵性、発酵形式、シュ
ークロースからのデキス トリン形

成、乎L酸旋光性、アルギニンからのアンモニア生成、耐塩性 ・好塩性について検討し

た。また、16S rRNAの 塩基配列をPCR法 で解明し、比較した。

複製領域の解析

解析した塩基配列を、遺伝子解析ソフ トウエア Gene Works(帝 人データーバン

ク (株 ))お よびインターネットを用いて National Center for Biotechnolqv lnfor

mationCS⇒ のデーターベースと比較することにより行った。

実験結果

手L酸菌の同定

平L酸菌 B18株 は発酵途中の味噌から分離され、ただ 1種 類の小さなプラスミドpS

■PB18を有するという特徴を持っている。この pSIPB18を 乳酸菌用のプラスミド

ベクターに開発する目的で研究を行っている。そこで、この親株である乳酸菌 B18

株の素性を調べることはこのプラスミドの安全性を知る上できわめて重要なファクタ

ーとなる。そこで、乳酸菌 B18の 同定を行った。その結果を、表 1に 示した。乳酸

菌 B18株 はグラム陽性の4つ 細胞群をなす球菌で、その直径は約 lμ mで 運動性は

無かった。これらの結果から乳酸菌 B18株 を さ徹呼 η∝∝傷s滋′ψλ滋 と推定した。

さらに、16S rRNAの 塩基配列を決定し、乳酸菌と比較したところ■″ ψ力滋 JCM

588と99%の 相同性が確認された。以上の結果から、我々が味噌から分離した平L酸

菌 B18株 は ■肋′の力物 と同定された。
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複製領域の解析

乳酸菌 B18由来プラスミドpSICB18の 複製領域と考えられるndI現 レI間の塩

基配列を解析した。その結果、複製に働 くと考えられるタンパク質をコ
ー ドしている

周辺に、他のθ型の複製をするプラスミドと非常に似た構造を有することが明かとな

った。すなわち、 DNA複 製の開始を司る DnEAタ ンパク質の結合領域に続いて、

DRlか らDR4ま での順方向での繰返し配列および IRlからIR4間での逆方向の繰返

し配列の存在が明かとなった。このような構造は、バクテ リア由来のプラスミドにい

くつか認められ、比較的複製が安定しているとの報告がある。

表 1 平 L酸菌 B16株 の生化学的性質

Gram st● ■ning

Cell form

Cell orrangement

‖otility

Spore formotion

Fermentation type

Crowth at  3510

40℃

45℃

50℃

Haximum NoCl

concentrotion

Crowth at  pH5.0

pH7.5

,H7.0

Drxtr in f ro l  Sucrose
Nit rote reduct ion
Cotolose oct iv i ty
Gos frpn gluconote
Arginine hydrolysis
Loctote forned
Acid produced from
or spt i t t ing of

Arobinose
Ribose
Xylose
Sol ic in
Treholose
Helezi tose
llonnitol

ATAAAAACTAAATGTCGG ― TTC

ATAAAAACTAAATGTCGG ‐ TTC

ATAAAAACTAAATGTCCGlllC

ATAAAAACTAAATGTCGG ‐ ‐TC

＋．̈
ｅｔｒ。
・
ｍ̈
＋
．
．
．　
窃
．＋
＋

Sorbi to l
Storch
D-Arobinose
Glycerol
Esuc l i n
lloltot riose
0extr in
I nu l i  n
Sucrose
Cel lobiose
Rhofirose
llonnose
Goloctose
Frucose
Glucose
Gluconat€(lto)

Ｒ

Ｒ

Ｒ

Ｒ

Ｄ

Ｄ

Ｄ

Ｄ

i R l

lR2

1 R 3

1 R 4

4 要 約

図2 pSKPB18の ORFl部 位近辺の構造解析

pSKPB18を 分離した乳酸菌 B18株は、生化学的解析と遺伝子配列の解析結果から味

噌および醤油の製造に関わっている好塩性の幸L酸菌 2γ卿 “鰯浴 ′″″λグルである

ことが明かとなった。これは安全性の極めて高い食品微生物であることから、得 られ

たプラスミドpSIPB18も 安全なプラスミドであると考えられた。
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新規レクチンの微生物制御など有効利用に関する研究  (H7～
H9)

応用技術部生物工学科 中 川良二 八 十川大輔 池 田隆幸 長 島浩
二

1 研 究の目的と概要

レクチンは細胞を凝集させる性質を持つ蛋白質である.我
々はこれまでの研究

で,キ クイモ塊茎由来のカルスからマンノ
ースに親和性を持つレクチン (以下,

「 Aと 略す)を 見つけ,酵 母凝集能を有することなど幾つかの性質を明ら
かにし

た
(1,2).本

年度はⅢ Aと他のマンノ
ース特異的レクチンによる酵母凝集能の比

較,お よび肛 Aの cDNAク ロ
ーニングと解析を行つたので報告する.

2.試 験研究の方法

○酵母懸濁蔽の調製および トリプシン処理 酵 母はYPD液 体培地を用
い,25℃ で,

一晩培養した.培 養菌体はリン酸緩衝生理食塩水 (以下,PBSと 略す)で
4回 遠心

洗浄 (2300rpm,6分 ,4℃ )した後,PBSを 加えてOD(660nm)が 8～9に
なるよ

うに調整 し,酵 母懸濁液 とした。 これに,終 濃度がそれぞれ20r曲1および

0.03nlg/rdになるようにトリス
ーHCl緩衝液 (pH 8.0)とトリプシンを加え,37℃

で60分問反応させ,凝 集反応に供した。

OcDNAク ローニング キ クイモカルスから,Ю SGEN(ニ ッポンジ
ーン製),

オリゴdT30ス ーパーキット (日本ロシユ製)を 用いてpoly(AつIさ「Aを調製し,

ZAPcDNA合 成キット (ストラタジーン製),GigapackIIゴ
ールド (ストラタジー

ン製)を 用いてcDNAラ イブラリ
ーを作製した。これを,抗 lr「Aウサギ血清を用

いてスクリーニングした.塩 基配列の決定ヤ■ABI社製のDNAシ
ーケンサー373A

を用い,ジ デオキシターミネ
ーター法によって行つた。塩基配列のホモロジ

ー検

索は,イ ンターネット上で,Natiorlal Center for Bloteclllolo3/hfornation

(USへ)のデータベースと照合することにより行った。

3.実 験結果

OHttAによるトリプシン処理清酒用酵母の凝集 清 酒用協会酵母7号,9号 ,13号

など気泡付着性を有する酵母に対するII「Aの凝集活性は,当 該酵母をトリプシン

処理することにより著しく増加した。これらの酵母はトリプシン処理によって気

泡付着性も失った。
一方,701号 や901号などの気泡付着性を示さない酵母に対す

るⅢ Aの凝集活性はトリプシン処理によってもほとんど変わらなかった。気泡付

着性を有する酵母は細胞表層に疎水性タンパク質が露出しており, トリプシン処

理によって疎水基が分解され気泡付着性を失う。従って,マ ンノ
ース鎖が表面に

現れるために凝集活性が増加したと考えられる。このような酵母凝集能はコンカ

ナバリンA,ス ノードロップのレクチン,チ ュ
ーリップのレクチンなど他のマン

ノース特異的レクチンでは見られず,I‐II「Aに特徴的なものと思われる。

OHTA cDNAク ローニングおよびHTA活 性のジャスモン酸による誘導 田 Aをウ

サギに免疫して得た抗血清をプロープとして,キ クイモカルスcDNA発 現ライブ
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ラリーをスクリーニングし,幾 つかのポジテイブクロ
ーンを単離 した.こ れらは,

全て同じ塩基配列のcDNAを 含んでいた。本CDNAの コ
ー ドしうるポリペプチドの

分子量及びアミノ酸組成はIll「Aと 良く
一致し,大 腸菌で発現させた組換えポリペ

プチ ドもlll「Aと 同一の糖鎖認識特異性を示したことから,本 CDNA4ヾprFAをコ
ー

ドしていると結論した.Ⅲ Aの 推定アミノ酸配列は既知植物レクチン及びジャス

モン酸誘導タンパク質にホモロジーを示し,実 際にカルスをジャスモン酸添加培

地で培養したところ,そ の濃度に依存したレクチン活性の増加を認めた.こ のこ

とから,田 Aが ジャスモン酸誘導タンパク質であろうと考えられた.ジ ャスモン

酸によって誘導されるタンパク質には,プ ロテイナ
ーゼ阻害剤遺伝子の産物など,

PR(pathoge“ is―related)タンパク質と呼ばれる生体防御に関与するタンパク質

が知られており,III「Aも 耐病性や耐虫性を付与する物質であることが期待される。

表 ジ ャスモン酸添加によるキクイモカルス中のレクチン活性の変化
★

ジャスモン酸濃度 (mg/nd) レクチン活性(U/mgタ ンパク質)

0.

2.

2 0 .

０

２

０

０

3 6 ,  5 0 1

7 3 . 4 1 6

1 2 7 ,  3 5 7

2 ,  8 5 8 ,  2 6 6

*カルスを上記の濃度のジャスモン酸を添加したMS寒 天培地に置床し,25℃ ,暗 所で 1カ月

培養した。得られたカルスはポリトロンで破砕後,遠 心分離し,上 清を用いて蛋白質量 (プラ

ットフォード法)お よびレクチン活性 (ウサギ赤血球凝集反応による方法)を 測定した
1).

1参考文献!

(1)Nakaga、 va,eι.aF.:3osσ .Biotec力.Biocllem.,60,259(1996).

(2)中 川良二 ら :北海道立品加工研究センタ
ー報告 第2号 (1996).

4.要 約

1)キ クイモカルス由来レクチンはトリプシン処理した気泡付着性を有する清酒

用酵母を強く凝集した。

2)本 レクチンのcDNAを クローニングし,構 造を解析した結果,ジ ャスモン酸

誘導タンパク質である可能性が示された.実 際にジャスモン酸によってHTAI性

が誘導された。

3)本 レクチン遺伝子を有する組換え大腸菌によって活性型Ⅲ Aが 生産されてい

ることが示された.
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食品微生物の遺伝情報解析とそのデ
ータベース化の研究 (H7ハψ9)

応用技術部生物工学科 長 島浩二 池 田隆幸 八 十川大輔 中 川良二

研究の目的と概要

本研究では、遺伝子解析に基づいた微生物の分類
・同定技術を発展させるために食品関連微生

物の遺伝情報 (16Sリホ
・
ゾームRNA遺伝子の塩基配"J)を 蓄積することを目的としている。本年度は、

酵母のミトコンドリア16Sリボソ
ームRNA遺伝子を増幅し、その部分塩基配列を決定したので報告する。

試験研究の方法

1)供 試菌株 : 使 用した菌株は以下のもので、番号は図のものと
一致させてある。1:

Deba″Omycesわar7nSθη″IF00015,2i Cryprοcocctys albrdυs lF00378,31 Debaryο″/cθs′ηarama lF00668,

4i Car7drda rr7rermedra lF00761, 5:Z/gο n″′″ορsls ca″rOrr7′Ca lF00800, 6: Rわ OdOfοrula rυbra lF00890, 7:

Wfl′′Oρs′S Sartrrnυs yar sart/rnus lF00941,8:´ Ctryvero″/ces lacrls lF01 090,91 Zygosaccharolmyces ba〃 ″

IF01098,   1 01   κ Oecκerasρora  y′rleaノ  IRD1415,   11:K/oeckerasρ οra  ο ccrder7rarfs  lF01819,

12:月わodosρorrdfυtt dacryο′dtJ用IF01931, 13:Rわ OdOsρOrrdJυ″,sρわaerocarPu用 lF01937, 14i Cyprο cοcctys

aノb′crus   iF010127,   15:P'c″ a   attOηγョla   lF010213,   161R17170dOrOrtrla   ρ tJsfυ′a   lF010248,

17:ShfzOsaccharο ψ ces ο ctOsρOrus lfo10373,  18iCandida bο ′d″,′′ IF010574, 19:Carldrda sρ  l-13,

201′ぐtJ/yerOm/ces f′ ag′′rs AHU3174) 21:′ ぐυyyerO″ /ces ″ ηゎ(′Orltls AHU4381,  22:ル ぐtJ/yerOッ ces

marx′οnus AH∪ 396,23i Saccr7arO177/CeS ba/a17es AHU3554,24iSaccわ arottyces car/sbergθ nsls AH∪ 3181,

25iSaccharomyces    cereyrsfae    AH∪ 3051,    26iSaccharο myces    cerevお rae    AH∪ 3532,

27i SわJzOsaccharOヮ ces   ρ οmbe   AHU3176,   28iSわ rzOsaccharomyces   ρ ombe   AH∪ 3179,

29:Z/gο Sacc力aro″yces roυxf′IF01876

2)酵 母 ミトコンドリア16SrRNA遺伝子の増幅 : 平 成 8年 度事業報告の75ペ
ージを参照のこ

と。使用したプライマー (MSl,MS2,MS3,MS4)の S cereyた,aθ遺伝子上での位置を図1に 示し

た。

3)塩 基配列の決定 : 増 幅DNA断片をマイクロスピンカラムを通して精製し、ジデオキシ
・

ターミネーター法により決定した。

実験結果

MSlとMS2およびMS3とMS4のプライマー ・セ ットで18属26種の酵母のミトコン ドリア16SrRNA遺

伝子を増幅した結果、Debaγοmyces属 、Cryprococcus属、Rカカοdorortr麟属およびCand′ぬ nemedた

IF00761はいずれのセットでも明瞭な増幅産物は得 られなかった。さらに、前者のセ ットでは

Zygosaccわaromyces属、月hοdofOrula ruわralF00890およびRhodospο″drυttsρわaerοcarpum l RD1937が、

後者のセットではRわοdοsp"薇 加 dacryOfdum lF01931が増幅困難であった。これらの菌種について

はプライマーの配列を改善する必要があり、現在検討中である。

明瞭な増幅産物を与えた酵母の
一部 (18から29番の菌種 )に ついて、その塩基配列を決定し、

アライメントを行った。その結果の一部を図2に 示した。これらから (1)塩 基配列は、種間で

はほとんど差がないが、属間で大きく異なっている (2)し かし、調べた仝ての菌種で良く保存

されている配列があることが明らかになった。
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MSl→

( 3 5 7 - 3 8 1 )

4  要 約

M S 3 )

( 1 0 3 - 1 2 0 )

S. cerev■s■ae

ミトコンドリア
小rRNA遺伝子 ■く|口M S 2

(1037-1016)

← M S 4

(645-631)

図 1 酵 母ミトコンドリア小rRNA遺伝子の増幅および塩基配列決定に用いたプライマーの位置

括弧内は塩基番号を示している。

#2 6 C--GATAAWICTC"AAATA--
#23 C--GAEAAWTCTGAAATA--
#2 O C-4AEAATTAAAGTTAGAACGATCACGTIGAC TTC,AAATA-
#21 C--GAEAA
#2 4 c--GATAArcAAAGsrAcaAccArcAcGTrcAcrcrcAAATA--
# 2 5 c-4ATAATcAA;AclrrAGAAccAreAcgmGAcrcrcAAATA--
#Zg c--A rcrcAAarA--
#27 cAlcAcAcrAAgrccrccrctcAlcAcAlrrcccrclcAcAcA--
#28 cATGAcrcTWrcrcAcacA--
#18 T--AATAA
#19 T--AATAA

#26 --------TAGICAATA------TT.ITAAGATAWMTC,A
#23 --------TAGTcAAITA------TerAT
# ? o -------*TAGICAAIrA------TCTATATGATACAGCAGTGAS:AA.rAmC€A.AATGA
#2 1 -------.?AGTCI{ATA------TTATAAGA.TACACCAGTGAGGAATqTICCA'AATGA
#2 4 --------TAGICAAIIA------TCTATAAGATAWAATGA
#Z 5 --------TAGTCAA:IA------TcrAT
#z 9 --------TAGIcI{ATA------TTAAAIGATW
# 27 ------A4AGCCAAGATGAAEA TT4GTfEATCCAGCBGT'GGAGIU\TqTTAGTAUUGA
#28 ------A
#1 8 AA-TATAATAAIGAATTATAT--IGTATATTGTW
#1 9 MNIATAATAAIGAAITTATAT--IGTATASIGTffi

#?6 rccAA-AGArrcArccAgrrAcrrNmAGGA,rGATAnATAAA-----AATATTT----T-
# z 3 wrrATrAcGArGATAlrArMA-----AATArtr----T-
#Z O rccAA-AGATrcArceecrrAcTrnsrrcAATGAT,NrATTAreTArrAATAT---ATATA
#21 WrIATT
# ? 4 WmAITAGGASGATATATAAA-----AATATTT----T-
# z 5 rccAA-AGAfIcArccegrrAcw----AATATTT----17
#zg TccAA-AGAfIGATrceGfltrcTrArrw----A::r
#27 TcGAA-AGATIGAAcrtsreATcrAGAAcAGTe.AAAcrrrrA-----qrrAT-
# 2 8 TccAA-AcATTGATTAG'reArcTAGAAcAcltcAArcfmrA------crrAT
#18 ----ArcACAl{---rrA
#1 I rerllAlrccAlrrcaTcrw----AAcAcAN---fiN

* * *  *  *

図 2 酵 母ミトコンドリア小rRNA遺伝子塩基配列のアライメント

MS3-MS4フラグメントの塩基配列の一部をアライメントして示した。米印は

全ての菌種で保存されている配列を示している。

酵母 ミトコンドリア16SrRNA遺伝子 を増幅するプラーマーを設計し、18属26種の酵母につ いて

検討 した。MS3とMS4のプライマー ・セットを使用することにより、4属7種を除いては増幅可能で

あった。増幅DNAの塩基配列を決定 し、調べた酵母間で保存されている配列を明らかにした。
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トウモロコシを用いた新規加工食品の開発 α 8‐H9)

応用技術部 生 物工学科 ノ 十ヽ川大輔

食品工学科 河 野慎
一

発酵食品部 調 味食品科 山 木携

加工食品部 農 産食品科 山 本
一史 田 中彰

研究の目的と概要

北海道は トウモロコシの生産量が全国
一であり、畑作の基幹作物の

一つであるが、利

用は生食、軸付レトル ト食品、ホ
ールコーン缶にほぼ限定されている。そこで、 ト ウ

モロコシに高次加工処理を施し、高付加価値食品開発を目的として、菓子製造、アル

コール飲料の製造について試験を行つた。

【トウモロコシを用いたアルコール飲料(発泡酒)の製造試験】

試験研究の方法

原料は千歳市産のスウィ
ー トコーン

(ハニーバンタム)を 用いた。図 1の フ

ローチャー トに従いアルコール飲料を

製造した。酵母を接種する前までの工

程の糖度変化、接種 してか らのエタ

ノール濃度を演1定した。 エ タノール

濃度、糖度はFキ ット(エタノール測定

用、ショ糖/グ ルコース測定用、ベーリ

ンガーマンハイム社)で 測定した。

実験結果

アルコール飲料の製造フロー

浸出液の糖度は 1.94%で あったが酵素分

解後には433%ま で上昇し、グルコ
ースの占

める害1合も上がった(図2)。 糖化酵素を用

いることでエタノール発酵に必要な発酵性

糖の量を増加させることが出来た。

一
次発酵開始から9日 日でエタノ

ール濃

度の上昇は止まり約 2.3%と なった(図3)。

二次発酵が終了した試料は若臭が残 り、

泡立ち、泡の保持が市販のビールに比較す

ると劣った。独特の風味を持つため単独で

用いるよりもブレンドして用いる使用法が

適すると思われた。本試験での二次発酵は、

約 3週 間で行い、熟成するには短い期間で

あつた。更に、二次発酵の温度、期間につ

いて検討する必要があると思われる。

浸出液  加 圧調理後 酵 素添加
24h後

図2 製 造工程中の精度変化

5             10            15
日数 (DAYS)

BT

5.00

4.00

$s.oor{
*z.oo

L00

0.00

鰤４８ｈ後

２
　
響
通
葡
うヽ
Ｌ
ミ
Ｈｏ
　
。

10013・8分

通風乾燥。70℃

浸出液

120℃ ・30分

ph4 5
糖化酵素添加
70℃・4 8時間

120℃ ・15分

10℃

補糖 ・打栓・10℃

アルコール飲料

―-69-―

図3 -次 発酵中のエタノール濃度変化



【コーンクッキーの試作試験】

試験研究の方法

試験にはピータ
ーコーン(P)とハニーバンタム(H)の 2品 種を用いた。ブランチン

グ後冷凍保存 したものを解凍し、ミキサ
ーにてペース ト状に潰砕 し試験に供 した。各

コーンペース トの主要成分の分析結果は表 1の通りである。

クッキーは、コーンペース トの固形分が小麦粉の約 10%および20%になるように調整

し、表 2の 配合にしたがつて混ぜ合わせ、180℃のオ
ーブンで30分焼成 した。放冷後

一

晩常温にて保存し、レオメ
ーターを用いて物性試験を行つた。また同時に、硬さ

。口溶

け等の官能評価を加えた。

実験結果 表 1 コ ーンペ
ース トの主要成分分析表

吸水試験の結果を図4

に示す。吸水率が高いほ

ど口溶けの良さを示すが、

P20、H10は比較的良好な

値を示 した。
一方、クッ

キーのもろさを切断によ

る破断強度にて調べた結

果を図 5に 示す。ここで

は、ピーターコーンがハ

ニーバンタムよりも良好

な値を示した。いずれも
※表中の単位はg

10%よ り20%の イ直が低く

なっているが、これは20%のものは生地中の水分が蒸散せずに内部に残るために、クッ

キーの表面は柔らかくなり、全体としてもしつとりとした状態になるためであると判断

した。この傾向は官能審査でも強くあらわれており、20%のものはいずれも噛んだとき

には柔らかいが、歯切れの悪さが残つた。香りや色は20%のほうが優れていた。

試験区                                試 験区

図4ク ッキーの吸水率                    図 5ク ッキーの破断強度

トウモロコシを原料としたアルコ
ール飲料は香 り、泡立ちがいわゆるビ

ール とは異

なるが、独特の風味を持つ発泡酒 として利用できることが示された。また、コ
ーンペー

ス トは食感を改良すればクッキ
ーに十分利用できることが示唆された。

水分 (%)  タ ンパク質 (%)  全 糖 (%)

ピーターコーン(P) 741 3.8 130

ハニーバンタム(H) 750 35 13.5

※各成分は以下の分析法により測定した。

水分 :70℃減圧加熱乾燥法

タンパク質 :ケルダール分析法

全糖 :ソモジーネルソン法

表 2 コ ーンクッキ
ーの配合

′1 コヽLお,  コーンヘ
・―スト    ,p 粉糖  マ ーカリン

コン トロール (C ) 200 50 70

P10およびH10 180    100 50 30 70

P20およびH20 160    200 30 70

Ｑ
くＥ
Ｅ
＼
、
じ
悩
懸
当
饉

試験区

図4ク ッキーの吸水率

要 約
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北方系機能性植物の食品素材化と新規加工食品の開発     (H7～ H9)

一ハスカップの抗酸化成分の含量と加熱処理による活性の消長
―

加工食品部農産食品科 田 中常雄 田 中彰 山 木
一史 中 野敦博

研究の目的と概要

近年、過酸化脂質と老化の関連が注目されるようになり、食品の抗酸化成分が第

二次機能(生体調節機能)として捉えられ、高 く評価されるようになってきている。

これまでの試験結果から、ハスカップにもその水溶性画分に、かなり強い抗酸化活

性のあることが確認されている。

これまで報告された種々の食品成分の抗酸化性の比較例を図 1に 示 した
1)。これ

らの成分の中で、ハスカップにはビタミンCや ビタミンEが 比較的多 く含まれてい

る。さらに、ハスカップにはその濃紫色の成分としてアントシアニンが含まれてお

り、それらも強い抗酸化活性を示す。ハスカップのアントシアニンについては、寺

原らが主成分のシアニジン 3-グルコシドと他にシアニジン 3,5ジ グルコシ ド、シ

アニジン 3ル チノシド、シアニジン 3-ゲンチオビオシ ドを同定 している
2)。
しか

し、その含量については明確にはしていない。

本研究では、ハスカップの抗酸化成分の量的目安を把握するため、アントシアニ

ンの定量を試みた。また、植物中の抗酸化成分の多 くは、水溶性のポリフェノ
ール

類 (アントシアニンもその
一種)に 属することから、その総量の定量を行った。さ

らに、加工製品中に抗酸化成分が保持されているかどうかを確認するため、加熱処

理後の抗酸化活性の消長について実験を行った。

試験研究の方法

(1)ア ントシアニンの定量 :袂穀 らの報告
3)に
準拠 して行った。定量は色素の標準

品が入手出来たシアニジン3-グルコシ ドとシアニジン 3ル チノシ ドで行った。

(2)ポ リフェノールの定量 :桑原らが改良したf01in denis法に従った
4)。
但 し定量

値はクロロゲン酸として算出し、アスコルビン酸含量の補正は行わなかった。

(3)抗 酸化活性試験 :ロダン鉄法とTBA法 による分析を行った
5)。
値は
′
Frolox相

当量 (mM)に 換算 して表示 した (値が高いほど抗酸化活性は高いことを示す).

(4)加 熱処理 :ハスカップ果汁を包装後、加熱なしと60°C温浴中30分、80°C温浴中

30分、沸騰浴(100°C)中 30分、120°Cレ トル ト殺菌装置中30分の加熱処理を行った。

実験結果

ハスカップ中のポリフェノールなどの含量を表 1に 示 した。アントシアニンの定

量には種々の方法があり、その値はかなりばらついている。今回用いた方法と同様

の測定によれば、イチゴのアントシアニンの総量は、6.50～29.60mg/100gと報告
3)

されており、ハスカップのアントシアニン含量の多さがうかがえる。津志田は、我

が国で栽培されたブル
ーベ リーのアントシアニンは新鮮物で200mg/100g程度である

と述べており
1)、ハスカップのアントシアニン含量はブル

ーベ リーと同等かやや多

いものと思われる。

加熱処理による抗酸化活性の変化を図 2, 3に 示 した。図から判断 して、加熱な

しから100℃加熱までは過酸化脂質生成阻害活性を示しているのに対 し、120°C加 熱

では一旦生成 した過酸化脂質の分解促進作用を起こしているものと思われる。この

ことから、ハスカップの抗酸化成分は、100°Cま での湯殺菌では変化 しないがレトル

ト殺菌では変質するものと思われた。
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図 1 食品成分の抗酸化性の比較

図 2  包 装後に加熱 したハスカップの
果汁の抗酸化活性 (ロダン鉄法 )
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図 3 包 装後に加熱 したハスカップの

果汁の抗酸化活性 (TBA法 )
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4  要 約

(1)ハ スカップはポリフェノールを460mg/ 1 0 0 g、アントシアニンを216mg/ 1 0 0 g以上

と比較的多 く含み、強い抗酸化活性を有 している。

(2)ハ スカップを加熱処理 しても、100°C30分 (通常の湯殺菌程度)ま では抗酸化活

性は目に見えて低下することはない。

(3)ハ スカップをレトル ト殺菌 (120°C30分)す ると、過酸化脂質生成阻害活性はな

くなって過酸化脂質分解促進作用を有するようになり、その作用は変化する。

参考文献

1)津 志田藤二郎 :食品工業,40(16 ) , 3 4 ( 1 9 9 7 ) .

2 )寺 原典彦 。坂梨智昭 ・津久井亜紀夫 :」.HOme E c o n . J p n . , 4 4 , 1 9 7 ( 1 9 9 3 ) .

3 )根 穀豊 ・福原公昭 。斎藤勲 。大田英明 :日食工誌,42,H8 ( 1 9 9 5 ) .

4 )桑 原秀明他 :長野県食品工業試験場研究報告,13,49 ( 1 9 8 5 ) .

5)Reiko lnatani et al. : Agric.Blol.Chem., 47(3),521(1983).

(共同研究機関 北 海道大学農学部 北 海道東海大学工学部 北 海道文教短期大学 藤 女子

短期大学 雪 印種苗(株)(株 )のうきょう興産 千 歳市農業協同組合)

―-72-―



水産未利用資源を用いた食品素材の開発 (H8～ H10)

―ホタテ軟体部から自己消化酵素および市販酵素を用いたエキス生産方法の検討と官能評価
一

応用技術部 生 物工学科 池 田隆幸 八 十川大輔 中 川良二 長 島浩二

1 研 究の目的と概要

古くから日本人は水産物の多様な味を楽しみ、穀類やマメを原料とした発酵調味料

とともに独自の魚文化を築いてきた。魚介類をそのまま食すると同時に、鰹節、コン

ブのだしおよび魚醤などうまみ調味料としても盛んに利用してきたという歴史がある。

一方、北海道においてホタテは栽培漁業の中隔であり、平成 6年 度の水揚げ実績は

37万 トンを越え過去最高を記録 した。しかし中腸線、いわゆるウロを含む軟体部は

カ ドミウムをはじめとする重金属蓄積のため、また貝殻や付着物はほとんど利用され

ることなく産業廃棄物として埋め立てや焼却処分され大きな社会問題となっている。

ワーキンググループを組織して検討した結果、伝統的魚類調味料である魚醤をモデル

にホタテ軟体部を原料とした調味料開発の研究を進める。

2 試 験研究の方法

ホタテ加工残澄

ホタテの加工残澄は、平成8年 2月 に噴火湾で捕れたホタテの貝柱をのぞいた部分

を-20° Cで 凍結保存し、毎回同じロットの加工残澄を用いた。

酵素分解の方法

ホタテ加工残澄は、解凍洗浄後ワーリングブレンダーを用いて細かく粉砕し105°C

5分 の加熱で殺菌した。冷却後、プロテアーゼを全体で終濃度0.6%に なるように加

え50°C4時 間の反応を行った。酵素は天野製薬 (株 )の プロテアーゼSおよびプロテア

ーゼAを等量用いた。分解終了後、105℃5分の加熱によリプロテ
ーゼを失活させたの

ち、遠心分離を行い上清をエキスとして使用した。

分析方法

アミノ酸分析は酵素分解したエキスを分子量10,000の限外濾過した後、フェニルイ

ソチアネー トを反応させPTC化 (フェニルチオカルバモイル化 )し 、逆相かラムの高     、

速液体クロマ トグラフィーで分析した。重金属の測定はマッフル炉で乾式灰化後希塩

酸に溶解して原子吸光法でカ ドミウム、鉄、銅および亜鉛を定量した。

カ ドミウムの除去

食品添加用の活性炭および陽イオン交換樹脂 (オルガノ製 )を pH3に調製したエキ

スに添加し、室温 1時 間攪拌後遠心分離した上清を金属分析に供した。
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実験結果

アミノ酸組成の結果を表 1に 示した。アミノ酸はグリシン合量が最も高く、ついで

タウリン、アルギニンという結果が得られた。エキス中には必須アミノ酸の中でも機

能性が高いと考えられているこのようなアミノ酸が非常に多く合まれていることが明

かとなった。アミノ酸の総量も酵素分解で約 5倍 まで高められた。また、金属組成を

調べたところ (表 2)、 いわゆる中腸線をのぞいて酵素分解することでCdが存在はじ

ているがお米の基準 (lppm)よ りも低いことが判明した。また、最近注目を集めてい

るZn濃度が高いことはアミノ酸組成と合わせこの素材が非常に優れていることを示し

ている。

Cdの除去試験を行ったところ、活性炭ではCdを除 くことができなかったが、陽イオ

ン交換樹脂を用いた試験ではCd濃度が0.1%以下となり、食品用としても十分な値であ

ると考えられた (表 3)。

表 1 エ キス中のアミノ酸組成
アミノ酸 (μ g/gエ キス)

ホモケ
・
ナイス  自 己分解5日  0.6%酵 素分解

アスハ
°
ラキ
・
ン&アスハ
・
ラギン酸

グルタミン&グルタミン酸
セ リン

グ リシン

タウリン

アルギニン

スレオニ ン

アラニン

プロリン

チロシン

バ リン

メチオニン

システイン

イソロイシン

ロイシン

フェニルアラニン

リジン

ND

l17

153

2241

1063

193

33

174

25

126

ND

30

ND

ND

2 8

180

159

735

194

602

177

346

71

216

36

105

247

628

571

1305

769

343

8067

3803

1428

497

856

146

600

299

800

247

471

1336

1241

1361

３７
５０
４３
６９
∞

１

３

，
“

８

２

４

２

合計 11727 23569

金属濃度 (ppm)

ホモシ
'ナ
イス
'自
己分解5日 0.6%酵素分解

表 2 エ キス中の金属 表 3 Cdの 除去
Cd     へ

°
フ
°
チト
'

処理     (pp口 ) (ng/ml)

pH3 0.61

陽イオン交換  0.09
涯EttLらそ0.25°/0   0.73

Cd  O.387

Fe 2.520

Cu  O.347

Zn 3.133

0.213

6.827

0.373

5.444

0.340

2.700

0.300

2.427

24.75

17.60

14.76

4 平 成 10年 度計画

○カ ドミウム除去法の確立 ○ホタテエキス製造法の確立

(共同研究機関 :酪農学園大学、北興化工機(株)、東海物産(株)、大同ほくさん物流(株))
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水産未利用資源を用いた食品素材の開発

―機能性成分の評価方法の確立 と探索―

(H8-Hlo)

水産食品科 大 田智樹 佐 々木茂文 西 田 孟

1.研 究の 目的 と概要

最近,食品中の生体調節機能因子に関す る研究が活発に行われるようにな り,食品

設計や製造に応用 されつつある。食品中の健康機能因子を明らかに し、それ らを利

用 した食品は今後も増大するものと予想 され、従来の食品との差別化により、より

高付カロ価値型の製品展開が期待 され る。食品の機能因子の中でも特にがんや高血圧

予防、また、老化や様々な疾病発症に関与す る生体内酸化 を抑制す る成分に関 して

多 くのアプローチがなされている。

この研究ではホタテガイ軟体部か らエキス製品を製造 し、それ らの中か ら機能因

子を様々な観点から探索 し、健康特性をアピールポイン トとした製品開発 を行 うこ

とを目的 とした。本年度は抗腫瘍性 と糖尿病予防因子に関する機能性因子の探索を

行った。抗腫瘍性に関 して培養動物細胞を用いる評価法、また、糖尿病予防因子に

関 しては酵素阻害法による評価方法によって機能因子の探索を試みた。

2.試 験研究の方法

ホタテガイ軟体部か ら各種プロテアーゼにより分解調製 したエキス 4種 (A:プロ

テアーゼ、ヌクレアーゼ B: P N Dエ キス、c:プロテアーゼェキス、D:中腸腺含有エキ

ス)を 凍結乾燥 したものを試料 として用いた。試料はそれぞれ 10m g / m lになるように

リン酸buf f e rまたは蒸留水に溶解 し、機能評価に用いた。培養動物細胞による抗腫

瘍性は正常細胞 としてマ ウス由来Bal b 3 T 3 A 3 1および悪性腫瘍細胞 として3′「3をSV4 0で

トランスフォームしたsVT 2を用いて各細胞種に対する致死作用を比較 し、検討 した。

致死作用は培養 した細胞に試料を添加 し、24時間培養 した後、WST  l法により細胞の

生残数を求め、その致死作用を検討 し、試料の抗腫瘍性を評価 した。すなわち、細

胞を前培養 したマイクロプ レー トにWST  l溶液を10μ lずつ添力日してよく混和 し、3

7℃で3時間インキュベー トして呈色 させた後、マイクロプ レー トリーダーで測定波

長415 n m ,参照波長630 n■の吸光度を測定 した。細胞の生残率は次式により求めた。

生残率 (% ) = ( C― B) / ( A - 3 )× 10 0

A : P B S ( )を 添加 して培養 した細胞の吸光度

B:培 地の吸光度

C:試 料を添加 して培養 した細胞の吸光度

糖尿病予防因子の探索は食後高血糖を引き起こす原因 となる、 α―グリコシター

ゼの阻害能を調べ、血糖値上昇抑制因子の機能評価を行った。 α ―グリコシターゼ

阻害活性の測定は酵母由来のα―グリコシターゼを用い、pニ トロフェニルーα―グ

ルコピラニシ ドを基質 としてマイクロプレー トリーダを用いる測定を行い、得 られ
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た吸光度から阻害率を算出 し、試料の阻害活性 を検討 した。

3.実 験結果

ホタテガイ軟体部から調製 した4種類のエキスを培養動物細胞に添加、培養 したと

きの細胞の生残率を図に示 した。4種類のエキスの うち、AとDの試料は正常細胞およ

び悪性腫瘍細胞の両細胞の増殖に対 してほとんど影響 しなかった。B、Cの試料は悪

性腫瘍細胞S V T 2に対 して致死作用を示 したが、正常細胞A31に対する致死作用は弱 く、

細胞への致死作用に選択性が認められた。 このことは癌細胞を特異的に致死 し、正

常細胞への影響の少ない成分の存在を示 してお り、食品の機能性因子 として優れた

特性 を持つものと期待された。本実験で用いた細胞はマウス由来の細胞であ り、ヒ

ト癌細胞を含むその他の細胞での活性についても今後検討 しなければならない。 さ

らに、本活性成分については単離精製を進め、活性成分の諸性質や細胞 レベルでの

機能解析を試みる必要がある。

α―グル コシターゼは食後血糖値 を上昇させ る酵素であ り、本酵素を阻害す るこ

とにより糖尿病の発症抑制が期待される。そこで、本酵素の阻害活性を指標 として

各種エキスの機能評価を行つた。その結果、 4種 類のエキスは全て阻害活性を示 さ

ず、本エキス中には少なくとも10皿g/ m l以下で阻害す る成分の存在は認め られなかっ

た 。

A : P H D エキス B :ウロ含エキス6時口 C : フ
・
ロテ7 -セスクレアーセエキス D :フ

・
ロテ7 -セエキス

国 各種ホタテエキスの培養動物細胞に与える影響

4.要 約

ホタテガイ軟体部から調製 したエキスの抗腫瘍性および糖尿病抑制因子に関する

機能評価を行った。抗腫瘍性については分析 した 4種 のエキスの うちPNDエキスおよ

びプロテアーゼで処理 したエキスに正常細胞に対する毒性の低い抗腫瘍活性が認め

られた。他の 3種 はいずれも両細胞に対する影響は認められず、抗腫瘍性は示 さな

かった。また、糖尿病抑制の指標であるα―グリコシターゼ阻害活性はいずれの試

料においても認められなかった。

5.平 成 10年度計画

(1)培 養動物細胞を用いた機能評価法を指標 として抗腫瘍性因子の精製 と解析を試みる。

(2)ヒ ト細胞を含む新たな培養細胞系を用いて生理活性を評価する。

(共同研究機関 :酪農学園大学 ・北興化工機 (株)。東海物産 (株)。大同ほくさん (株))
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食品の微生物制御における遺伝子工学技術の応用に関する研究 (H8-H10)

応用技術部生物工学科 長 島浩二 池 田隆幸 八 十川大輔 中 川良二

研究の目的と概要

食品業界では、食品中の微生物管理は品質管理の最重要項 目であり、食品汚染菌の同

定は汚染防止対策を立 てる上で重要である。本研究では、衛生研 究所 と共同して、食品

汚染菌、食中毒起因菌の遺伝子解析を行 うと共に、製造現場で出来る簡易で迅速な、遺

伝子診断に基づ く微生物検査法を開発することを目的としている。本年度は、松前漬と

塩辛の ミクロフローラ解析 と遺伝子増幅法 (PCR )に よる一般生菌測定に関する検討を

行った。

試験研究の方法

(1)細 菌の分離 : 市 販の松 前漬 とA社の塩辛 4種 から、標準寒天培地を用 いて、

塗沫法により菌を分離 した。塩辛の場合は3%食塩 を添加した。培養は37℃ (松前漬 )あ

るいは30°C(塩 辛 )で 24か ら48時間行った。

(2)塩 基配列に基ずく細菌の同定 : 平 成 8年 度事業報告の85ページを参照のこと。

(3)1 6 S r R N A遺 伝子の増幅 による細菌の検 出 : AD *、 CK*及びE」*のプ ラーマー ・

セ ット (平成 7年 度事業報告の64ページ参照 )を 用 いて、94℃ 30秒 ・55°C15秒 ・72°C

30秒の反応 を27サイ クル行った後、2%アガ ロースゲル電気泳動により増幅産物を検出

した。

実験結果

(1)ミ クロフ ローラの解析

松前漬から標準寒天培地によって分離 された23個のコロニーについて16Sr R N A遺伝子

の塩基配列を解析 した結果、Sraρゎy′οcocc u s属 、励crοcoc c u s属 、Fηrerοcοccu s属 、

3ac′′′us属 およびMoraχθ′′a属 の菌種が存在することが明らかになった。前四者は腐敗 ・

変敗菌とな り得 るので注意を要すると思われた。

4種 のイカ塩辛からは3%食塩添加標準寒天培地を用いて菌の分離を行 い、塩基配列を

決定 した。塩分濃度はいずれも5%前後 でゴロ添加量が0～ 13%の製造直後 の製品で あっ

た。検出 され た主 な菌種はStaρ力y′οcOcc u s属 、ИcrοcOc c u s属 、 Enf e r O c o c cυs属 、

3ac′′ノυs属 、ソ′b″0属 、Pseυdomοnas属 、 コ リネ型細菌の Brθ y′bac rθ″υm属 及 び腸内

細菌群のSerr a t i a属であった。塩辛は熟成に伴いフローラの中でSfaρわ/ノOcO c cυS属 が優

勢になることが知 られているが、今回の場合、製造直後でもあり、上記のような各種の

菌が検出されたと思われる。イカゴロの添加量 との関係か ら見ると、ゴロ添加量が多い

製品ほどStaρわy′οCOCC u s属 が検 出されな くなった。 この ことは、イカゴロを多 く添加

した製品では熟成期間中の製品管理に十分注意する必要があることを示 している。

(2)P C Rに よる一般生菌数測定の検討

PCRによる一般生菌数測定のための内部標準をAD*、 CK*、E」*フラグメン トにつ いて

作成 した。 これ らのフラグメ ントの検 出感度を爽雑DNAの存在下、 PCRのアニー リング
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温度 を変えて (53、 55、57、 60°C)検 討 した (図 )。 その結果、プラーマー ・セ ッ ト

CK*では、55、57、60°Cで 非特異的なDNAフラグメン トが増幅 されたため、実用できな

いと判断 した。また、プラーマー ・セ ッ トAD*で は、検出感度が反応チューブ当た り

103個細菌であ り、感度不十分 と判断した。 これに対 し、プラーマー ・セ ットE」*では、

非特異的なDNAフラグメン トの増幅 もな く、検出感度 も反応チュープ当た り10個細菌 と

高いことから、 このプラーマー ・セ ットを一般生菌数測定に使用することとした。

細菌数 (個)相 当/チュープ

AD'       CK'        E」
・

1   102    1   102    1   102

10  1030  10  1030  10

アニーリン

グ温度

5賞

53CC(AD・)

5iR3(CKナ/E」
・
)

6∝

図 PCRに よる内部標準フラグメントAD十,cK■,E」
十の検出感度の検討

矢印は内部標準フラグメントE」
十の増幅バンドを示している。

平成 10年 度計画

1)生 菌 と死菌をPCR法で区別するための検討を行う。

2)食 品中の一般生菌数を培養法 とPCR法で測定 し、相関を見る。

(道立相互 :衛 生研究所 )

1 0 3
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2.

抗菌殺菌作用を有す る光半導体皮膜の形成 に関す る研究 (H9～Hll)

発酵食品科  柿 本雅史 田 村吉史 濱 岡直裕 浅 野行蔵

研究の目的と概要

酸化チタンは 400nm以 下の紫外線を受けると、空気中の酸素や水分を活性酸素に変化

させる光触媒作用を持っている。活性酸素に殺菌作用があると言われている。

溶射やメッキ法などの表面処理技術は機械装置の耐食、耐摩耗性向上を目的に広く

利用されてきた。本研究は、溶射やメッキ法によつて基材表面に光半導体機能を有す

る酸化チタンの皮膜を形成させ、抗菌殺菌作用を付加する技術を開発 し、食品加工業で

の加工機械や装置類への応用を目的とした。現在、光触媒作用の抗菌力に関する適切

な評価方法は確立されていない為、本年度は工業試験場にて作成した溶射試料に関し、

評価方法を中心に検討した。

試験研究の方法

1)評 価方法の検討

評価方法の基本は、試料表面 25cポ当たり0 5mlの菌液を均
一に拡げ、蛍光灯を試

料表面より約 20cmの 距離で所定時間照射後、回収した菌液の生菌数を比較する事で

ある。当初実験テ―゙夕は、ばらついた。原因は、蛍光灯の放熱が試料表面の菌液を乾燥

させ、菌が死滅する事によるものであった。乾燥を防ぐ為、種々の方法を検討した結

果、図‐1に 示す方法は、12時 間の照射試験でも試料表面の乾燥が防げ、菌への影響

も少なく評価方法とした。

2)試 料の抗菌殺菌効果の検討

ステンレスタ岡(50X50X4mm)を 基材に処理を

し試料とした (表‐1)。

大月易菌 憂殆“αゴθカカ 6θtt JCM1649Tを、滅

菌生理食塩水にて菌数を 10～50X10Sch/ml

に調製 し供試菌液とした。

① 蛍光灯照射試験

全試料に蛍光灯を 12時 間照射し、回収

菌液の生菌数を比較した。試料面の照度は

約 4500Lux、紫外線強度は約 001mw/cポ

であった。

② 紫外線ランフ
°
照射試験

減薗プラシヤーレの底面に
減菌済み濾紙を置き、減菌
水にて湿らしておく。

減菌した試料表面に所定量

9軍」乳完′≦L兵ノPI,シプを
照射する(照射区)。対照とし
てアルミ箔で覆つた遮光区を
設ける。

減薗済みポリ袋にプレートを入れ、
1 0 m lの減菌生理食塩水を添加して
プレートを洗浄し、菌を回収する。
これを回収菌液とする。

/__」lil〔
を照射

/
苗 数 測 定

油
日
ヽ

し
、
用

と

を

数

地

薗

培
の

天

液

寒

菌

準

収

標

回

は
は
密
一
九

価
測
行

評
数

て

試料 A、 B、Eに 対し、紫外線ランフ
°
(フ
゛
ラック    図 ‐1 評  価  方  法

ライト蛍光ランプ)を 3時 間照射 した。本ランプは、酸化チタンの光触媒励起波長である 360nm

付近の紫外線を多く含有するが、250nm付 近の殺菌線は含まず殺菌効果は無い。
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処理方法   ＼    試 料番号 A B C D E:対照

基材 (ステンレス) ○ ○ ○ ○

酸化チタンを溶射 ○

基材に絶縁物のアルミナを溶射 ○

酸化チタンとニッケルの混合物(9:1)を溶射 ○

光触媒用酸化チタンコ
ーティンク
゛
剤をへ
°
イント ○

市販酸化チタン抗菌フ
°
レート ○

試料面の紫外線強度は約 07mW/cぽ であった。

表‐1 各 試料の処理条件

3. 実験結果

① 蛍 光灯照射試験

A、 Dの 抗菌効果は低

く、光触媒用酸化チタンを

用いた Cの 照射区では

抗菌効果が最も高かつ

た(図‐2).酸 化チタンの光

角虫媒能が C で は肩訂く

A、 Dで は低かつたと推

察 した。Bで の抗菌効

果は遮光区でも菌が大

きく減少しているので、

光触媒効果によるもの

ではなく、菌液中に溶

出したニッケルイオンの影響に

よると考えた。

② 紫外線ランフ
°
照射試験

酸化チタンを溶射 した

A、 Bに 紫外線ランプを照

射 した。蛍光灯に比ベ

紫外線強度は強くなり、

橿

萩

ｅ

（モ

ゝ

ｔ

）
橿

細

期

褻

―

薇

萩

ｅ
（雇

ゝ

ｔ

）
薇

楓

鋼

襲

―

A

図-2蛍
B      C

光灯試験の

D       E

回収菌液生菌数

A             B             [

図-3 紫 外線試験の回収菌液生菌数

光触媒能が高まり菌は死滅 した(図‐3)。溶射技術の検討により、酸化チタンの光触媒能

を高めると抗菌効果の高いフ
°
レートが開発出来ると思われた。

平成 10年度計画

1)酸 化チタンの光触媒能が高まり抗菌効果の高い溶射、メッキ技術の検討

2)黄 色ブ ドウ球菌など他の菌種に対する抗菌効果の検討

国照射区

日速光区
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魚皮コラーゲンの食品素材としての製造 ・利用方法に関する研究    (H 9 )

応用技術部食品工学科 清 水英樹 熊 林義晃 河 野慎一 山 崎邦雄

1 研 究の目的と概要

現在、コラーゲンは食品素材や医用材料などをは じめ、種々の分野で利用 されて

いるが、それらは牛、豚などのほ乳類由来のものである。一方、魚類コラーゲンは

その性質等について研究はされているが、国内において実用化には至っていない。

本研究では、水産加工廃棄物の魚皮の主成分であるコラーゲン (ゼラチン)に 関

し、その食品素材化を目的として、原料皮の種類 ・抽出条件 。乾燥方法等について

検討を行った。また、食品素材としての利用法についても検討 した。

2 試 験研究の方法

ゼラチンの抽出は、 「水洗―EtOH脱脂 ―温水抽出―活性炭処理 ―乾燥」を基本と

して以下の検討を行 った。また、得 られたゼラチンについて、溶液の透過率 。ゲル

強度 。ゲルの融点を 」 IS規 格K65031 9 7 7に準拠 して演1定し、比較評価 した。

原料皮 大 量に入手可能な、サケ 。マス ・タラ ・カレイの皮を原料とした。この

時の抽出条件は80℃、 2時 間とした。

抽出温度 。時間 高 温短時間(100℃ 30min、80℃ 2hr)および低温長時間(50°C―

16hr)を抽出条件とした。なお、原料にはサケ皮を用いた。

乾燥方法 サ ケ皮を原料とし、通風乾燥、凍結乾燥、 ドラム乾燥、噴霧乾燥によ

り乾燥 し、種々の形態の乾燥ゼラチンを調製 した。この時の抽出条件は80℃、 2時

間とした。

利用方法に関する検討  1%の マス皮ゼラチンを添加 した茶碗蒸 しを試作 し、凍

結解凍後の離水量を調べた。また、官能試験として10人のパネラーが味、食感、に

おいの 3項 目について評価 した。なお、ゼラチン無添加、市販牛ゼラチンを同様に

添加 したものの 2種 を比較対照とした。

3 実 験結果

原料皮 結 果を表 1に 示 した。ゼラチン溶液の570n mにおける透過率はいずれも約

90%前 後と高 く透明な溶液であった。また、ゲルの融点はマスの16.4°Cに 対 しサケ

・タラ ・カレイは13.4～13. 9°Cと 若千差が認められたが、いずれも市販の牛ゼラチ

ンの融点(26. 2°C)よ りも低値を示 し、これらの魚皮ゼラチンに特有の性質と考えら

れる。ゲル強度は、最大のカレイで274g、最小のサケで123gと大きな差が認められ

た。 しか し、複数ロットのサケ皮を用いた同様の抽出試験の結果、ゲル強度にかな

りの差が認められていることから、加工工程で皮が取 り出された後の保存条件 も、

ゼラチンの性質に影響を与える要因の一つと考えられる。従って、本試験における

ゲル強度の差が、原料皮の違いによるものかどうかについてはさらに検討が必要で

ある。なお、表には記載 していないが、収率はいずれも原料皮に対 し約15%とほぼ同
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様の値であった。

表 1 各原料皮から抽出したゼラチンの物性値

サ  ケ マ  ス タ  ラ カ レイ

透 過 率

ゲル融点

ゲル強度

84.6

1 3 . 9

1 2 3

8 5 . 9

1 3 . 6

274

( % )

(°C )

( g )

9 2 . 9

1 6 . 4

2 0 7

9 0 . 5

1 3 . 4

132

抽出温度 。時間 実 際の製造現場における作業を想定 した場合、抽出時間は前後

の工程が同じ日に行える程度に短いか、一晩放置できる程度の長さが望ま しい。50

°
Cで 16時間抽出したゼラチンは、透過率 。ゲル強度が極端に低 く、SDSt t P A G Eで調べ

た結果、本来みられる高分子側のバン ドが認められなかった。このことか ら、この

条件下では、何 らかの要因によるゼラチンの分解 ・低分子化が起こっていると考え

られ、抽出条件としては高温短時間が望ましいことがわかった。

乾燥方法 各 乾燥方法により得たサケ皮ゼラチンを比較 した結果、 ドラム乾燥 ・

噴霧乾燥品における溶液の透過率が通風乾燥 。凍結乾燥品よりも低値を示 したが、

ゲル強度 。融点については差は認められず、同様の値を示 した。また、乾燥品はそ

れぞれ特徴ある形状を しており、特に噴霧乾燥品は球状粒子でハ ン ドリング性 も良

く、粒径 も乾燥条件により数 ミクロンから数十 ミクロンまでコン トロール可能であ

ることから、溶液の透過率を問題としない用途であれば、良い乾燥品と考えられる。

利用方法に関する検討 試 作 した茶碗蒸 しの凍結解凍後の離水率は、ゼラチン無

添加のものが8.6%で あったのに対 し、ゼラチン添加のものはサケ皮 。牛ともに離水

は認められなかった。また、官能試験の結果、凍結解凍前後において評価点に差が

な く良好であったのは、サケ皮ゼラチンを添加 したもののみで、ゼラチン無添加 ・

牛ゼラチン添加のものはいずれも凍結解凍後の評価が低かった。

要約

魚皮ゼラチンの食品素材化に関する検討を行った。

原料皮 。抽出条件 ・乾燥方法等の違いにより得 られるゼラチンの比較評価を行い、

その性質を把握 した。また、サケ皮ゼラチンの利用法に関 し、ゲル状食品の凍結解

凍時における離水防止に効果があり、それらの冷凍食品に利用できる可能性がある

ことがわかった。
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2 .

ワインのマロラクティック発酵乳酸菌の分離と解析       (H9)

発酵食品部 発 酵食品科 浅 野行蔵、濱岡直裕、田村吉史、柿本雅史

研究の目的と概要

ブ ドウ果汁は、酵母のアルコール発酵によってワインとなる。アルコール発酵

に引き続き起こる 2次 発酵がマロラクティック発酵 (MLF)で ある。赤ワイン

の味わいは、熟成用の樽およびボ トルの中で起こる MLFの 度合いに左右 され

る。

MLFは 、平L酸菌によって起こる。 リンゴ酸濃度の高いブ ドウ果汁では、酸味

が高く、飲みにくい。平L酸菌は、酸味の強い リンゴ酸を酸味の弱い乳酸に変換す

るため、ワインの味わいを改善すると同時に、独特の風味を付与する。MLFは 、

赤ワインにおいて、重要な過程である。

MLFを 起こす乳酸菌は、醸造の過程において特別に添加 しなくても、MLF

は起きている。おそらく、ブ ドウや樽あるいは蔵に常在 しているのかもしれない。

最近、16Sリ ボゾーマル RNA(16S rRNA)遺 伝子の塩基情報を解析 して、生物

の系統 ・分類をおこなうようになってきた。これは、ほとんどすべての微生物に

おいて 16S rRNTAが存在 し、この遺伝子配列は、近縁なものはよく似てお り、遠

縁な物はあまり似ていない、とい うように、進化 ・系統分類を推察する有効な方

法であることがわかってきたからである。

池田町産ワインのMLF菌 については、これまでも研究されてきたが、分子生

物学的なアプローチは行われていなかった。

本研究においては、池田町で醸造され、2次 発酵中の赤 ワインから菌を分離 し、

それ ら菌株の 16S rRNA遺 伝子 (16S rDNA)を 解析 し、ワインの 2次 発酵中に存

在 している菌種を分子生物学的に特定することをめざした。

試験研究の方法

1)菌 の分離

池田町で醸造され、 2次 発酵中の 8種 類の赤ワインを遠心 し、微生物を濃縮 さ

せ、BCP寒 天培地およびGAM寒 天培地に塗布 した.培 地にはシクロヘキシミ

ドを加え酵母の生育を抑制 し、酸の生成をマーカーに菌を分離 した。 BCP寒 天

培地は好気的に、GAM寒 天培地は嫌気的に 30℃ で 3～ 4日 間培養 した。

2)16S rDNAの 角夕折

生育 した幾つかの菌株からInstaGcneMatrix(Blo‐Rad Lab)を 用いてゲノム DNA

を回収 した。これをテンプレ‐ 卜として、約 1500 bpにわたる全 16S rDNA領 域

を増幅する PCRを 行った。プライマーには、16S rDNAの 中で保存性の高い幾つ

かの領域のうち、両端にある塩基配列を利用 した。
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電気泳動で増幅産物を確認後、
一
部を制限酵素 EcoRIで消化 し、RFLPを 行 う

とともに、サイクルシーケンス法で上流狽1約300bpの塩基配列を決定した。決定

した塩基配列は、インターネットを通じ、東京大学医科学研究所ヒトゲノムネッ

トサーバーで相同性の検索を行った。

3.実 験結果

好気的条件下で合計 74株 が分離され、樽につきそれぞれ 1株 について 16S

rDNAの 塩基配列を決定 した。データベースで検索 した ところ、これ らは

Gルθθ″θbαθた″θり,あ浴 と 100%の相同性を持つ菌株、Pαθ″力αθノ′ルs麟″郷 と93%の

相同性を示す菌株、Иθιrθbαθ′θ″ッルタ″と89%の相同性を有する菌株であり、乳

酸菌は極めて少ないことが示唆された。

Gルεθ″οbαε′θ″ ⊆ガ"Sは ブ ドウ糖を酸化 してグルコン酸を産生する菌、

/θ̀′θιαε′θ″ ッ′ノ″夕″ はエタノ
ールを酸化 して酢酸を産生する菌である。また、

Pαθ″ノbαεブノノガ ノα夕′ガは、Bαθブ肋∫属から再分類された新しい種属に属する窒素固定

菌である。 Pαι″ブιαθノ肋∫属は、16S rDNAの違いによってのみ分類され、従来の

表現型による分類では他のB“ノノ/trs属菌と区別ができなかった菌種である。

また、嫌気的条件下では、合計 28株 が分離されたが、RFLPで は 2群 に大別

された。各群から1株ずつについて 16S rDNAの塩基配列を決定し、相同性を検

索したところ、平L酸菌P`″θθθθε夕.5ρ″″ルsと窒素固定菌Pαι″ノbαεブ〃夕sルタr夕∫と類

似 していた。

この結果は、 2次発酵中のフインには、MLFに 関与すると考えられる乳酸菌

のほかに、酢酸菌や他細菌が混在していることが示唆され、条件によつては、M

LFが 起きずに逆に酒を駄目にしてしまうことも有りえる、微妙なバランスの上

でワインの2次発酵が進んでいることが明らかになった。

4.要 約

マロラクティック発酵中のワインから微

生物を分離し、16S rDNAの 塩基配列から

微生物の同定を行った。ttL酸菌 として

P`″οεθθ"s属 菌種のほかに、Gノtrcθ″θらαθ″″

属の酢酸菌や Pαθ″力αεブ肋∫属菌株が存在 し

ていることが示唆された。条件によつては、

MLFが 進まない可能性を秘めた微妙なバ

ランスの上でワインの2次発酵が進んでい

ることが明らかになった。

(共同研究機関

増幅 させた 16S rDNA

池田町ブドウ。ブドウ酒研究所)
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通電加熱を利用した包装食品加熱手法の調査研究     (H9～ H10)

応用技術部食品工学科 熊 林義晃 河 野慎一

1 研 究の目的と概要

食品を加熱する場合、熱源として水蒸気、熱水等の熱媒体によって間接的に加

熱する方法が一般に用いられている。殺菌等を目的として加熱する場合、設定さ

れる温度条件は、包装された食品中央部に位置する固形物の中心部という最も加

熱されにくい部分に適用されなければならない。この加熱処理では、液状物や固

形物外表部が過加熱となるため、食品の品質にとって好ましくない。

通電加熱技術は、食品自体を電気導電体とみなし、交流電流を流すことにより

食品自体を直接発熱させる技術であり、加熱効率が高いこと、迅速加熱が可能な

ことなどの特徴を有している。食品の加熱工程に導入できる手法が開発できれば、

これまでにない良質な包装食品を開発できる可能性がある。

今年度は通電加熱技術を食品の加熱に利用するための基礎的な試験を行つた。

2 試 験研究の方法

加熱用の試料はじゃがいも (ニセコ産だんじゃくLサ イズ)を 用い、剥皮後中

心部を一辺 3cmの 立方体としてくり貫いたものを使用したc

通電装置は交流電源 (東洋アルミユウム S∪PER」OULE920HF)と 交流電力調

整器 (富士電機 RPBE2040)と を用いた。

じゃがいもの導電率は、試料を2枚の電極板 (寸法 5.2x8cm)で 上下に挟み、

300gの 荷重を上部電極にかけながらインピーダンスメーター (日置電機 3531)

を用いて測定した。試料は、生のじゃがいもと70℃のお湯で十分加熱し中心部ま

でα化させたものとを使用した。導電率の温度特性はウォーターバスで加熱し、

中心温度が所定温度に到達後取り出し、すばやく測定した。中心温度は測定専用

の同形のじゃがいもの中心部に熱電対を取り付けて測定した。食塩水の導電率は

導電率計 (東亜電波工業 CM14P)を 用いて測定した。昇温特性の測定は食塩水

中で行い、食塩水の濃度は0.3 mS/cm(0.01%)、 10(0.05)、 39(0.20)の

三種類用意した。景l皮した丸型じゃがいもも試料として使用した。

じゃがいもの硬さはレオメータ (サン科学 CR200D)を 用いて測定したc試 料

をプランジャーで2 mm圧 縮した時の荷重を硬さとしたc測 定用の試料には中心

温度が95℃に達した後、所定時間経過後取り出し、直ちに真空中で冷却して室温

にもどしたものを使用した。

3 実 験結果

図 1に導電率と温度の関係を示した。生のじゃがいもの場合、温度が20～40℃、

70～90℃の範囲では徐々に変化したのに対し、40～70℃の範囲では指数的に大

きくなつた。この変化はでんぶんのα化に対応したものと考えられるc α化した

じゃがいもは異なつた特性を示し、温度上昇と伴に徐々に大きくなつたc じゃが

いもの導電率はα化することによつて 0.lmS/cmの オ
ーダーから約 10倍 上がる

ことがわかった。食塩水の導電率は温度上昇と共に徐々に大きくなつたc温 度に
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よる値の変化は濃度が高いものほど大きかった。

図2に通電加熱時のじゃがいもの昇温特性を示した。 じゃがいもを浸漬する食

塩水の導電率が03mS/cmの 場合は液温に比べてじゃがいも中心部の昇温が速く、

3 9mS/cmの 場合は遅くなっている。1 0mS/cmの場合は60℃付近までは液温の

昇温が速く、60℃以後は逆転して中心部の昇温が速くなっている。図 1の関係か

ら導電率が大きく電流が流れ易い部位の昇温が速いことがわかった。

図3に通電加熱とボイルしたじゃがいもの硬さの比較を示す。同一時間加熱し

た場合通電加熱の方が柔らかい傾向があった。官能試験の結果、8～10分 ボイル

したものでも中心部にやや硬い部分が残っていた。通電加熱の4分 のものは外部

のみやや硬く、 6分 以降のものは全体的に柔らかくなった。

図4に 丸型のじゃがいもを 90℃の熱湯中で煮た場合と通電加熱を併用した場

合との中心部の昇温特性を示した。通常の加熱と通電加熱の併用で加熱時間が約

1/3に短縮された。α化して導電率が大きく変化するじゃがいもでも食塩水中で

その導電率を適当に設定することで中心部の迅速な加熱が可能であった。

通電力日熱は、じゃがいも等の固形食品を迅速に加熱する有効な手段として使用

できる可能性がある。

平成 10年度計画

・固形食品が複数個存在する場合の加熱特性の把握と装置化への検討
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2.

ブナザケ特異臭の同定と除去技術開発 (H6 V́H9)

加工食品部水産食品科 西 田 孟  太 田智樹 佐
々木茂文

研究の目的と概要

近年、秋サケの漁獲が増大し、それに伴いブナザケの比率も増加 し、ま
た輸移入

魚との競合による価格対策などで、その有効活用が求められているが、秋サケは
ブ

ナ度合が進むにつれ、ブナザケ臭が生じ、利用加工上、問題となって
いる。そこで

ブナザケ臭の究明と除去のため、本研究を行った。これまでの調査研究から、
ブナ

ザケの性状、利用状況を把握し、部位およびブナ度合による臭いについて官能評価

し、それらの差異を明らかにした。また、これ ら臭成分の捕集に
ついて検討 し、機

器分析およびスニッフイングにより、その特性を推察した。川ブナで官能的にそ
の

存在が若千認められるが、放置時間や加熱 (ボイル)に よる影響が示唆された。 さ

らに、サイクロデキス トリンの添加量やその方法によるマスキング効果について、

また水晒し脱水肉を調製 して比較検討 し、ミンス トミ
ー トの製造マニュアルを作成

する。

試験研究の方法

1)サ ンプリングおよびブナザケ臭のガスクロマ トグラフィ
ー (GC分析)と 官能評価

根室海峡産 (11.5)秋サケについてブナ度合、性別にサンプリングし、そのうち

ギンケ、Cブ ナおよび川ブナ♂の背肉および皮部を実験に供し、各試料10gの 臭成

分を前報に準じ、パ
ージ&ト ラップ (P&T)法でTenax TAに30分、吸着、 ド ライパ

ー

ジ、30分 (N235m1/min.)、捕集後、FLS 3(島 津)で 200℃ 30分加熱脱着、クラ

イオフォーカシングによりGC分析を行つた。内標として0.1%シクロヘキサノ
ール10

μlを添加 した。生肉の臭成分は室温で、加熱肉の臭成分は捕集びんを80℃ 30分湯浴

して捕集 した。また各試料について官能評価 した。

キャピラリーGC分析 使 用機器 :島津GC 14AH FLS 3 検 出器 :FID カ ラム

:TC WAX(0.32mm I.D*60m、膜厚0.25μm) キ ャリア
ーガス :He l.34m1/min.

スプリット比 :1:9 カ ラム温度条件 :35℃5min.35220℃ 5℃/min.220℃
-4min.

注入 口および検出器温度 :230℃

スニッフィングテス ト

におい嗅ぎアダプタ
ー (OD0 1)装置 (GL Sciences)により行つた。すなわちア

ウトレットスプリッタ
ーシステムでキャピラリーカラム出口を2方 に分岐 (Sniff

ing4,Om1/min FID 6.Om1/min)し、スニツフィングを行い、臭いの強さと特徴およ

びその保持時間を求めた。

2)GCお よびガスクロマ トグラフー質量分析計 (GC MS)による標品アルカン (C518)、 各

ピーク (揮発成分)お よび標準物質のKovats lndex(KI)の測定

各化合物の保持時間より算出した。
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3.

)GC MS分析 と臭成分の同定

G3000(GC)M2500型質量分析計 (日立)に よりGC条件は 1)He O.63m1/min.イ オ

ン化電圧70eV、EI法で行つた。臭成分の捕集は 2)の 方法で行い、TCT(Thermal De

sorption Cold Trap lnjector CHROMPACK)で濃縮、注入 した。

)ブ ナザケ肉のサイクロデキス トリン (CD)に よる処理

食添用分岐CD(分 岐CD 50%、全CD含量80%)を ごく少量の水に溶かし (一部、不

溶)、 または直接、試料肉に対し○～20%添加、混合 した。次いで 1)に より生およ

び加熱処理した。

実験結果

背肉の加熱 (ボイル)臭 について検討した結果、ギンケでは良好な加熱臭が感 じ

られるだけであるが、Cブ ナではやや不快な臭いの混じった、そして川ブナではい

わゆる魚臭とは異なる閾値の大きいかなり不快な加熱臭が生じる。

図 1に Cブ ナ♂加熱肉およびCD処理力日熱肉のマスクロマ トグラムを示した。図か

らはすべての揮発成分が抑制され、マスキング効果が認められた。

またMS解析およびKI(GC MS:500～1700 GC:500～1800)か ら各揮発物質の同定と

CDによる抑制率について検討する。

: , t  l l  F ' L E

II II

[ | |卜l P L E

[  | ‐ l

E  E l l _ l  l l∴―H

l  l l l  l二|

Lヒl144

T I l・l E [‖ I 1 1  1

4 i  l‐

= | ] ル,卜1  1 1 1 1

T I H E I 卜 l I卜1  1

4 1 ] 嘔

1 3 0日L I「1 1 - H

l l ] |〕

: |「, |「1  ' 1 ~
図 1  根 =海 峡産秋サケCプ ナ♂加熱肉 ( 1 )お よびC D処理加熱内 ( 2 )の マスクロマトグラム

要約

ブナ度合が進んだブナザケ肉の加熱 (ボイル)臭 中に不快な臭いが生じ、それが

ブナザケ臭の
一つと考えられた。また、その除去 (マスキング)の ためにはCDが有

効で、最適なCD処理条件を明らかにした。

”
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微生物 ・酵素等の高度利用による高付加価値化食品の開発

―酵素処理等による食肉の品質改善技術の開発
―

加工食品部畜産食品科 井 上貞仁

発酵食品部発酵食品科 浅 野行蔵

応用技術部食品工学科 山 崎邦雄

1.研 究の目的と概要

茅L用廃用牛肉等国内で発生する低品質食肉に微生物、酵素等を作用さ
せ、食肉の

硬さの原因となる結合組織たんぱくの分解を促進することにより軟化、改善す
る技

術及びこの活性制御技術の開発を目的に検討を行つた。初年度は
この肉質を軟化改

善するため、各種発酵食品等に存在するフ
°
ロテアーセ
゛
を実際に食肉に作用させ、そのた

んぱく分解効果、肉質軟化効果等について検討を行つた。

2.試 験研究の方法

試験用孝L用廃用牛肉のサンフ
°
ルは 8歳齢前後、枝肉重量 270～ 280 k g程度で屠殺後 6

日日 (測定 0日 日)の 半腱様筋 (M.sem i t e n d i n o s u s )を使用した。試料は廃用牛
の

同一個体から採取した半腱様筋より筋線維に平行に 2× 2× 5 cmの角柱状に切り出

し、試験に供 した。フ
°
ロテアーセ
゛
粗酵素給源として、試験に供する各種発酵食品 (福山

醸造株式会社提供)の 種類および調整方法を表 1に示した。

本粗酵素

配合剤に切

り出した試

料を浸漬 し

、5℃の冷

蔵庫で静置

保管 し
一週間毎に

一ヶ月間肉質の経時変化を演1定比較した。測定評価項目は水分の

変化、硬さの指標として生および加熱後の切断応力をレオメ
ーター (サン科学社)に より、

結合組織の加熱耐性の指標としてコラ
ーケ
゛
ンの加熱溶解性を HILLの 方法により、各粗

酵素給源のたんぱく分解活性の指標としては TCA可 溶成分の経時変化を測定した。

また軟化のメカニス
゛
ムを解明するため、日立走査型電子顕微鏡 S‐2400を使用し、細

胞消化走査電顕法により食肉の硬さに関与する結合組織膜 (筋周膜、筋内膜)の 微

細構造の廃用牛、肥育牛の比較及び軟化処理後の構造変化を観察した。

3.実 験結果

粗酵素剤に浸漬した軟化処理肉の水分の変化を図 1に示 した。水分は各粗酵素剤

の浸透圧により変化 し、ほぼ
一週間で平衡に達した。試験 I、 Ⅱの味噌が浸透圧が

高く、強い脱水効果を示した。図 2に 生肉での切断応力の変化を示 した。試験 I、

Ⅱの味噌は共に脱水の影響で、
一時的に硬さが増大する傾向を示 し、その後軟化 し

た。試験Ⅲ～Vは ゆるやかに軟化 した。図 3に 加熱肉の切断応力の変化を示 した。

( H 9～ 1 1 )

阿部 茂  渡 邊 治

熊林義晃

対照区 な  し

I 味 噌

Il

試験Ⅲ 油

Ⅳ

V

食  塩  4%、

味  噌 667%、

)味  噌 667%、

醤油麹 25%、

味噌麹 25%、

粕 醤油粕 25%、食塩

N●N0

NoN 0 looppni*it
は い

叫而一瓢一鳳一瓢

醤
一味
一鶴
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いずれの試験区も最初の一週間で急激に軟化 し、そ

の後ゆるやかに軟化が進行 した。今回の試験では試

験ⅢおよびⅣの麹類が特に強い軟化効果を示 した。

図 4に 結合組織の加熱耐性の指標である CoHagc nの

加熱溶解性の変化を示した。酵素を含まない対照区

は変化が無く、ほぼ平行に推移 したが、試験 I、 Ⅱ

の味噌および試験Ⅲの醤罵

油麹の加熱溶解性の上昇l=

効果は非常に大きかった罵
。また、図5にたんぱく驚
分解活性の指標として '・

・l

TCA可 溶成分の変化を示"

した。この結果は試験Ⅲ‖

の醤油麹、試験Ⅳの味噌 :

麹、試験Vの醤油粕に強 :

い分解活性がみ られた。 :「

~ず ~~了 ~丁 ~T~¬
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∞

“

∞

“

“

”

”

“

∞

３５

”

口2切 断略力 (■)のに時贅t  (・ 日,

口l水 分の経|1壼化

1    2    0    4(.日
)

口● 切断誌力 (加熱)の 経時壼化

ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ

●
■
ｔ
ｒ
ｅ

３
●
■
〓
“

図 6に 廃用牛および肥育牛の結合組織膜の SEMに よる観察像を示した。廃用牛は

肥育牛と比較 して筋周膜、筋内膜共肥育牛と比較 して厚 くしつかりとして、堅牢な

組織構造が観察された。図 7に 軟化処理
一
ヶ月の結合組織像を示 した。対照区の組

織構造は筋内1莫、筋周膜共よく保たれていたが、試験区はいずれも筋内膜は六角構

造の緊張がゆるみ、筋周膜も板状のタイトな構造がほぐれて、フ
°
,テアーセ
゛
によるとみら

れる膜構造の崩壊が観察された。

4.平 成 10年度計画

抽出された純度の高い酵素の利用は、酵素自体が高価でコスト高となることから、

本研究では発酵食品等に存在する粗酵素利用の可能性を検討 したが、これら粗酵素

でも十分な食肉軟化効果のあることがわかった。今後、粗酵素の活性、処理肉の品

質、加工適正等を総合評価 し、加工に適 した粗酵素源のスクリ
ーニンク
゛
および処理肉の製

品化を勘案 した活性制御技術の検討を行 う。

二・ヽ ・
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真核生物による有用タンパク質の大量生産技術の確立  (H 9～ H l o )

麹菌の宿主 ・ベクター系による食品加工用酵素の生産技術の確立

応用技術部生物工学科 八 十川大輔 中 川良二 池 田隆幸 長 島浩二

研究の 目的と概要

麹菌は、菌体外にプロテアーゼ、ァミラーゼ等のタンパク質を大量に分泌するこ

とが知 られている。 この性質を利用 して、外来遺伝子を麹菌に導入 し、目的タンパ

ク質を大量に生産させる試みが行われてきている。

本実験では麹菌にεοrtただtr 1 7′OZ  F sゼゴ由来のセルラーゼ遺伝子を導入 し、大量生

産 させることを目的としており、本年度は、ε.rοZ f 5ゴゴのセルラーゼのシグナル配

列の改変を行うこととした。

試験研究の方法

ε.rO Zお ゴゴのセロビオハィ ドロラーゼおよびエン ドグルカナーゼcDN A遺伝子のシ

グナル配列直後を解析 し、アミノ酸配列の改変な しに制限酵素サイ トを導入可能な

配列を検討 した。麹菌パsρθ″だZZυS O r y zαε M - 2 - 3株を遺伝子導入の宿主として用い

ることから、本菌の菌体外分泌酵素のグルコアミラーゼ遺伝子に着 目し、当遺伝子

のシグナル配列の19アミノ酸残基部分に相当するDNAを合成および酵素的連結反応 に

よ り作製することとした。ベクターとして用いるプラスミ ドpBP T及びε.rοZおzzセ

ルラーゼ遺伝子のシグナル配列直後の制限酵素サイ トとの連絡が必要なため、N―末

端およびC―末端に適切な制限酵素サイ トを有するように設計 した。さらに、シグナ

ル配列の内側に疎水性アミノ酸であるロイシンのス トレッチ (Le u―Le u―・・―Leu )を

導入 した際の発現量の差異を検討するため、本シグナル配列内にアミノ酸配列の変

更な しに導入可能な制限酵素サイ トθσ″HIを作製することとした。18～25塩基のオ

リゴヌクレオチ ド7本 (+鎖 及び―鎖)に 分割 し合成 した。

実験結果

ε.′ O Z  F s Jだの セ ロ ビオ ハ ィ ドロ ラ
ー ゼ お よ び エ ン ドグ ル カ ナ ー ゼ c D N A遺 伝 子 の シ

グナル配列直後を解析した結果、セロビオハイ ドロラーゼシグナル配列後7～9アミ

ノ酸残基日 (開始コドンから74～79塩基日)に T→Aの 1塩基置換により制限酵素

Pst Iサイ トが導入可能であることが判明した。この情報を元にPst Iサイ トを含む

プライマーを作製し、C―末端下流でこのcDNAがクローン化されているベクター内の

T7プライマーとともにPCRを行った。

―-95-―



更に、麹菌4.οryzαeグ ルコアミラーゼ遺伝子のシグナル配列 (θα″HIサイ トを

導入)お よびε.′οz Fsゴゼのセロビオハイ ドロラーゼ遺伝子のシグナル配列直後から

9アミノ酸残基目までの遺伝子に対応するオリゴヌクレオチ ドを

TCGAGATGGT CTCTTTTA 18me r gonyf l

ganyf?

gomyf3

gonyf4

GCTCTTGTCT CCCCccTCTC CcCCT   25mer

AGGATCCACC GTCCTCGCTC ACCAG   25mer

18me rATTGGCACGA ACACTCCA

の様に設計し、対応する― (マイナス)鎖 を

GGAGACAAGAGCTAAAAGACACCATC   gamyr5

ACGCTCGATCCTAGCCCGAGAGCGC    gamyr6

GTGTTCGTCCCAATCTCCTCACCCAGG  gamyr7

の様に設計した。

これにより、

χ力ο I θa17 HI

TCGAGATGGTCTCTTTTA/GCTCTTGTCTCC GCGCTCTCGCCCT/ACGATCCACC(T CCTCGCTCACCAG/―

CTACCAGAGAAAAT CGAGAACAGAGG/CGCCAGACCGCCA TCCTAGGTCCCA/´ V

Pst I

/ATTCGCACCAACAC TCCA

GGAGCGAGTCGTC TAACCGTCCTTGTG

という麹菌グルコアミラーゼシグナル配列 (19アミノ酸残基)-6 .″ οzおゴだのセロ

ビオハイ ドロラーゼ (8アミノ酸残基)の 27アミノ酸残基分の融合ペプチ ド遺伝子の

ためのオ リゴヌクレオチ ドを作製 した。

現在、麹菌ベクターpBP Tを改変 し、プロモーター直後に励οIサイ トカセッ トを導

入 したプラスミ ドに本融合ペプチ ド遺伝子と6.′οZ F sゼゴのセロビオハイ ドロラーゼ

の導入 したρstェサイ ト以降の構造遺伝子を連結 した融合タンパク遺伝子を作製 して

いる。

平成10年度計画

麹菌グルコアミラーゼシグナル配列 (19アミノ酸残基)― ご.′ο2F s  i :のセロビオ

ハイ ドロラーゼ (8アミノ酸残基)の 27アミノ酸残基分の融合ペプチ ド遺伝子のため

のオ リゴヌクレオチ ドを作製 した。PcRによ りε.′οZ F sゼIの セロビオハイ ドロラー

ゼシグナル配列後7～9アミノ酸残基 目にPst  Iサイ トを導入 したcDN Aを作製 した。

以降これ らをもとに麹菌グルコアミラーゼシグナル配列を有する C.′οZ f 5 2 2のセロ

ビオハイ ドロラーゼ融合タンパク質遺伝子を作製する。
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ホタテガイ副産物の有効利用システムの開発

一飼肥料および餌料としての資源化技術に関する研究
―

応用技術部食品工学科 清 水英樹 河 野慎
一

研究の目的と概要

道内で年間約 6～ 7万 トン排出されるウロなどのホタテ軟体部の有効利用を図る

ため、これらの飼肥料 。餌料化に関するシステムの開発を目的とする。

本研究では、脱カ ドミウムされたホタテウロを肥料
・飼料 (家畜用)。 餌料 (養

魚用 )用 原料としての乾燥粉体とするまでの工程 (資源化工程)に 関する検討を行

う。

本年度は、脱脂方法として、クッカ
ー ・スクリュープ レスを用いた圧搾分離法と

エクス トルーダーを用いた場合の比較検討、さらにパイロット設備を用いた乾燥試

験を行い乾燥品を評価 した。また、圧搾分離の際に副生するホタテオイルの性状に

ついて分析評価を行 った。

試験研究の方法

脱脂方法の比較検討 原 料には平成 9年 10月に噴火湾地区で漁獲 されたホタテウ

ロを用い、パイロットプラン トによる脱Cd。中和処理後、本実験に供 した。圧搾分

離法にはパイロットプラン トのクッカ
ー 。スクリュープレスを使用 した。エクス ト

ルーダーは (株)神 戸製鋼所製TCV 50 Lを使用 し、バ レル温度 150～200°Cの 条件下で

出口部分に脱水バ レルを取 り付け、固液分離を行 った。両法により得 られたケ
ーキ

の粗脂肪分をソックスレ
ー抽出法により求め脱脂率を比較 した。

乾燥品の評価 乾 燥機はツインディスクの間接加熱型連続乾燥機を使用 し、パイ

ロッ トプラン トで脱Cd。中和後、クッカ
ー ・プ レスにより処理 して得 られたケーキ

を乾燥原料とした。また、乾燥の際、抗酸化剤の添加を試みその効果を確認 した。

得 られた乾燥品の評価として、酸価(AV)。過酸化物価(POV)。カルボニル価(COV)。

ペプシン消化率 。一般生菌数の測定を行 った。

ホタテオイルの評価 圧 搾分離工程で得られたオイルについて、AV、ヨウ素価(I

V)、ケン化価(SV)を測定 した。また、脱酸 。脱色精製後のオイルについてキャピラ

リー GCに よる脂肪酸組成分析を行 った。なお、既存の ミ
ールエ場から人手 した魚

油を比較のため、同時に分析 した。

3  実 験結果

脱脂方法の比較検討 結 果を表 1に 示 した。エクス トル
ーダー法は圧搾分離法に

比べ高い脱脂効果が得 られることがわかった。また、エクス トル
ーダー法は脱脂効

果の他に、1)回収ケーキおよびオイルの変色が少ないこと、2)密閉型のため臭いの

発生が少ないことが確認された。このようにエクス トル
ーダー法は得 られる品質面

において優れた方法であるが、装置が高価であることから、高付加価値品の開発を

(H8～ H10)
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条件 とした場合に、脱脂方法として有効な選択肢の
一つと考えられる。

乾燥品の評価 結 果を表 2に 示 した。抗酸化剤を使用 しない場合は明かな油焼け

色を呈 した褐色の乾燥品となった。また、脂質の酸化の指標となるPOVは100 m e q / k g

を越え、COVも300 m e q / k gを越える高い数値を示 し、脂質の酸化が進行 していること

が裏付けられた。一方、抗酸化剤を用いた場合は、油焼けもな く、POV、COVも抗酸

化剤無添加に比べ約1/3の値となった。このように抗酸化剤の効果は大きく、乾燥工

程における抗酸化剤の使用は不可欠なものと判断された。また、ペプシン消化率、

一般生菌数には差がな く、ともに問題のない数値であった。 しか し、AVは約70m g / g

と高い値を示 した。この要因については今後検討の必要がある。

ホタテオイルの評価 結 果を表 3に 示 した。ホタテオイルは魚油に比べ、IVが高

いことか ら不飽和度が高いと考えられる。魚油をその主用途であるマ
ーガ リン用原

料として用いる場合、水素添加により硬化油として利用するが、不飽和度が高いと

水素添加時のコス トがかさむ。従って、この用途にはホタテオイルは不向きである

が、他の工業用油脂原料としては十分に利用可能と考えられる。また、脂肪酸組成

では、EPA( 2 0 : 5 n - 3 )の含有量が魚油の約 3倍 と高いのが特徴であり、これを活か し

た用途開発による高付加価値化 も期待できる。

表 1 エ クス トルーダーによる

脱脂試験結果

表 3 ホ タテオイルの評価

ホタテオイル    フィァシュオイル

粗脂肪分(DB%)

A V ( o g / g )

I V ( g / 1 0 0 g )

S V (■ g/ g )

E X T .法

圧搾分離法

原料  製 品

1 3 6

2 0 9

1 9 1

2 2

143

185

2 5 . 2

2 5 . 2

6 . 6

8 . 9

表 2 乾 燥品の評価

脂肪酸組成( % )

1 4 : 0

1 6 : 0

1 6 : i  n - 7

1 8 : 0

1 8 : i n - 9

1 8 : i  n - 7

1 8 : 2  n - 6

1 8 1 3 n - 3

18:4 n-3

20:l n-11

20:i n-9

20:i n-7

20:4 n-6

20:4 n-3

20:5 n-3

2 1 : 5

22:1

22:5 n-3

22:6 n-3

6.17     11.08

14.18     10 47

14.43      4 57

1.34      0.81

2.63      4.53

4.89      0 98

1 . 3 1     2 . 1 6

0.99      2.02

4.20      8.41

0.40      5 59

0.28      1.99

1.00      0.16

0 . 3 1    0 . 5 7

0 . 7 8       2 . 1 2

3 1 . 0 0      1 1 . 8 4

0  9 0      0 . 6 4

N . D    5 1 5

0.24      1 86

6.26     12.43

抗酸化剤なし 抗 酸化剤あり

A  V   ( n g / g )

P O V  ( m e q / k g )

C O V  ( m e q / k g )

へ
°
フ
°
シン7肖化 ]= (%)

一般生菌数 (個/ g )

68.4

105.0

326

9 0 . 6

3 0 0〉

7 1 . 0

4 4 . 7

1 3 9

9 0 . 9

N . D .

平成 10年度計画

1)資源化工程の設備化に関する検討

2)ホタテ ミールの造粒技術に関する検討

(地域産学官共同研究中核技術開発事業
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キ シ ロー ス等五炭 糖 を多糖 化 す る菌 の検 索 と高効 率培養 法 の検 討   (H7～ 9)

発酵食品部発酵食品科 田 村吉史 柿 本雅史 濱 岡直裕 浅 野行蔵

応用技術部生物工学科 八 十川大輔

企画情報部企画課企画情報係 富 永
一哉

1.研 究の目的と概要

農産廃棄物の大部分は六炭糖や五炭糖から構成されている。六炭糖類は廃棄物を

分解 しク
゛
ルコースなどの単糖として取 り出す研究が行われている。

一方、廃棄物中の五

炭糖類はそのほとんどが廃棄されている。

本研究は、キシロースなどの未利用五炭糖を微生物の炭素源として利用 し、多糖類、

特にリレロースを生成させようというものである。微生物が作るセルロ
ース(ハ
゛
クテリアセルロースBC)

は、植物のハ
°
ルフ
°
とは異なり、ヘミセルロースや、リクエ゙ンを全く含まないセルロ

ースであり、物理

性が優れているなどの特徴を持っている。そこで、五炭糖から高効率に BCを 生産

する菌及び培養条件を検討 した。これまでの研究によリキシロ
ースを糖源とすると培地

中に酸の蓄積が見られ、これにより BC生 産のみならず菌の増殖も抑制されること

が解った。本年度はこの酸の特定と影響を回避する方法などを中心に検討を行った。

2.試 験研究の方法

供試した酢酸菌は、当センター所有の株に加え、北大農学部応用菌学講座が自然界か

ら分離 した酢酸菌(CFl‐3菌 )を使用 した。供試培地は IFO指 定培地のほかに各研究

報告で有効とされた培地組成をもとに改良を加えた。BC生 産は、ハ
゛
ソフル付三角フラス

コでは温度 30℃、撹拌回転数 100～ 200rpmで行った。シ
゛
ャファーメンターでは門型のインヘ

°
ラ

ーを用い撹拌回転数 50～ 200rpm、温度 30℃、通気量 o15～ lvvmで行った。培養

中の pH、DO値 、有機酸、生菌数などの変化を測定 し、生成 したセルロ
ースは、lblNaOH

による溶菌処理後、乾燥させ重量を測定した。

3.実 験結果

CFl‐3と И α“″subsp αθι″IF0 14821を培養 して、糖源の利用性を調べた結果相

違がみられた。前者ではク
゛
ルコースがより多くの BCを 生産し、後者では、フラクトースが最

も多かった。キシロースの場合はどちらの株でもBC量 は少なかった。(図1)

培地組成に CSL(コーンスティーフ
°
リカー)を用いるとBC生 産量増加に効果があることから、

CSLの 影響について検討した。糖源、窒素源無しでは BCの 生産は認められず、糖

源と窒素源を合わせて添加 した場合では、CSL添 加量 4%が 最も多くの BC量 とな

り、CSL量 を 6%以 上とすると減少 した。CSLは 、過剰に添加すると菌の生育を阻

害 しているようである。(図2)

キシロースを糖源に用いて培養を行うと、キシロースの酸化物が蓄積 し、著 しい pHの 低下

おきる。このキシロース酸化物は pHの 低下を起こすだけでなく、その存在が発酵阻害

要因となっていることが解った。そこでこの酸を回収するために、培養液上澄を陰
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要約

イオン交換樹脂を通 し酸を吸着させ、塩酸を用いて抽出し高濃度画分を得た。キシ
ロン酸

は、試薬として市販されていないため合成 した。イオン交換樹脂による精製を行い、キ

シヨン酸溶液を得、HPLC的 にワンヒ
°―クであることを確認 した。培地中に蓄積 している

酸と同じRTで あつたことから培地中の酸はキシロン酸であると確認した。

培養中のキシロン酸量の変化を図 3に 示 した。キシロン酸の生成は早急であり、培養 1日

後には、ほぼ最大量が蓄積 していた。 2日 目から pHは 低下したままとなり、DO

値が上昇 した。これらのことから、キシロ
ースは素早く酸化されキシロン酸となり、菌に対

し生育阻害を示 したと考えられる。これに対してマンニト
ールの場合は pHの 低下も起き

ず菌の生育期間も長 く結果として BC生 産量も多くなった。

センター保有の酢酸菌及び CFl-3株を用い培養条件の検討を行った。CFl‐3が マンニト
ール

を糖源として用いた場合、最も優れた BC生 産性を示 した。キシロ
ースの場合は BC生

産は低 く、この原因はキシロン酸の蓄積であることが示された。
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図3 培 養中のキシロン酸量とpHの変化

図2 BC生 産量に及ぼすCSLの 影響

(受託研究 :科学技術庁)

(共同研究機関 :北海道大学、北海道東海大学、北海道糖業(株))
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地域特産食品の成分値の評価に関する研究       ( H 9～ H1 0 )

加工食品部農産食品科 田 中彰 田 中常雄 山 本
一史 中 野敦博

研究の 目的と概要

北海道は、我が国最大の食糧基地 と言われるように、ニ ンジンやスイ
ー トコーン

などの多 くの農産物が全国 1位 の生産量を上げている。 これ らの農産物は北海道内

でも何種類かの品種があるが、品種 ごとの栄養成分はあま り明 らかにされていない。

そこで、特産 といわれている食品の中か ら、ニ ンジン、スイ
ー トコーンを取 り上げ、

品種 ごとに栄養成分の分析を行い、成分特性の検討を行った。

試験研究の方法

(1)分 析試料

ニ ンジンは北海道立北見農業試験場の実験圃場で栽培 された向陽二号、へ
・―ターリ.ソチ、

ひとみ五寸、CAl 1 2の4種 類を供試 した。水洗 した後、根端及び葉柄基部を廃棄し、

フー ドプロセッサーを用いて細切、均質化 し、分析試料 とした。

スイー トコー ンは(株)北海製罐食品研究所石狩農場で栽培されたプ リンス トン、

ピーターコー ン、バイナー (いずれもバイカラー種でそれぞれ、早生、中生、晩生

のもの )の 3種 類を供試した。包葉、めしべ及び芯を廃棄 し、可食部 とされている

子実をフー ドプロセッサーを用いて均質化 し、分析試料 とした。

(2)分 析項 目と方法

一般成分 (水分、蛋白質、脂質、灰分 )、 無機質 (ナ トリウム、カ リウム、カル

シウム、 リン、鉄、マグネシウム、亜鉛、銅 )、 ビタミン類 (α、 β
―カロテ ン、

Bl、 B2、 B6、 ナイアシン、パ ントテ ン酸、葉酸、 C、 E、 K)、 食物繊維 (水

溶性、不溶性 )、 糖類 (グルコース、フラク ト
ース、シュクロース )に ついて分析

した。分析方法は、
一
般成分、無機質、 ビタミン類、食物繊維は五訂 日本食品標準

成分表分析マニュアルに基づき行った。糖合量は高速液体クロマ トグラフ法で行っ

た。

実験結果

ニ ンジンについての分析結果を主な成分値について表 1に 示した。 β
―カロテ ンは

平均で100 g中に約6, 0 0 0  μ gであ り、向陽二号が最も多 く、約7,2 0 0  μ g / 1 0 0 gであった。

4種 類の中では、ひとみ五寸で約3,9 0 0  μ g / 1 0 0 gと他よりかな り少なかった。エ ンジ

ンには β
―カロテ ンの他にα―カロテ ンも含まれ、平均で約3,9 0 0  μ g / 1 0 0 g合まれてい

た。α―カロテ ンが最 も多かったのはへ
・―ターリヽノチで約4,9 0 0  μ g / 1 0 0 gであった。αと

β
―カロテ ンの総量が多かったのはへ

'―
ターリッチで約 11, 8 0 0  μ g / 1 0 0 gであ り、向陽二号、

CAl 1 2ともに10 , 0 0 0  μ g / 1 0 0 g以上であったが、ひとみ五寸だけは少な く、約6,9 0 0

μg/ 1 0 0 gであった。四訂 日本食品標準成分表 (以下、成分表 )の 値 と比べると、カ
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ロテ ンは四訂では7,300 μ g/100gであり、成分表 と分析方法が違 うために
一概には比

較できないが、本試験の方が多かった。それに対 して、カルシウム、 リン、鉄の合

量は成分表よりも少な くなっていた。成分表は1982年に出されたもので、品種の違

いや、全国の平均的なものを使用 していると考えると、北海道産 との違いとも考え

られる。

スイー トコー ンについての分析結果を主な成分値について表 2に 示した。
一般成

分 と無機質には大きな違いが見 られなかった。糖類は中生のビ
ーターコー ンがグル

コース5.3g/100g、フラク トース4.8g/100gと他の 2種 よりも多 く、糖類合計でも

10.lg/100gであった。シュクロースはいずれも0.05g/100g以下であつた。成分表 と

比較 したが、成分表のスイ
ー トコー ンはイエロー種、本試験ではバイカラ

ー種 と違

う種類を用いたが、
一
般成分 と無機質にはあま り違いが見 られなかった。

表1ニ ンジンの主な栄養成分含量
(100g中)

カロテン カルシ   リ ン

ウム

(…
……………………m g

鉄 ビタミ

ンC
……)

試 料 β
…
μg・

総量
…)

向陽二号
べ―ターリッチ

ひとみ五寸
CAl12

平均

3,515

4,905

3,003

3,918

3,835

7,208

6,897

3,867

6,603

6,144

10,722

11,802

6,870

10,521

9,979

６

５

４

９

　

６

0 . 2

0 . 2

0 . 3

0 . 3

0 . 2

７

８

６

４

　

６

標準偏差
変動係数(%)

8 0 6

2 1 . 0

1 , 5 3 8

2 5 . 0

2 , 1 4 8

2 1 . 5

1 . 8 1

7 . 0

2 . 9 1

10,3

0.0499    1.83

22.4     29.1

四訂成分値 7,300

表2ス イートコーンの主な栄養成分含量
(100g中)

試 料

マグネ
シウム
…m g… …

亜鉛

(μD

糖類

ク
・
ルコース  フラクトース   総 量

(…………g…
………)

カルシ

ウム

(………

鉄

　

・・＞

プリンストン
ピーターコーン
バイナー

平均

4 . 2

5 . 3

4 . 3

4 . 6

3 . 8

4 . 8

3 . 9

4 . 2

8 . 0

10.1

8 . 2

8 . 8

0 . 8

0 . 9

0 . 7

0 . 8

667

590

636

631

標準偏差

変動係数(%)

0 . 6 1

13.2

0 . 5 5

13.2

1.16

13.2

0 . 6 1

13.8

0 . 4 7

1 . 5

0.13

15,7

38.9

6 . 2

四訂成分値 0.6

平成 10年 度計画

ジャガイモについて栄養成分の分析を行う。また、ニ ンジンとスイ
ー トコー ンに

ついて分析が終わっていない栄養成分について分析を行 う。また、北海道 と他の地

域では栽培時期や期間などに違いがあり、栄養成分にも違いがあると思われるので、

ジャガイモとニ ンジンについては北海道産 と道外産の栄養成分の比較を行う。

760
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ホッケからの機能性調味素材の開発 (H9)

加工食品部水産食品科 大 田智樹 佐 々木茂文 西 田 孟

1.研究の目的と概要

稚内地域で漁獲されるホッケのうち、小型のものは、餌料、冷凍す り身の補助原

料としてしか活用されておらず、食用原料としては十分に利用されていない状況に

ある。 しかしながら、漁獲量や価格的な面からは加工食品原料として利用 しやすく、

市場性に合った製品開発技術が出来れば有効活用が期待できる。そこで、IEI在、市

場性の高まってきている、魚を原料とした調味素材の開発を小型のホッケを対象と

して研究を行った。さらに、高付加価値化を図るために、製造した調味素材の機能

性を評価 し、機能性を有する調味素材として高度利用製造技術を確立することを目

的とした。

2.試験研究の方法

(1)調 味素材の試作

稚内沿岸域で漁獲された小型ホッケ (体長15～25cm)を氷蔵で搬入 し、直ちに試験

に供 した。魚体を水道水で充分洗浄後、魚体を丸ごと畜肉用の肉挽き機に投入 し、

ミンチ状に処理 した。処理 した試料に、食塩および米麹を添加 して、37℃で加温を

開始 し、約 lヶ 月間熟成 した。試験区分は以下のように設定し、熟成後の製品比較

を行つた。 [試験区分]A)食塩のみを20%になるように添加、B)食塩20%および米麹10

%を添加、C)食塩20%および米麹15%を添加。

(2)試 作品の評価と機能性解析

試作品の比較は所内職員による官能評価により行つた。また、原料の性状は
一般

成分分析により把握 した。
一
般成分は常法により行つた。得られた調味素材から官

能的に優れた試験区分についてはスパイスや果汁添加によるソースや ドレッシング

等の各種調味料を試作 し、ホッケ調味素材の製品展開を検討 した。機能性について

はアンギオテンシン変換酵素阻害活性 (ACE:高血圧抑制作用)を 測定することによ

り評価を行った。また、原料の機能性は抗腫瘍性についてもあわせて評価 した。AC

E阻害活性はCushmannらの方法に準じACEの作用により基質であるHHLから遊離 した馬

尿酸をHPLC分析により測定し、各試料の阻害率を算出した。。抗腫瘍性は培養動物

細胞 (正常細胞 :マ ウス由来Balb3T3A31、悪性腫瘍細胞 :3T3をSV40でトランスフォ

ームしたSVT2)を 用い、その致死作用をWST l法により細胞の生残数を求め、試料の

抗腫瘍性を評価 した。すなわち、細胞を前培養 したマイクロブレー トにWST l溶液を

10μ lずつ添加 してよく混和し、37℃で3時間インキュベー トして呈色させた後、マ

イクロプレー トリーダーで浪J定波長415nm,参照波長630nmの吸光度を測定した。細胞

の生残率は次式により求めた。
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細胞生残率 (%)= (C― B)/(A― B)× 100

A: P B S ( )を 添加 して培養 した細胞の吸光度、B:培 地の吸光度、C:試 料を添加 して

培養 した細胞の吸光度

3.実 験結果

ホッケを丸ごとチョッパー処理 した試料の
一般成分は水分78.6%、粗タンパク質

15.8%、粗脂肪2.8%、灰分2.4%で あった。本試料は粗脂肪の値が高く、調味素材

を製造するに当たり、脂肪酸酸化による魚臭の発生が懸念されたが、得られた試作

品は、官能的な判断ではその異臭は認められなかつた。この原料を用いて調味素材

を3つ の試験区で試作した結果、米麹を10%添加 した区分が官能的に最も優れた性

質を示 した。そこで、この調味素材を用いた応用調味料 6種 (ミ
ー トソース、しよ

うが風味たれ、洋風 ・和風 ドレッシング、柑橘果汁醤油、にんにく醤油ソ
ース)を

それぞれ調合 し、試作したところ、柑橘果汁を添力日配合したものが最も優れた風味

を呈 し、また、味覚的にも現在の調味料市場に最も適合した製品と考えられた。

原料および試作した調味素材の機能性解析のなかで、ACE阻害活性の結果を図に示

した。原料からカロ熱抽出した試料のACE阻害活性は非常に低い値を示 したが、熟成 し

た調味素材ではそれぞれ阻害活性が高まり、米麹を10%添加 した試験区が最も強い阻

害活性を有することが明らかとなり、高血圧抑制ペプチ ドの存在が示唆された。ま

た、ホッケ原料の加熱抽出物について抗腫瘍性を培養動物細胞で評価 したところ、

lmg/mlの濃度で腫瘍細胞の致死活性が約20%程度認められた。正常細胞に対する致死

活性は同濃度ではほとんど認められないことから、この抽出物中には腫瘍細胞に選

択的な致死活性を有する低分子化合物の存在が示唆された。

A :原料 B :食塩+米麹1 0 1 C :食塩+米麹1 5 %活加 D :食塩のみ

ロ ホッケヨ味素材のA C E阻書活性

要約

(1)ホ ッケを原料とした調味素材は食塩に米麹を10%添力日したものが最も優れた呈

味性を示し、これを利用 した調味料として柑橘系果汁を添力日した食品が官能的に優れ

た風味を有 した。

(2)ホ ッケの原料には弱いながらも抗腫瘍性を有する低分子化合物の存在が示唆さ

れ、さらに、熟成 した調味素材には高血圧抑制ペプチ ドの生成が示唆された。

（
ま
）
掛
椰
■
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2   技 術 普 及 ‐ 指 導

2-1 食 品加工相談室

食品製造企業等が行 う新製品開発、新技術導入な どの各種技術相談に応 じる窓 口

として、 「食品加工相談室」を開設す る。
1 相 談内容    食 品加工に関す ること
2 申 し込み    随 時
3 相 談方法   電 話、来所、文書いずれの方法で も可能
4 相 談窓 口   江 別市文京台緑町 589番 地 4 食 品加工研究セ ンタ

ー内

【平成 9年 度報告】
相談件数 については、総数 714件 となってお り、相談方法別 にみると電話が最
も多 く、食品製造企業等か ら気軽に相談が持ち込 まれている。
また、相談内容 については、加工方法、品質 ・評価、装置 。機械な ど食品加工技

術全般 にわたる内容 となってお り、全道各地か ら相談が持ち込 まれた。
l 相 談件数  総 件数  714件
2 月 別相談状況

区 分 ＼ 月 4 5 6 7 8 9 1
９

“ 3 合 計

相 談 件 数

い 6 8 246

1電
話

F鷲 3 1 0 0 0 0 0 2 0 2 2 0

そ の 他 1 0 0 1 1 2 1 0 l 0 0 0 7

相談内容月別内訳

姦
せ
経
軍

120

100

80

60

40

20

0

口 農 産  273件

国 畜 産  104件

%水  産  129件

□ 林 産   8件

EElその他 200件

4月 5 月 6 月 7月  8月   9月  10月  11月  12月  1月   2月 3月
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2-2 食 品工業技術高度化対策指導事業 (現地技術指導)

食品製造企業等が行 う新製 品開発等 を支援す るため、各企業等か らの依頼 を受 け

て、研究員 を派遣 し、食品加 工技術 についての助言や指導を行 う。

1 指  導  地  域   道 内各地

2 指  導  対  象   道 内食品製造企業、食品加 工研究 グループ等

3 申  し  込  み   随 時

4 指 導依頼の方法   電 話 または文書

5 指 導 を 行 う者   セ ンター研究員

6 費      用   無 料

【平成 9年 度報告】

全道各地において、 129件 延べ 140日 間、研究員を派遣 し、製品開発、製造

技術、保存技術、品質管理等についての助言や指導を行つた。

1指 導 件 数  129件

2  指  導  日  数   1 4 0日

3  支 庁 別 指 導 状 況

区 分 指 導 件 数 指 導 日 数 区 分 指 導 件 数 指 導 日 数

石狩 支庁 3 9 3 9 宗谷 支 庁 3 3

渡島支庁 1 1 網走支庁 1 2 1 2

檜 山支庁 1
９

“ 胆 振 支庁 7 8

後志支庁 9 9 日高支庁 5 6

空知支庁 1 0 1 0 十勝支庁 1 5 ，
“

上川 支庁 1 9 2 0 0 1路 支庁 2 3

留萌支庁 4 4 根室支庁 つ
４

つ
一

△
計 1 2 9 1 4 0
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2 - 3  技 術 ア ドバイザー指導事業

中小企業が独 自では解決が困難な技術的な諸問題 を解決す るため、中小企業者か

らの依頼 を受けて、技術ア ドバイザー を派遣 し、助言や指導 を行 う。

1 指 導 対 象 分 野  食 料 品製造分野

2 申  し  込  み   随 時

3 指 導依頼の方法   「 技術ア ドバイザー指導事業依頼書」を当セ ンタ
ーに提出

す る。

4 指 導 を 行 う者   北 海道があ らか じめ委嘱 した技術ア ドバイザ
ー

(食料品製造分野  9名 )

5 指  導  期  間   年 間 20日 以内

6 経      費   有 料

7 そ   の   他   企 業秘密 は厳守

【平成 9年 度報告】

3企 業に対 し延べ 7日 間、技術ア ドバイザ
ーを派遣 し、製品開発、製造技術 、品

質管理等についての助言や指導を行 つた。
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2 - 4  移 動食品加工研究セ ンター

道 内各地域で 「移動食品加 工研究セ ンター」を開催 し、講習会や技術相談、技術

指導等を集 中的に行 う。

1 開 催 内 容   (1 )講 習会

(2)研究成果発表会

(3)意見交換会

(4)個別技術相談会

(5)現地技術指導 他

2 開 催 時期等   開 催 時期、場所、内容等 については、各支庁等 と協議の上、決

定す る。

【平成 9年 度報告】

11支 庁管内において、 「移動食品加工研究センター」を開催 し、講習会、研究

成果説明会や技術相談、技術指導などを行った。

開催 支庁 開 催 地 開 催 年 月 日 ア マ

渡 島支庁 函 館 市 9. 6.17～  9. 6.18 「安全な食品をつくるために」

桧 山支庁 奥 尻 町 9. 7 23 「地域に関連する研究成果について|

後志支庁 小 樽 市 9.11.18′ ～ 9.11.19 「食感を変えて魅力ある食品作り」

空知 支庁 深 市 9, 9.24 「食品工場における衛生管理の方法について

上川 支庁 旭 市 9.10.27′ ‐‐ 9 10.29 「地域農産物を利用した新商品開発のあり方と可能性」

留萌 支庁 留 萌 市 10. 2.19～ 10. 2.20 「機能性食品の現状と開発」

宗谷支庁 稚 内 市 9  8.21- 9. 8.22 「地域に関連する研究成果について」

胆振 支庁 登 別 市 9.12. 3～  9 12. 4 「食品製造における衛生管理の基本」

日高支庁 様 似 町 10. 2.19´ ～ 10. 2.20 「売れる商品づくりをめざして|「海藻の可能性

夕1路支庁 釧 路 市 9. 8.28- 9  8.29 「新しい乾燥技術による食品の高次加I

根室支庁 中標 津 町 9.11.12～  9 11.13 「乳製品加Iについて」
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2 - 5  技 術講習会

食品加 工に関す る新 しい製造技術等 について、外部講師やセ ンター研究員による

講習を行 う。

1 食 品加工高度技術講習会

(1)開 催場所  食 品加工研究セ ンタ‐

(2)対 象 者  食 品製造企業等の研究者 、技術者等

(3)開 催回数   年 間 2回 (1回 の講習期間 -2日 程度 )

(4)開 催方式   座 学及び実技講習

2 地 域食品技術講習会

(1)開 催場所   食 品加 工研究セ ンター

(2)対 象 者   市 町村立等食品加工 (研究)施 設 の技術指導者等

(3)開 催回数   年 間 2回 (1回 の講習期間
-2日 程度 )

(4)開 催方式   座 学及び実技講習

【平成 9年 度報告】

次の とお り技術講習会 を開催 した。

1 食 品加工高度技術講習会

講 習
△

の 名 称 開 催 年 月 日 参加 者数

微 生物 管理 技術 講習会 9. 5.30～  9. 5 31 6 3

アイ ス ク リー ム製 造技術講習 会 9, 7.11 、  9  7.18 3 8

地域食品技術講習会

言毒 習
△

の 名 称 開 催 年 月 日 参加 者数

パ ン加 工技術講習会 9. 6.18～  9. 6.19 9

微 生物管理 技術講習 会 10. 1 20-10 1 . 1  1
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2 - 6  技 術研修生の受入れ

食品製造企業等の技術者の資質向上を図るため、随時、研修生を受 け入れ る。

1 研 修内容   食 品加 工に関す る技術の修得

2 申 し込み  随 時

3 研 修期間  原 則 として 6ヶ 月以内

4 費   用   無 料 (ただ し、研修 に関す る試料、消耗 品な どは企業負担 )

【平成 9年 度報告】

17企 業 28名 の研修生を当センターに受け入れ、各種食品加工技術の向上を図

っ た。

研 修 項 目 研 修 期 間

1 冷凍食品の製造技術の修得 9. 4. 1～  9. 4.16

食品機能開発及び食品加I技術の習得 9. 4. 1～  9. 6.16

野菜の冷凍保存技術に関する試験研究 9. 4. 1- 9. 9. 2

塩結晶の生成要因解明,紛末調味料における潮解、団結の助成要日の解明と対策 9. 4.  1´ , 9. 4  3

コラーケ
゛
ンシートの製造試験及び性能評価 9  4. 1～ 10. 2.16

6 ハイプリドーマからのモノクローナル抗体の単離,精製及びハ
・
イフ
ヾ
|ドーマ'`|サンハ
.球
の大量培養方法 9. 4. 1～ 10. 2.16

7 北方系機能性野菜を含む機能性飲料の開発 9. 4. 1^シ  9. 4.30

8 雌皮コラーケ
゛
ンの食品への利用研究 9. 4.  1- 9. 9.30

9 生体調節機能を持つ新規食品開発のためのペプチド製造技術及び食品加I技術の取得 9. 4. 1～ 10. 3.31

10 粒度分布測定技術の習得 9. 4. 1～ 10. 3.31

11 各種菌の培養法'測定法及びデ̈ 夕の統計処理方法の習得 9. 4.15- 9.10.14

冷凍食品開発のための製造'流通技術の取得 9. 4.17～  9,10 16

13 肉発酵生産物の応用試験(分析)方法の習得 9. 5.12- 9. 9.30

水産物を素材とした機能性食品のll発方法の取得 9. 5.20～  9. 7.10

乳酸菌製剤の検定方法について 9. 5.19～  9.11.18

16 食品中の有効成分(生1活性化物質等)の測定方法の取得 9. 6.23～ 10. 6.22

地ピール試作の
一般的技ll 9. 8,15～ 10,

，
４

生鮮食料品の栄養価分析技術、官能評価方法の取得 9. 8. 1～ 10. 3.31

19 魚介類(さけ'ます)の加I残きの有効利用 9.11.10- 9.12.19

20 リンゴ粕。大豆粕,廃棄農産物の有効利用技術の検討 9.12.15～ 10. 3 31

微生物の分子生物学手法による解析 9. 9. 3～ 10. 3 31

０
４
０
ろ 食品の微生物検査 0 1.26～ 10

０
４ 食品添加に用いる魚皮ゼラチン抽出精製方法の検討及び魚皮ゼラチンの脱脂、脱臭技術 0. 2.17～ 10. 3.31

24 好中球由来の抗原解折について 0. 2.17～ 10.

リポタンパク質の抽出、アリボタンパク質の精製について 0 3. 9-10 9

26 食品微生物検査の基礎 0. 2.26´ V10. 2.27

食品微生物検査の基礎 0. 2.26～ 10. 2.27

28 PCRによる遺伝子領域の増幅及びシークエンスによる塩基配列の決定と11,シ
.‐
検索技術 0. 3. 9～ 10. 9. 8

△ 計 2 8名 (1 7企 業 )
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2 - 7  試 験 測 定検査機 器 及 び加 工機 械 の開放

食品製造企業等の研究開発 を支援す るため、試験測定検査機器や加 工機械 を開放

す る。

1 主 な開放機器

(1)試 験 、 測 定   ガ スクロマ トグラフ質量分析計、核磁気共鳴装置、透過

及び検査機器   型 電子顕微鏡、走査型電子顕微鏡 、 X線 回折装置、近赤外

分光分析計、高速液体 クロマ トグラフ、粒度分布測定装置、

F値 測定装置、原子吸光分光光度計、 自記分光光度計  他

(2)加 工 機 械    チ ーズ製造装置、エクス トルーダー、超高圧処理装置、

薄膜真空蒸発装置、膜分離装置、遠赤外線減圧 ・常圧乾燥

機 、マイクロ波減圧乾燥機 、噴霧乾燥機 、加圧 ・減圧 か く

はん試験機 、試料粉砕機 、超遠心粉砕機  他

(3)オ ープ ンラボ   全 自動食塩定量装置、全 自動セ ンイ分析装置、アル コー

ラ トリー施設  ル アナライザー、水分活性測定装置、 K値 測定装置 他    ⌒

(4)バ イオテ クノ   ク リー ンベ ンチ、高圧滅菌機、バイオ リアクター装置、

ロジー開放試   恒 温恒湿装置、顕微鏡及び画像解析装置 他

験室

2利 用 金 額   1, 8 9 0～ 47, 9 7 0円 /日

【平成 9年 度報告】

設備使用実績は次のとお り。 (単位 :日 )

試 験  浪1 定

検 査 機 器

加 工 機 械

オー プ ン ラボ

ラ トリー施 設

バ イオテ ク ノ

ロジー 開放 試

験 室

△
計

3 5 7 6 3 0 1 1 4

- 1 1 9 -



2 - 8  依 頼試験分析

食 品製造企業等か らの依頼 により、試験分析 を行 う。

1 依 頼 試 験   一 般生菌数、大腸菌群、耐熱性菌数 、 PH測 定、粘度測定、

色測定、比重測定、屈折率測定 等

2 依 頼 分 析    灰 分分析、水分分析、たんぱ く質分析 、脂質分析、繊維分析 、

食塩分析 、アル コール分析、脂肪酸組成分析、ア ミノ酸組成分

析、有機酸組成分析、無機質分析  等

3 手 数料金額    1 ,  8 5 0～ 44,  3 7 0円 /件

【平成 9年 度報告】

次のとお り試験分析を行った。

区 分 申 込 件 数 試 験 分析件数

試 験 分 析 6 9 2 3 1

―-120-―



2 - 9  食 品加 エ リサ ーチ プ ラザ

食品工業における業種や技術別の共通課題 を検討す るとともに、産官の研究者や

技術者の交流 を図るため、各種研究会 を開催す る。

【平成 9年 度報告】

技術別、業種別に食品加エ リサーチプラザ を開催 した。

区  分 研 究 会 名 開催 年 月 日 出席者数 開催地

食品加工

リサ ーチ

プラザ

冷凍食品技術研究会 9,    9.  2 6 2 3 札幌市

9。 1 0 .  2 9 1 2 帯広市

9 .  1 0 .  3 0 1 1 北見市

ハ スカ ップ研究会 9.  4. 10 4 0 札幌 市

1 0 .  3 .  1 9 4 0

食 肉加工研究会 9.    6.  2 7 2 0

調 味食 品研 究会 1 0 .   3 .  2 3 1 2

漬物製造技術研究会 9.    5.  2 9 4 0 札 幌 市

9.   6. 2 5 8 0

9. 7 7 4 0

9.    7.  2 3 2 0

9.   9.  2 5 3 0

9.  1 2. 1 5 7 0 江 別 市

1 0 .   2 .  1 3 7 0 江別市

1 0 .   3 . 1 9 3 0

食品工学研究会 9.    5.  3 0 8 0

1 0 .   1 .  2 7 4 4

食品バイオ研究会 9. 7. 1 8 0

1 0 .   3 .   6 2 0

開催地は、食品加工研究センター以外での開催のみ記入。
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2 - 1 0  食 品加工研究セ ンター通信

食品加工技術 に関する各種情報のデ ータベースを作成 し、パ ソコ ン通信 を利用 し

た各種技術情報等の収集提供や情報交換 を行 う。

1 食 品加工研究セ ンター通信の内容

(1)デ ータサ ー ビス

◆  全 国の国公立試験研究機関及 び大学の食品加工関係研究報告書 をキー ワー

ド等で検索 し、その全文を会員のフ ァックスで、即座 に取 り出す ことがで き

る。 (フ ァクシ ミリメールサー ビスの登録が必要 )

◆  当 セ ンターが所蔵 している図書、定期刊行物 を知 ることができる。

◆  当 セ ンターが設置 している試験研究機器類 を知 ることがで きる。

◆  当 セ ンターの研究員に関す る情報 を取 り出す ことができる。

◆  道 商工労働観光部が作成 したデザイナー情報カー ドの主な事業の概要報 を

取 り出す ことができる。

⌒
       ◆  食 品加工技術に関す る 「Q&A」 を利用す ることができる。

(2)電 子掲示板

自分が言いたいこと、みんなに知 って もらいたいことを書 き込んだ り、他

の会員が書 いたものを読んだ りと、 どなたで も自由にメ ッセージを交換でき

る公開の告知板。

当セ ンターでは、講習会、講演会、展示会などの案内を行 う。

(3)電 子 メール

ネ ッ トワークを通 じて、会員 同士が特定の相手 とメ ッセージのや り取 りを

す ることができる。

2 会 員加入手続 き

「食品加工研究セ ンター通信会員 申込書」を当セ ンターに提出す る。

3 会 費等   入 会金 。会費は無料

⌒      4  運 用時間

原則 として24時間運用 (但し、年末年始及び毎週水曜 日9:00 1 8 : 0 0は 休 止 )

【平成 9年 度報告】

食品加工研究セ ンター通信の加入状況等

会 員 数 ロ グ イ ン 件 数 取 出 件 数 取 出 枚 数

2 3 2 3 0 7 1 7 5 7 0 7
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2-11 技 術情報の提供

【平成 9年 度報告】

1 技 術情報誌 「食加研だより」の発行

センターの業務案内、研究報告を中心とした技術情報を主な内容として、 3

回発行し、関係機関、団体などに提供した。

2 食 品加工研究センター研究報告書の発行

平成 9年 度研究成果発表会において、試験研究成果発表会要旨集を発行した。

3 図 書 ・資料室の開放

国内外の食品工業関係専門誌、大学 。国公設試験研究機関か ら提供を受けた

図書、報告書類を一般に開放する。

<図 書 ・資料室利用時間 >

月曜 日～金曜 日  9:00～ 17:00
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2 - 1 2  そ の他

1 技 術審査

国、団体等か らの依頼 を受 けて、製品の品質や新開発技術の内容 について、審査

を行 つた。

内 容 依 頼 者

部 男ll 審 査 件 数

加  工

食品部

発 酵

食品部

応  用

技 術 部
計

推奨申請に係る技術

審査 (1次 )

(社)優良道産品推

奨協議会

1 4 1 9 1 3 4

推奨 申請 に係 る技術

審査 (2次 )

(社)優良道産品推

奨協議会

3 6 5 4 9 0

研究開発助成 に係 る

技術審査

(財)た くぎんフロ

ンティア基金

1 1

研究開発助成 に係 る

技術審査

(財)本L銀 中小企業

新技術研 究助成基

金

９

“ 1 1 4

研究開発助成 に係 る

技術審査

ほ くでん産業技術

振 興基金

3 1 4 8

研究開発助成 に係 る

技術審査

(社)北海道 中小企

業振興基金協会

1 1
つ
ん 4

△
計 5 7 7 6 8 1 4 1

2  展 示会 ・紹介展

セ ンターの試験研究 と技術開発成果 を展示会等に出展 し、技術 の普及振興及び交

流を図 つた。

展 示 会 等 の 名 称 主 催 者 開催地 開 催 期 間

平成 9年 度 研 究発表 会 食品加 工研 究セ ンター 札幌 市 9  4.25

' 9 7試
験研 究機 関お も しろ祭

り
北海 道 札幌 市 9.  9.  3

' 9 7えべつ物 産 まつ り 江別市 江別市 9. 9.20～ 21

' 9 7北
海道技術 ビジネス交流

△

北海 道技術 。ビジネ ス

交流会 実行委 員 会

札幌 市 1.30～ 31

平成 9年 度食品加工関係試験
研究機 関合同成果発表会

北海 道 札幌 市 10.  2.  4
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3  講 習会な どへの講師派遣

市町村 、団体等か らの依頼 を受 けて、セ ンター研究員 を講師 として派遣 した。

講
翌

日 等 の
″
ね 称 派 遣  日 派遣地 依 頼 者 派

ヽ
退 者

みみぶくろ勉強会「食品の劣化反応(l)j 4.24 札幌市 ク
゛
ルーフ
・
「みみぶくろ」 中野敦博

衛生学院臨床検査技師科・微生物学実習 5. 19
- 5 . 2 1

札幌市 衛生学院 濱岡直裕

全国味増技術研究会 5.28 東京都 全国味噌技術会 田村吉史

第12回食品衛生協会空知連絡協議会 6.26 栗山町 由仁地方食品衛生協会 浅野行蔵

平成9年度北海道中小企業技術者研修 6 . 3 0
～ 7 . 4

江別市 (社)北海道商工指導センター 西日 孟、太田智樹

佐々 木茂文、浅野行蔵

田村吉史、濱岡直裕

柿本雅史、長島浩二

池田隆幸、中"1良二

人十川大輔

水産加I関係者と懇話会 7.  2 留萌市 留萌支庁 清水條資、天田智樹

調味食品セミナ
ー

7.11 東京都 日本醸造協会 田村吉史

北海道醸造技術研究会例会 7.14 札幌市 北海道醸造技術研究所 田村吉史

道経連クテヌ|‐研究会 7.20 札幌市 北海道経済連合会 浅野行蔵

みみぶくろ勉強会「食品の劣|ヒ反応(Ⅱ)」 7.24 札幌市 ク
゛
ルーフ
°
「みみぶ〈ろ」 中野敦博

夏季洒造講習会 8.27
士
叩
鵬
悦
＝
ル lt海道酒造組合 下林義昭、浅野行蔵

柿本雅史

清酒貯蔵.出荷管理講習会 9.  9 去
叩
観
眈
＝
、 |ヒ海道酒造組合 柿本Fl史

農村|ミナー1起業化t:| 9.  5 旭川市 上川支庁旭川地区農業改良普及センター 田中常雄

酒造技術セミナー 9.12 東京都 日本醸造協会 浅野行蔵

北海道ハ
゛
イオ産業振興協会・地域研究交流会 9.24 深川市 北海道ハ

・
イ1産業振興協会 浅野行蔵

第2回呉羽むらおこし事業 9.26 富山市 1財)地域総合整備財団 田中常雄

通商産業省北海道I業研究所シンホ
°
シ
゛
ウム 10. 3 札幌市 北海道I業研究所 浅野行蔵

商品開発研究会 10.24 帯広市 (財)十勝圏振興機構食品加I技術セシ1- 清水條資

技術ll発研究費補助事業成果普及講習会 10 30 江別市 中小企業庁 池田隆幸

北海道|し学I学懇話会第104回講演会 11. 14 江別市 北海道化学I学懇話会 浅野行蔵、田村吉史

北海道ハ
゛
イオ産業振興協会・地域研究交流会 11.18 小博市 北海道ハ

'イ
オ産業振興協会 清水條資、浅野行蔵

平成9年度北海道水産加工促進連絡協議会研修会 11.21 江別市 |:海道水産加I促進連絡協議会 清水條資

ナ|,マ|'研究会例会 11.22 江別市 ナナカマト
゛
研究会 田中常雄

酒造講習会 12.  5
士
Ｗ
詢
悦
＝
ル lt海道酒造組合 清水條資、浅野行蔵
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講 習
△ 斥

寺 の 称 派 遣 日 派遣地
鮮
撚 頼 者 派

Ｌ
Ｅ
埋 者

新技術北海道フォーラムin帯広 12.  8 帯広市 (財)北海道科学・産業技術振興財団 清水條資、阿部 茂

乳製品の製造技lll講習会 12.15 江別1市 新得町酪農振興会 阿部 茂

第10回食品llI関係試験研究機関
合同成果発表会

2  4 札幌市 経済部食品I業課 池田隆幸

」ICA食品保健行政コース技術協力研修 2. 10

2. 12
2. 13

江別市 札幌市 蔵行

史

博

裕

野

　

一

敦

直

浅

木

野

岡

ヽ

山

中

濱

輔

　

ヽ

　

ヽ
　

ヽ

十
八

任
暉

ン
影

中

仝

災

＝＝
¨
〓
中
　
　
士
口
嘔
仕

十

中

中

村

本

人

田

田

田

柿

新技術北海道フォーラムin網走市 2.20 網走市 (財)北海道科学・産業技術振興財団 阿部 茂

食品加工新技術利用研究分科会 2.25 札幌市 ハ
゛
イオ&食品I業研究会 長島浩二

技術開発研究費補助事業成果普及講習会 2 27 山口市 中小企業庁 池田隆幸

第4回池田町農業技術研究所試験研究発表会 3.24 池田町 池田町農業技術研究所 濱岡直裕

北海道ハ
・
イオ産業振興協会・地域研究交流会 3.26 小博市 |七海道ハ

.イ
1産業振興協会 田村吉史

コ
計 33 回 58 人
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4 学 会誌投稿

発表題 目 投稿者 投稿誌名

A n t i h y p e r t e n s i v e  A c t i o n  o f  0 r a 1 l y
Admin i s te red  P ro tease  Hyd ro l ysa te  o f  Chum
Sa lmon  Head  and  The i r  I -Conve r t i ng  Enzyme
I n h i b i t o r v  P e o t i d e s

Tomok
Iwash
Sasak
Kawam

Ohta, Atuko

ta, Shigefumi

, Yukiko

r a

Food Sc ience and
Techno logy
ln te rna t  i  na l

野菜の冷凍保存技術 の開発 中川 良二、長島浩二 Nerv Food Industry

塩基配列に基づ く細菌同定法の食品 ミクロフ

ローラ解析への応用

長島浩二、人十川大輔、
中川良二、池田隆幸

日本食品科学工学会誌

ハスカップのイヒ学成分含量 ・特性値 田 中 常雄 、 田 中彰 日本食品科学工学会誌
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5 学 会における発表

発表題 目 発表者 発表 日 学会名

北海道産未低利用水産資源の
機能性評価と合品開率

太田智樹 H 9.11. 6 日本農芸化学会 。日
本食品化学工学会支

シロサケ内蔵を原料とした魚
醤油の試作

太田智樹 H 9 . 1 1 . 7 日本農芸化学会 。日

本食品化学工学会支
ホタテガイ生殖腺由来の抗月重
瘍成/77Nについて

太田智樹、梅津よしみ H 9 . H . 7 日本農芸化学会 。日
本食品イヒ学工学会す

寒冷気候を利用した米の貯蔵
(第一報)一 低温を利用した
米の品質維持―

川村周三、夏賀元康、
伊藤和彦、河野慎一

H 9 , 4 . 2 農業機械学会大会

Lisage Development  of
Sa lmon  Sk in  Co l l agen

山崎邦雄、清水英樹、
熊林義晃、清水條資、
高井半男

H 9 . 5 . 8 北方圏会議シンポジ
ウム

カバ ノアナ タケ

(ausθρρorゴa θわゴゴσυa) 由

来のHIV  lプロテアーゼ隅害

渡邊治、市村年昭、丸
山進

H 9 , 9 . 1 9 日本生物工学会大会

ブナサケを利用したカツオ節
様加工食品の開発 (第3報 )

阿部茂、大庭潔 H 9 . 1 1 , 7 日本農芸化学会 。日

本食品化学工学会支
魚類細胞培養液中のグラチン

分解活性及び魚類MMPをコー

ドするcDNAのクローニング

長島浩二、池田隆幸、
八十り|1大輔、中川良
二、吉水守

H 9 . 4 . 1 日本農芸化学会大会

アルファルファにおけるレク
チン遺伝子のクローニングの

試み

清水健志、中川良二、
八十川大輔、池田隆
幸、長島浩二、菊池政
目II、高 尾 彰 一

H 9 . 1 1  7 日本農芸化学会 。日
本食品化学工学会支
部会

NORTH新組織化について 浅野行蔵 H10. 3. 3 NORTHシンポジウム
1998

メークインのレトル ト製品の
品質に及ぼす原料貯蔵温度の
影響

柿本雅史、中野敦博 H 9. 7.25 日本農芸化学会 。日

本食品化学工学会支
部会

メークインのレトル ト製品の
品質に及ぼす原料貯蔵温度の
影響

柿本雅史、中野敦博 H9. 9.19 日本食品保蔵学会大
△
本

乾燥酵母による清酒醸造 (第
2幸長)

浅野行蔵、富永一哉、
田村吉史、柿本雅史、
矢田博、森本良久、北
村秀† 臨 円征lh

H 9 , 9 . 4 日本醸造学会大会
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6 出 願済工業所有権 「特許」

発 明 の 名 称 出願年 月 日 登録年月 日

果実酒およびその製造方法 4. 12. 16 8.11.21

水産発酵ゲル化食品およびその製造方法 5. 6.30 8.  9.  5

大豆の軟化法 5.12.22 9. 6.20

生分解性を有する成形品用原料の製法 と生

分解性を有する成形品の製法

6. 2. 7 10. 1 .30

キ クイモ由来 レクチ ン及びその分離精製法 6. 10. 19 9. 6.13

水産発酵食品およびその製造法 6.10.25 9.  5.  2

海洋生物 を原料 とした代用皮膚 7. 6.26 9.12.26

アルコール飲料の製造法 7. 7.31

乳酸菌乾燥粉末の製造方法 8. 4.25

魚類ゼラチ ンの製造方法 9. 4. 4

黄 色 ブ ドウ球 菌 の検 出培地 9. 6.26

豆乳入 リアイスクリーム及びその製造方法 9.11.10

冷凍食品の離水防止剤 9.12. 5

キクイモ由来 レクチ ンをコー ドす る遺伝子 10. 1 28

カ ドミウムを除去 した魚介類エキ スの製造

方法

10. 3.30
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7  視 察実績

平成 9年 度の視察者は、 75団 体、 1,0 2 0人 でセ ンター業務内容の説明、各

施設 の案内、懇談、意見交換等により普及指導に努 めた。

○ 月 別視察状況

区 分 ＼ 月 4  月 5  月 6  月 7  月 8  月 9  月 10 月

視 察 件 数 1 4 7 6 8

視 察 人 数 2 59 232 43 149 242

区 分 ＼ 月 11 月 12 月 1  月 2  月 3  月 計

視 察 件 数 6 6 0 8 3 75

視 察 人 数 66 0 1,020
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